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要     旨 

１ 作成の背景 

近年の教育分野でのデジタル技術の普及を背景に、2020 年９月に提言「教育

のデジタル化を踏まえた学習データの利活用に関する提言―エビデンスに基づ

く教育に向けて―」が発出された。その後、新型コロナウイルスや GIGA(Global 

and Innovation Gateway for All)スクール構想の影響により、一人一台の情報

端末やネットワークが整備された。さらに、最近は生成 AI やビッグデータによ

って、社会全体が大きく変わろうとしている。  

 

２ 現状及び問題点 

教育現場では、一人一台の情報端末を用いて学ぶことで、デジタル教材の閲覧

履歴などの学習プロセスのデータ（ログデータ）「学習データ」が自然と蓄積さ

れるようになった。これに加えて、成績などの教務データや視線などの各種セン

サーデータといったより幅広い情報を含む「教育データ」を分析することで、教

育改善や個に適した学習支援などが行えるというメリットがある。しかし、現状

は一部の学校や地域での教育データの活用に留まっており、国全体では十分進

んでいない。一方、海外では、国全体で共通の教育支援システム（プラットフォ

ーム）を提供し、教育データを利活用する事例も見られ、その効果が出つつある。 

 

３ 見解の内容 

本見解は、2020 年の提言以降５年間の教育のデジタル化やデータ利活用、AI

等の進展を踏まえた現状の考察と、さらに追加して実施すべきこと、また科学技

術の倫理的・法制度的・社会的課題(ELSI: Ethical, Legal and Social Issues)
の観点などの追加で考慮すべき事項をまとめた。 

(1) 2020 年提言の内容で進捗がみられること（成果） 

 教育 DX(Digital Transformation)の必要性が国全体に浸透し、文部科学省

やデジタル庁を中心に教育データ関連の事業が進み、効果が出始めている。 

 GIGA スクール構想により、情報端末やネット環境が全国の学校に整備され

た。また、データ活用基盤として MEXCBT（文部科学省が提供する Computer 

Based Testing）や EduSurvey(文部科学省が提供する Web ベースの調査シス

テム)等が整いつつある。 

 文部科学省より教育データを安全・安心に利活用するための留意事項が公開

され、専門人材の育成も始まっている。 

(2) 2020 年提言の記載内容でまだ不十分なこと（未達部分） 

 国全体での教育データの標準化やルール作りが不十分である。そのため、複

数の学習支援システム間での連携や日常的な利活用があまり進んでいない。

特に、デジタル教科書・教材の整備やそのログデータの利活用は十分になさ

れていない。 
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 複数の学習支援システムのログデータを同一ユーザごとに連結（名寄せ）し

て集約する仕組みが未だ整備されていない。そのため、学校でのデータ活用

や匿名加工後の二次利用も十分されていない。 

 教員のデータを扱う能力（データリテラシー）が不足しており、データが十

分に活用されていない。また、教育学や情報学などの専門家との協働体制が

整っていないため、教育現場でのデータ活用は一部の試行的な事例に限定さ

れている。 

(3) 2020 年提言に加えて新たに推進すべきこと（追加部分） 

 現在は社会全体のデジタル化が進んでいるため、学校教育（公教育）のデー

タだけでは不十分である。今後は、幼稚園や保育所などの就学前教育の未就

学児や社会人も含めた「生涯にわたる教育データ」を活用していくための検

討が必要である。また生涯にわたる教育データがシームレスに連携し、デー

タの提供者や今後の学び手となる人々を支援できる環境（教育データのエコ

システム）の構築を検討することも重要である。 

 地域間格差をなくすために、国全体で共通して使えるシステム（プラットフ

ォーム）を整備することが求められる。さらに異なるシステムのデータの名

寄せやデータの二次利用を促進する必要がある。 

 教育現場において教育データの利活用を促進するためには、データやエビデ

ンスを活用した授業の事例を共有する必要がある。 

 教育データの活用が将来的にどのような影響を与えるかやプライバシーな

どの ELSI についても、幅広く検討しなければならない。よって、まず教育

データの取り扱いに関連する ELSI の国内外の動向を調査した。そして、今

後教育データを活用する上で考慮すべきポイントを、「子供の教育データの

保護」、「透明性の確保」、「同意の位置づけ」、「生涯にわたるデータ利活用」、

「具体的な対応策（オプション）」の観点からまとめた。 

 

本見解は、文部科学省・厚生労働省・経済産業省・総務省・デジタル庁・こど

も家庭庁などの国や自治体の教育政策に関する機関、及び教育関連サービスを

提供する民間企業に向けたものである。また、生涯学習・省庁横断体制などのよ

り広範な論点については、本分科会としては論点整理や方向性の提示に留めた。
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１ はじめに 

近年の教育分野でのデジタル技術の普及を背景に、日本学術会議は 2020 年９月

に提言「教育のデジタル化を踏まえた学習データの利活用に関する提言―エビデンス

に基づく教育に向けて―」[1]を公開した。これは、以下の４つの観点からまとめられた。 

 (A) 学習データの種類と教育改善のための利用 

 (B) 学習データを収集・利活用するための制度設計 

 (C) 学習データを収集・利活用するための情報環境の整備 

 (D) 学習データを収集・利活用するための人材の育成 

その後、我が国では、GIGA スクール構想の推進や新型コロナウイルスの影響

により、教育のデジタル化が急速に進展した。そして、日常的に一人一台の情報

端末を用いて学ぶことで、学習プロセスのデータが自然と蓄積されるようにな

った。しかし、教育現場では、学習者や教員が教育活動・学習活動に関する様々

な教育データを簡便に収集・分析できているとは言い難い。これに対し、海外に

おいては、国全体で共通の学習支援システム（プラットフォーム）を整備し、教

育ビッグデータの収集・分析を行うラーニングアナリティクス(LA)がされる例

も見られるようになった。教育データを活用すれば、学習者一人一人に合った学

習支援や教員の負担軽減、エビデンスに基づく教育政策の立案などが可能とな

る。例えば、台湾教育省が主導する教育データの利活用のためのプラットフォー

ムとして TALP(Taiwan Adaptive Learning Platform)がある。台湾の小学６年生

4,442 人を対象とした大規模実証では数学の学力（成績）と自己調整学習能力の

向上の両方の効果が示された[2]。また、ウルグアイでは全国に LA のシステム

を導入した結果、システムの利用頻度と成績向上の正の相関が示された[3]。ま

た、米国や英国では高等教育機関に LA システムを導入した結果、中退率の低下

と定着率の向上、及び成績の向上が見られた[4]。Khan Academy[5]や ALEKS[6]、

ASSISTments[7]、Duolingo[8]など、国を超えて全世界で大規模に学習ログデー

タをユーザから収集して個人適応型システムを提供している例もある。これら

のシステムの利用によって学習効果の向上や教員の負担軽減も報告されている。

なお、スウェーデンでは、2000 年以降「児童生徒１人１台端末」政策を進め、

OECD の PISA（2022 年調査）等の分析では適切かつ限定的な時間でデジタルツー

ルを活用した生徒は、全く使わない生徒や過剰に使う生徒よりも成績が高い傾

向が見られた[9]。しかし、その後、PIRLS 1等のデータに現れた読解力低下[10]

や、「デジタル機器の過度な利用が注意力・集中力を損なう」[11]などの理由か

ら、2023 年以降、未就学児や低学年のデジタルツールの利用義務化を完全撤廃

し、アナログに方針を転換した[12]。また韓国では、2025 年から AI デジタル教

科書を全国の初等中等教育に段階的に導入する計画を発表し、初期の導入を行

 
1 Progress in International Reading Literacy Study, https://nces.ed.gov/surveys/pirls/ 
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った結果、情報活用能力、コミュニケーション能力、批判的思考力が向上した

[13]という結果が示されたが、現場の教員や保護者からのデジタル依存・データ

漏洩リスクへの懸念やシステムの利用率の低下等 2の理由によって、2026 年に

はプロジェクトの推進が大きく失速した。しかし、教育のデジタル化がもたらす

効果は状況によって多様である。今後は、「デジタルかアナログか」の二者択一

ではなく、教育段階や学習内容、個人の特徴に応じて双方のメリット・デメリッ

トを活かした融合も考慮すべきである。そのためにも客観的なエビデンス（科学

的根拠）に基づく政策決定や個々の状況に適した学習支援を可能にする「教育デ

ータの利活用」が、今後さらに求められる。 

近年では、生成 AI などの技術発展[14]により、社会全体が大きな転換期を迎

えており、教育分野でも LA と生成 AI を統合して様々な支援が期待される。こ

うした背景から、本見解は、2020 年の提言以降の５年間を振り返って現状を考

察し、AI 等の進展によって新たに進めるべき事項をまとめた。ここで、学習デ

ータは教材の閲覧履歴などの学習プロセスのデータを意味し、教育データは成

績などの教務データや視線や脳波などといったセンサーのデータなどのより幅

広い情報も含む意味で用いる。なお、本見解が想定する読者は、文部科学省・厚

生労働省・経済産業省・総務省・デジタル庁・こども家庭庁などの国や自治体の

教育政策に関する機関、及び教育関連サービスを提供する民間企業、教育・学習

に関わる学習者や教師、研究者である。ただし、生涯学習・省庁横断体制など、

より広範な論点については、本分科会としては論点整理や方向性の提示に留め

た。また、本見解の作成にあたっては、日本学術会議社会学委員会・哲学委員会・

心理学・教育学委員会・法学委員会・経済学委員会合同子どもの権利保障分科会

の協力を得た。 

 

 

２ 2020 年提言後の５年間について 

(1) 2020 年提言の内容で進捗がみられること（成果） 

① 教育データ利活用の機運の高まり  
この５年間で、新型コロナウイルスの影響により、デジタル技術を用いて

人々の生活や社会の仕組みを根本から変革する DX（Digital Transformation）

の重要性が広く認識された。教育分野においてもビッグデータの活用や AI 技

術を用いた教育 DX は著しく進んだ。例えば海外では、OECD 3や Unizin 4のよ

うな大規模な教育データ活用の事例がある。日本においては、Society 5.0 を

実現すべくデジタル庁が設置され、教育 DX 推進のための実証事業[15][16]

 
2 https://restofworld.org/2025/south-korea-ai-textbook/ 
3 https://www.oecd.org/en/about/projects/smart-data-and-digital-technology-in-education--

artifical-intelligence,-learning-analytics-and-beyond.html 
4 https://unizin.org 
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などが予算化された。これに伴い小規模な学校でも教育データを用いた授業

改善の例が積み重なり始め、一人一人の学習者の学習状況の変遷を踏まえた

学校内での縦断的な分析の例も出始めている[18]。さらに、一人一台の情報

端末の配備によって、従来では不可能だった量と質の教育データが収集でき

るようになった。このことは、これまでの教育的知見や理論を吟味して発展

させることに役立つ。また、これまでは見えにくかった新たな教育の対象・

活動・課題の抽出・検討にも繋がる。そして、この可能性は、研究者や教育

現場の教員など様々な立場に認識されつつある。 

例えば、データの利用主体（学校、学習者や保護者、国、企業）を対象に、

2022 年と 2023 年に学習データの利活用の賛否を６件法（１: 強く反対〜６: 

強く賛成）で調査した研究がある[17]。その結果、肯定的な回答（強く賛成、

賛成、どちらかというと賛成）の和は、保護者（2022 年 78-90％；2023 年 80-

89％）の方が教員（2022 年 64-79％；2023 年 69-82％）より多かった。また、

教員も時間の経過とともに賛成が増加した。 

教育データを匿名加工して研究などの目的に利用する二次利用も進んで

いる。例えば、LearnSphere 5は、MOOCs(Massive Open Online Courses) 6や言

語コーパス 7などの教育データを提供している。また、日常的に利用される

複数の学習支援システムのログデータを集約して、匿名加工したものは「リ

アルワールド教育データ」と呼ばれる。これを分析して、エビデンスの抽出

や学習習慣の定着などに関する研究も行われている[18]。加えて、教育デー

タの分析技術の普及を目的に、2020 年にはコンテストが開催されるようにな

った。2021 年には一般社団法人エビデンス駆動型教育研究協議会 8が設立さ

れ、その年以降も継続して、教育データ分析コンテスト 9が実施されている。 

② 2020 年提言の記載事項(A)-(D)における進展 

2020 年提言に書かれた内容が、現在どこまで進んでいて、どこが足りてい

ないかを評価した。これを表１に示す（A～D）。さらに AI 等の進展を踏まえて

新しく進めるべきことを項目(E)として追加した。表中の記号は、国全体でほ

ぼ実施されている場合は◎とし、国全体ではないが一部実施されている場合

は〇、ほとんど実施されていない場合を△とした。 

 

 

 

 
5 https://learnsphere.org/ 
6 Massive Open Online Courses（大規模公開オンライン講座）の略で、世界中の誰でも無料で、また

は低コストで受講できるオンライン講座のこと。 
7 言語研究や自然言語処理のために、新聞や SNS などの実際に使用された言葉（書き言葉や話し言葉）

を構造化し、大量に蓄積した言語のデータベースのこと。 
8 https://www.ederc.jp 
9 https://sites.google.com/view/ede-datachallenge-22 
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表１ 2020 年提言の記載事項(A)-(D)と追加事項(E)の取組状況 

項目 取組状況  

(A) 学習データの種類と教育改善のための利用 

（A-１）教材や質問用紙、成績などの従来のデータに加えて、LMS 10、

デジタル教材の閲覧履歴などのプロセスデータを公教育

において収集・分析 

〇 

（A-２）学習者、教員、学校、教育委員会、国全体でデータの保存

期間などを定めて活用 
〇 

(B) 学習データを収集・利活用するための制度設計 

（B-１）学校にデータを集めて一次利用して、教育委員会や国全

体で二次利用を推進、そのデータ管理体制などの制度整備 
△ 

（B-２）EdTech 関連企業がデータを囲い込まずに学校に提供 △ 

（B-３）教育データの標準化 △ 

（B-４）人権を尊重したデータ利活用のために倫理審査委員会を

設置 
△ 

(C) 学習データを収集・利活用するための情報環境の整備 

（C-１）情報端末とネットワークの整備（健康等への配慮も含む） ◎ 

（C-２）デジタル教科書・教材の整備（著作権などの対応も含む） △ 

（C-３）データの収集と利活用のための情報基盤システムを整備 △ 

(D) 学習データを収集・利活用するための人材の育成 

（D-１）教育データを活用できる教員や研究者を育成 〇 

(E）2020 年提言に加えて推進すべきこと 

（E-１）複数ツール間のデータを名寄せして利用 △ 

（E-２）データを匿名加工するなどして二次利用の推進 △ 

（E-３）教育データ利活用の事例やエビデンスの共有 △ 

（E-４）ELSI などに配慮しつつ生成 AI 等を活用して推進 △ 

 

「(A) 学習データの種類と教育改善のための利用」においては、新型コロナ

ウイルスの感染拡大を受けてオンライン教育が幅広く実施され、教育 DX の必

要性が浸透した。2020 年７月には文部科学省において「教育データ利活用に

関する有識者会議」が設置された。そこでは、データ利活用の事例共有、留意

事項の検討、標準化の推進などが議論された。データの活用事例としては、例

えば、横浜市は独自のデジタルドリルや授業アンケート等のデータを統合し

 
10 Learning Management System の略で、日本語では「学習管理システム」と呼ばれ、受講者の登録、

教材配信、進捗状況の把握、成績管理などを一元的に行え、e ラーニングを効率的に運営・管理するた

めのシステムのこと。 
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て分析するダッシュボード 11を構築した 12。また、高知県は、学習データを用

いて学習内容・時間の把握、弱点単元の可視化などを行っている 13。さらに、

埼玉県戸田市は、分散していたデータを統合する教育総合データベースを整

備し、不登校等に係る子供達の SOS を早く見つけるために活用している 14（表

１ A-１、A-２）。しかし、このように大規模なシステムを自治体ごとに一か

ら設計・構築するには人的リソースも予算も必要となる。そのため、取り組め

る自治体とそうでない自治体の間で格差が開く懸念がある。そこで文部科学

省は、「教育データ利活用のステップ」を整理し、学習 e ポータル 15等を用い

た汎用性の高いシステムを提案している 16。 

「(B) 学習データを収集・利活用するための制度設計」に関しては、文部科

学省の教育データ利活用に関する有識者会議において、教育データの収集方

法や管理方法の議論が進んでいる[19]。2023 年３月には、初等中等教育で教

育データを扱う際の留意事項がまとめられ 17、改訂が重ねられている[20]。そ

こでは、「教育・学習は技術に優先すること」「最新・汎用的な技術を活用する

こと」「簡便かつ効果的な仕組みを目指すこと」「安全・安心を確保すること」

「スモールスタート・逐次改善していくこと」の大原則が提案されている。ま

た、教育再生実行会議 18は「データ駆動型教育への転換」を提言した。デジタ

ル庁 19は教育データの種類や利用方法をロードマップとして整理した。一方、

海外では、英国の National Pupil Data (NPD) 20や米国の Common Education 

Data Standard (CEDS) 21など、教育データを標準化して国全体で活用する取組

が従前からなされている。しかし、日本は各自治体や学校が独自に取組を始め

ている段階であり、国全体で教育データの収集や利活用を行うルールの作成

には至っていない。今後は国全体での早急な制度化が望まれる（表１ B-１）。 

「(C) 学習データを収集・利活用するための情報環境の整備」に関しては、

教育データ利活用の大前提である一人一台端末の情報環境やその通信環境の

整備が、GIGA スクール構想によって劇的に進んだ（表１ C-１）。これによっ

て、各自治体で MEXCBT 22や EduSurvey 23、民間企業が提供する様々な学習支援

 
11 様々なデータソースから収集した情報を分析して、グラフや表、地図などを用いて視覚的に分かり

やすくまとめた画面のこと。 
12 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-

kocho/press/kyoiku/2024/0613kishahappyou.files/0012_20240613.pdf 
13 https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2023061400198/file_contents/file_202414495926_1.pdf 
14 https://www.city.toda.saitama.jp/uploaded/life/142889_299500_misc.pdf 
15 学校現場で利用される様々なデジタル学習アプリの入り口となるソフトウェアのこと。 
16 https://www.mext.go.jp/content/240801-mext_syoto01-000037261_2-2.pdf 
17 https://www.mext.go.jp/a_menu/other/data_00007.htm 
18 https://www.mext.go.jp/content/20210608-mxt_koutou01-000015852_4.pdf  
19 https://www.digital.go.jp/news/a5F_DVWd 
20 https://www.gov.uk/guidance/data-protection-how-we-collect-and-share-research-data  
21 https://ceds.ed.gov/ 
22 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/mext_00001.html 
23 https://www.mext.go.jp/a_menu/other/data_00004.htm 
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システムが導入された。さらに、生成 AI などの AI 技術の教育利用も進展して

いる 24。しかし、教育データ利活用のためのシステム導入は自治体任せであま

り進んでいない。一方、海外では国全体で共通の学習支援システム 25やデジタ

ル教科書 26を提供して教育データを利活用する例も出始めている。日本はそ

れらと比べて大きく出遅れているのが現状である（表１ C-２）。 

「(D) 学習データを収集・利活用するための人材の育成」に関して、教育未

来創造会議は、教育現場における教育データの利活用の推進を提言した[21]。

そこで、国立教育政策研究所に教育データサイエンスセンターが設置された。

そこでは、教育委員会の指導主事等(特に小・中学校段階)を対象にデータ活用

の入門講座動画 27を提供したり、教員への研修が計画されている。また、岡山

大学 28や滋賀大学 29においては、教育データサイエンスに関する大学院プロ

グラムが新設された。今後もこのような学部や大学院が新設され、専門家が育

成されて社会に出ることで、教育現場での教育データ利活用が全国に広がる

ことを期待する（表１ D-１）。 

 

(2) 2020 年提言の記載内容でまだ不十分なこと（未達成部分） 

① (A) 学習データの種類と教育改善のための利用  
教育データ利活用は第一に、学習者本人が最大の受益者であるべきである。

そのためには、その学習者一人一人がデータを見て、自らの学びに活かせる必

要がある。よって、個人情報を保護しつつ、簡便かつ効果的に自分の教育デー

タに安全・安心な形でアクセスできる必要がある。文部科学省やデジタル庁の

ロードマップにおいて、これらのような教育データの種類や利活用の目的の

整理は進んだ。しかし、実際に教育データの分析・可視化を行うダッシュボー

ドを利用する自治体は15％に留まっている[22]。また、児童生徒の利用は約

11％であり、全国で全ての学習者が自分の学びのデータを活用できる状況で

はない。しかも、一人一台の情報端末を用いてデジタル教材・ドリルなどの複

数の学習支援システムが利用されているが、それらの利用履歴は各システム

の中でのみ利用される場合がほとんどである。今後は、教育データの収集・管

理方法や期間などの制度策定を早急に行い、各システムのデータを統合して、

学習者や教員が日常的に利活用できるようにすべきである。 

② (B) 学習データを収集・利活用するための制度設計  
ア 学校・自治体での教育データの運用 

 
24 https://www.mext.go.jp/a_menu/other/mext_02412.html 
25 https://delima.moe-dl.edu.my/ 
26https://www.moe.go.kr/boardCnts/fileDown.do?m=0201&s=english&fileSeq=8afb684d0601acc329a0d

17755220df0 
27 https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div12_data_sci.html 
28 https://x.okadai.org/ 
29 https://www.edu.shiga-u.ac.jp/focus/24219/ 
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原則として、教育・学習活動に関するデータは、学習者本人（又は保護

者）や教員がいつでも利用できるようにするべきである。そのためには、

まず、システムを提供する企業がデータを独占すること（囲い込み）を禁

止しなければならない。そして学校や自治体にデータを集約して、まずは、

学習者や教員のために使うべきである。しかし現状では、学校にはデジタ

ル教科書やデジタルドリルなどの複数のシステムが導入されているが、デ

ータを統合して学習者や教員が活用できるようにはなっていない（表１ 

B-２）。また、進級・進学や転校などの際に学習者がデータを次の学校に

引き継いだり、学習支援システムの移行の際にデータをシステム間で移行

できるデータポータビリティの確保も必要である。しかし、本来学校や自

治体に集約すべき教育データが、現状は教科書やドリルを提供する企業が

個別に所有する形になっているため、この仕組み作りも不十分である。さ

らに、後述のウのように、データを匿名加工して研究等に役立てる二次利

用のためのルール作りもあまり進んでいない。 

イ 教育データの標準化 

一般的にデータは形式や意味を統一し、名寄せをしていないと分析が困

難である。現在、文部科学省は教育データを主体情報、内容情報、活動情

報に区分して標準化[23]を進めている。このうち、学習者がどのような学

習活動を行ったのかに関する活動情報については、xAPI(Experience API) 

30や Caliper 31等の国際的な技術標準が既に提案されており、これに沿っ

た標準化が必要である。現在、この方針に沿って、文部科学省でも xAPI の

国際技術標準を参考にして標準化の議論が進行している 32が、その完了と

普及はまだ不十分であり（表１ B-３）、今後、早期の対応が期待される。

特にデジタル教科書や教材は広く利用されるため、その活動情報の標準化

は重要である。 

ウ 教育データ収集のための国全体で統一したルール作り 

教育データは標準化がなされても、それが各学習支援システムにおいて

使われて普及しなければ意味がない。例えば、「データ標準に準拠した形

で教育データを自治体や学校に提供する」「集約したデータを匿名加工し

て国全体で利用可能にする」などの条件を付けるなどの国全体のルール作

りが必要である。各自治体がシステムを調達する際に仕様に盛り込むこと

で実現できる。また、大学等の高等教育機関による教育データの利活用を

図るために、「教育・学習データ利活用ポリシー」のひな型が策定されて

いる[24]。初等中等教育においては、「教育データの利活用に係る留意事

項（第３版）」においてルールが整理されている[20]。しかし、教育デー

 
30 https://adlnet.gov/projects/xapi/ 
31 https://www.imsglobal.org/activity/caliper 
32 ICTConnect21 xAPI SWG https://ictconnect21.jp/active-swgs/ 
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タの一次利用にとどまっており、複数の学習支援ツールが提供するデータ

を名寄せしたり、匿名加工などを施して二次利用するための具体的な方法

は示されていない。また、倫理審査委員会などを設けて、教育データを安

全に安心して利活用できるような体制が全国で整っていない（表１ B-

４）。 

③ (C) 学習データを収集・利活用するための情報環境の整備 

情報端末は整備されたものの、学校の無線 LAN(Wi-Fi)が多くの同時接

続に耐えられない場合がある。また、宿題などで端末を持ち帰る際、家庭

に無線 LAN が整備されていない場合 33もある。そのため、公平な教育環境

を維持するために十分な支援が必要である。加えて、健康などに配慮して

情報端末を適切に使う 34ための指導も十分にされていない。さらに、デジ

タル教科書やデータの活用について、国全体でどのような基盤システムを

作るべきかという議論もまだ十分ではない（表１ C-２、C-３）。 

④ (D) 学習データを収集・利活用するための人材の育成  
学校現場の情報通信機器をめぐる環境はこの５年間で大きく改善した。

しかし、教員の情報通信機器やデータの利活用能力はまだまだ改善の余地

がある。例えば、英国では、教育データの活用能力が校長職に求められる

能力の一つとして位置づけられている 35。従って、現場の教員に求められ

る能力の１つとして、データや AI の活用能力をとりあげ、学校や地域、

国全体で研修会や研究会、事例共有などを推進すべきであろう。また、大

学の教員養成課程においてデータ活用能力を高めるようなカリキュラム

に改善し、今後、教員になる人材を育成していくべきである。 

 

以上で述べた(A)～(D)の各課題について、「放置した場合のリスク」「本見解

で示す対応策」「本見解で新たに提示する論点」の観点から参考資料３－資料

１に整理する。 
 

 

３ 2020 年提言に加えて新たに推進すべきこと（追加部分） 

 2020 年提言では、主に教材の閲覧履歴やドリルの回答履歴などの学習データ

を対象としていた[1]。ここで気を付けなければならないことは、第一に「この

学習データは、教育・学習活動の一部を切り取ったものであり、教育の効果や達

成度などを全てはかることはできず、ある意味限定されたものであることに注

意が必要である」こと、第二に「病歴や障がいへの配慮策やいじめ・虐待など」

 
33 以下の資料によると 2023 年の時点で 96%のユーザが自宅で無線 LAN を利用していると回答。

https://www.soumu.go.jp/main_content/000957255.pdf 
34 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00001.html 
35 https://www.gov.uk/government/publications/national-standards-of-excellence-for-

headteachers/headteachers-standards-2020 



9 
 

の機微な情報を除いて、国全体でのデータの共有は参考資料３－資料２の基本

項目１～９を収集すること、第三に「既に電子化されているところからデータの

利活用を始める」ことを提案した。その後、GIGA スクール構想やコロナ禍、AI

技術の進展などを経て、教育を取り巻く環境は大きく変わった。そのため、これ

らの基本的なルールは守りつつも、今後はデータの種類や活用の対象をさらに

広げて議論していく必要がある。なお、2020 年提言と本見解で扱う範囲の違い

を表２に示す。 

 

表２ 学習データ・教育データの活用に関する 2020 年提言と本見解の範囲 

 2020 年提言 本見解 

デ ー タ 取 得

の対象 

公教育（初等中等教育と高

等教育） 

公教育に加えて幼児教育、社会人、

私教育も含む 

デ ー タ の 種

類 

主に学習者に関する学習

データ 

学習データだけでなく、それらを

含む教育データやセンサー情報等

も対象 

デ ー タ の 連

結 と 二 次 利

用 

異なる教育機関を超えて

名寄せを行わない 

上記の対象において、プライバシ

ー等に十分配慮した上で、異なる

教育機関で名寄せを行う 

 

(1) 教育データの種類や活用の拡大への対応 

 ① データ取得の対象の拡張  
 2020 年提言では、データの収集範囲を小学校から大学院までの学校教育

（公教育）に限定し、そこから徐々に広げていくことを提案した。しかしそ

の後、コロナ禍や AI 技術の進展により、社会全体の様々な年齢層において

デジタル化やデータ活用が急速に進展したという社会情勢の変化もあり、未

就学児や社会人における教育データ利活用も検討してきた（参考資料３－資

料３）。さらに、学習塾等におけるデジタル教材等の急速な普及などを踏ま

えると、学校教育以外の教育機関やその他の組織とのデータ連携なども考慮

されるべきだろう。従って、本見解では、公的教育に加えて、未就学児や社

会人までの「時系列的なタテの連携」や学習塾や家庭も含む多様な組織「ヨ

コの連携」に教育データ利活用の議論を広げて取り扱う。なお、機関の枠を

超えたデータ利活用の議論を行う際に不可欠である名寄せについては

３.(2)①で取り扱う。 

ア 未就学児 

近年、保育や育児に関するアプリが普及している。それに伴い、保育所

や幼稚園での子供の活動記録をデータとして共有し、活用するケースが増
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えつつある 36。例えば、保育士が記録を振り返って保育の質を高めたり、

虐待や貧困などの困難を抱える子供を早期に発見したりする目的で使わ

れている。従って、今後は小学校以降のデータとどのように連携させるか

について、適切な範囲で議論を始めるべきである。なお、データ分析の結

果は保護者に伝えることになるが、その際、どのようなメリットや問題が

生じるのか、専門家の知見を交えて具体的に検討を始める必要がある。同

時に、子供のプライバシーをどう守るかという視点も非常に重要である

（３.(5)②ア「子供の教育データの保護」）。 

イ 社会人 

現在、社会人の学び直し（リカレント教育やリスキリング）の重要性が

指摘されている 37。社会人や企業が自分で学習データ（履歴や習得したス

キルなど）を管理して活用すれば、大きなメリットが期待できる。例えば、

個人のスキルと企業のニーズを結びつける就労支援や、社内での人材活用、

スキルに関するコミュニティ活動支援 38などに役立てることができる。一

方で、社会人の学習データは企業の利益に直結しやすいため、データの利

活用にあたっては、学校教育とは異なる新たなルール作りが必要であろう。

また、大企業だけでなく中小企業等もデータ活用の恩恵を受けられるよう

に、制度化しなければならない。さらに、社会人を含めることでデータ収

集が「生涯にわたる」ことになるため、その影響についても慎重な議論が

求められる（３.(5)②エ「生涯にわたるデータ利活用」）。 

ウ 公教育以外の機関との連携 

学校教育以外の機関とのデータ連携についても、具体的な議論を始める

べきである。例えば、本人が同意した上で、学校の成績や学習状況を学習

塾に提供すれば、塾での教材選びがスムーズになるかもしれない。逆に、

学習塾やデジタル教材での学習ログを学校に提供してもらえば、学校の授

業をより効果的にできる可能性がある。このように、学校と教育関連産業

が連携するためのルール作りやシステム環境について議論を始める必要

がある。また、子供が抱える課題は、複数の要因が複雑に絡み合っている

ことが多い。そのため、学習データだけでなく、医療機関の受診履歴、警

察への相談記録、自治体の福祉サービスの利用状況などを組み合わせるこ

とも有効である。こうした幅広い情報を連携させることで、困難な状況に

ある子供や家庭の SOS をより早く見つけ出すための検討も必要である。な

お、このような個人情報は、公開を前提とはせず、個人への学習支援や統

計情報として利用するのみに留めるべきであろう。 

 
36 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1405077_00014.htm 

例えば、https://lookmee.jp/ 
37 https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/index.htm 
38 https://www.skillsdataspace.eu/ 
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② 教育データの概念の広がりへの対応  
ア データの種類の拡大 

2020 年提言では、主に学習者の教材へのアクセス履歴やドリルの回答

履歴などの学習データを対象としていた。GIGA スクール構想での情報端

末の整備とともに、教員が教育を行うことで生じるデータが扱う範囲は大

きく拡大していることを踏まえて、本見解では議論の範囲を「学習データ」

を含む「教育データ」に広げた（参考資料３－資料４）。具体的に教育デー

タの活用を推進するにあたっては、その特性に応じた「段階的なアプロー

チ」が不可欠である。まず優先すべきは、GIGA スクール端末を介して教材

へのアクセス履歴や学習ログとして「自然に蓄積されるデータ（パッシブ・

データ）」の活用である。これらのデータは既にデジタル化されているた

め、教育データの標準化を行い、学校現場に安全、確実に集約する基盤を

整えることで、即時性の高い分析が可能となる。一方で、学習者の挙手、

視線、発話内容、ビデオ映像といった「端末利用だけでは自然に捕捉でき

ないデータ（アクティブ・データ）」の活用も始まっている。これらは新し

い教育的知見をもたらす可能性を秘めているが、同時に思想の自由や人間

の尊厳、プライバシーへの影響も大きい。したがって、後者のような機微

なデータについては、社会的な合意形成が途上であることを踏まえ、まず

は倫理的配慮を徹底した「研究・実験的フェーズ」として慎重に探求すべ

きである。したがって、まずは「自然にたまるデータ」の基盤構築を先行

させ、そこから得られるエビデンスを積み重ねることで、より高度なデー

タ利活用への理解と信頼を広げていくべきである。 

イ データの種類の拡大に伴う倫理的配慮 

参考資料３－資料５はデータが支援する対象と目的の例を整理したも

のである。例えば、教育データを用いて、協働学習のグループ編成[25]、

学習習慣の形成支援[26]、教材推薦[27]、自己主導学習支援[28]などを行

える。その際、より多くのシステムからのデータを集めるほど、より詳細

に学習状況を把握できるようになり、適切に支援できる[29]。しかし、使

い方によっては、リスクや問題が生じる可能性がある。そのため、データ

を集める時には適切に利用目的を示し、処理アルゴリズムやデータの破棄

などについて適切に説明する必要がある。とりわけ、「通常の端末利用で

は自然に蓄積しない教育データ」の場合には、厳密な倫理審査やリスク評

価、事後チェックを経る必要があろう（より詳しい議論は３．(5)を参照）。 

 

(2) 教育データ利活用のためのルール作り 

データの名寄せについて技術・運用面において十分に検討し、その概念・意

義と必要性を教育関係者に広く周知させることが求められる。 
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① データの名寄せ  
 異なるシステムのデータを同一ユーザごとに結びつけること（名寄せ）は、

個人の学習活動を広範囲に把握する上で非常に重要である。しかし、各学校

が独自にデータを完全に匿名化してしまうと、この結びつけができなくなる。 

そうなると、進学や転校などを経た長期的な視点で、一人一人に合った学習

支援を行うことが難しくなる。これまでは、それぞれの場所で使われるシス

テムや LRS(Learning Record Store) 39データベースの個人 ID がバラバラだ

ったため、データを結びつけることが困難だった。今後は、プライバシーを

守り、データの改ざんを防ぎながら、異なる学校やシステム間でデータを結

びつける方法を模索することが重要である[18]。そして、その人がこれまで

何を学び、どれくらい理解しているかという記録を引き継ぎ、生涯にわたる

学びに活かしていくべきである。例えば、一例として学習 e ポータルを用い

た名寄せの方式を参考資料３－資料６に示す。 

② 個人 ID によるデータ連携とデータ運用体制  
個人の尊厳や自由を守るために、学習者の ID や個人情報を国が一元管理

するべきではない。一方で、特定の企業が ID 管理を独占する状態も避ける

べきである。技術的には、マイナンバーカードのような個人の共通 ID を使

い、学校と塾などのデータを結びつけることは可能であり、社会的な意義も

大きい。しかし、プライバシーや人権を守りながら、長期的にデータを活用

するためのルールはまだできておらず、至急検討が必要である。なお、教育

データを管理する体制については、海外の例（参考資料３－資料７）や医療

データの扱いを参考にしつつ、複数の省庁や機関が協力して議論を急ぐべき

である。 

③ 教育データの二次利用の推進とそのための制度設計  
集めたデータを匿名加工して、国の教育政策や研究のために使うこと（二

次利用）の仕組み作りも重要である。現状では、国立教育政策研究所教育デ

ータサイエンスセンターが提供する公教育データプラットフォーム 40やデ

ータ分析コンテスト 41などで一部提供されているものの、取組はまだ限定的

である。安心してデータを共有できるように、二次利用で使う際の方針（ポ

リシー）を定め、個人が特定されない加工処理の方法などを事前に決めてお

くべきである。ルールに違反した場合の罰則を設けることも検討が必要であ

る。同時に、企業がデータを独占することを禁止し、学習者のプライバシー

を守る宣言書 42を作るなどして、安全にデータを連携できる仕組みを整える

必要がある。 

 
39 日本語では「学習記録ストア」で xAPI 形式の学習活動の履歴（ログ）を格納するデータベースのこ

と。 
40 https://www.nier.go.jp/edsc/edp/index.html 
41 https://sites.google.com/view/ede-datachallenge-22 
42 https://giga.ictconnect21.jp/declare/ 
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(3) 教育データ利活用のための社会基盤の整備 

① デジタル教科書・教材の整備とログデータの活用  
現状では、数多くのデジタル教科書・教材の閲覧ソフトウェアが乱立して

いる状況である。それゆえ、デジタル教科書・教材上で行われた学習活動の

ログデータも統一されておらず、その扱いについても議論が不十分である。

従って、デジタル教科書・教材の整備においては、教員や学習者の利便性を

中心に考えて、ログイン方法やユーザインタフェース、データの標準化を行

うことが重要である。これにより、利用者側の費用負担やシステムの操作方

法等の学習コストを下げ、システム提供側のメンテナンス等に伴うコストも

下がり、データの活用やデータ交換も容易になる。例えば、ユーザ認証とロ

グデータの名寄せの問題は、デジタル教科書が学習 e ポータルと LTI 
（Learning Tools Interoperability） 43に連携して起動し、LRS にデジタル

教科書や他の学習支援ツール群のログデータと名寄せをすることで解決す

る。また、デジタル教科書・教材は動画や生成 AI などと連携させることで、

学習者一人一人に応じた教育・学習を可能とする。また、教科書の内容の改

訂や授業改善にもログデータを活用できる。さらに、ログデータを分析する

ための最適なツールの仕様を標準化する[31]など、より広い視野での標準化

や制度作りを行うべきである。 

② 教育データのエコシステムの整備  
現在、学校では一人一台の情報端末の導入によって、デジタルドリルや授

業支援システム等の様々なサービスが急速に普及している。従って、学習者

や教員、教育関係者や研究者、民間企業などが安全・安心にデータを利活用

できる社会基盤（教育データのエコシステム）を早急に整備するべきである。

これによって、生涯にわたり様々な機関に蓄積された教育データがシームレ

スに連携し、データの提供者や今後の学び手となる人々を支援できる環境を

構築できる。その一例として、学習 e ポータルや校務支援システムを用いた

場合の分散管理方式と集中管理方式の議論について参考資料３－資料８に

まとめる。現在我が国は、教育データを収集・活用するためのシステムを各

自治体や学校に個別に導入する分散管理方式をとっている。しかしながら、

国全体で共有のプラットフォームを提供する集中管理方式をとっている諸

外国もあり、コスト面などのメリットも大きい。今後は、教育データ利活用

のための社会基盤をどのように整備すべきか、さらなる議論が必要である。 

 

 
43 Learning Tool Interoperability の略で LMS などと外部の学習支援ツールがシングルサインオン接

続するための国際標準規格。 
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(4) 教育データを適切に利活用できる人材の育成 

① 事例やエビデンス・リスクの適切な情報共有を通じた人材育成  
近年、教員の急速な世代交代が進み、学校現場における実践知の継承が十

分に行われていないことがある。これを解決するため、教育データを利活用

して、ベストプラクティスを共有することは重要である。また、データを活

用した授業実践において、データの扱いで気を付けるべきこと、データ連携・

分析の事例、効果・エビデンスなどの事例を共有することも重要である。教

育データ利活用の事例に関しては、文部科学省が教育データ利活用ケースを

報告するテンプレートの雛形を検討している[32]。さらに今後は、事例の整

理・類型化を行い、データを利活用した教育を実践できる人材の裾野を広げ

るべきである。さらに、因果関係や効果量等の科学的な根拠を示すエビデン

スも加えた再現性のある事例を共有することも重要である。このような仕組

みを整備すれば、教育の質保証、教員の負担軽減、働き方改革といった人材

育成に関連する従来の課題の解決にも繋がる。また、教育分野の魅力を高め、

優秀な人材を集めることができる。さらに、これらのエビデンスは、合理的

配慮が必要な学習者に対しても、教育データを利活用して様々な支援が期待

できる。 

② 教育現場と研究者・企業等との相互協力 
教育データの活用には、教育学や心理学等の専門知識と、データを扱う技

術（情報学）の両方が必要である。そのため、そのような専門家（研究者）

と教育現場が今まで以上に協力することが重要になる。また、学校で使うシ

ステムが増えるため、外部企業と連携する機会も増える。例えば、企業から

提供されたシステムを使い、研究者と教員が一緒にデータを分析して授業を

改善したり、システムを改善するような形が考えられる。このような協力体

制は、個人情報の保護や研究倫理などのルールを守りながら、さらに進めて

いくべきである。 

③ データや AI 等を適切に活用できる人材育成に向けて 

データ分析や生成 AI などの技術を教育現場で適切に使うことも重要であ

る。現在、一部の学校では生成 AI の試験的な導入が始まっている。楠見ら

[33]のアンケート調査によると、教員は「業務の効率化」に AI を使うこと

には賛成する一方、「子供の創作活動」に使うことには思考力の低下を懸念

する意見が多い。データや AI を活用する上で大切なのは、データの分析結

果や AI による提案を鵜呑みにせず、多面的に見極める「人間の主体性」で

ある。 学習者が学校でデータを使って試行錯誤する経験は、社会に出てか

らも役立つ力になる。従って、データや AI リテラシー教育を充実させ、デ

ータや AI の適切な使い方やリスクを理解した人材を育てることが不可欠で

ある。 
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(5) 倫理的・法的・社会的課題の観点からの配慮 

① 国内外の背景  
ア 倫理的・法的・社会的課題への注目 

2020 年提言では、個人情報の扱いにおいては、既存の個人情報保護法

等の法令の範囲内でのポリシーやガイドラインの作成の必要性を提案

した。しかし、生成 AI の急速な普及を含む、社会におけるデータ利活

用の拡がりに伴い、既存の枠組みを超えた広い観点から議論する必要性

が高まっている。例えば、様々な分野における研究開発の社会実装時に

生じる課題である ELSI は、教育データの利活用においても重要な観点

である。JST-RISTEX『科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ELSI）

への包括的実践研究開発プログラム』プロジェクト企画調査「学習デー

タ利活用 EdTech（エドテック）の ELSI 論点の検討」[34]では、日本型

公教育における教育制度・仕組みと学習データ利活用技術における ELSI

の論点をまとめている。ELSI を巡る議論は、国内の法令遵守に関する議

論だけでなく、法令遵守をした上でさらに児童生徒の権利保障やプライ

バシー保護にとって重要な事項を定めていくために必要である。その際、

日本国憲法に関する議論や、欧州・米国等諸外国の法律・ガイドライン

等も参考となるだろう。また、国内の法令遵守に留まらない ELSI 対応

方策をとることは、国内で開発された EdTech の欧州・米国等への輸出

の一助となるだろう。さらに、近年、「監視資本主義」や「データ・コロ

ニアリズム」といった概念に注目が集まっており、誰がどのような権力

構造のもとでデータを収集・活用するかという点が国際的に問われてい

る。教育分野においても、子供や地域の文化的・社会的文脈が一元的な

データ解釈によって損なわれることのないよう、非対称性への配慮を含

めた文脈依存的な視点を保持する必要がある。このような観点は、国内

の ELSI 議論の補強要素ともなり得るだろう。 

イ 欧米の動向 

 欧米では、個人情報やプライバシー保護に関する法規制の基本原則と

して、OECD プライバシーガイドラインにおける８原則 44が取り入れられ

ている。EU では、2018 年に一般データ保護規則(GDPR) 45が施行され、個

人データを処理する場合に、同意を含む６つの法的根拠のどれに基づく

のかを明記させたり、高リスクのケースでは事前に影響評価を実施する

ことを義務付けたりするなどの厳しいルールが定められている。2024 年

８月には、EU AI 法（EU AI Act） 46が施行され、リスクの大きさに応じ

て AI システムが分類された。そこでは、容認できないリスクをもたら

 
44 https://legalinstruments.oecd.org/en/instruments/OECD-LEGAL-0188 
45 https://gdpr-info.eu/ 
46 https://artificialintelligenceact.eu/ 
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すと考えられる８種類の用途で用いられる AI システムは市場に投入さ

れたり使用されたりすることが禁止された。そのうちの一つに「職場や

教育機関において自然人の感情を推測する AI システム」が含まれてい

ることに注意すべきである。米国では、家族の教育の権利とプライバシ

ーに関する法律(FERPA) 47、児童の権利保護修正法(PPRA) 48、児童オンラ

インプライバシー保護法(COPPA) 49といった子供に焦点を当てた法律が

ある。2020 年には、国際標準化団体である１EdTech コンソーシアムに

より、教育用アプリケーションにおけるプライバシーやその他の安全性

の審査を統一的な評価で行うための仕様である「データプライバシー・

ルーブリック」 50が策定されている。 

ウ 国内の動向 

国内では、大学 ICT 推進協議会（AXIES）が 2020 年、高等教育機関に

おける「教育・学習データ利活用ポリシー」[12]のひな型を策定してお

り、2023 年には第２版が公表されている。また、GIGA スクール構想推進

委員会は 2021 年に「学習者プライバシー宣言書 Ver1.0」51を策定する

とともに、宣言企業リストを公表している。これは学習サービスの提供

企業が、学習者の個人情報保護等のプライバシーを保護することを宣言

するものである。憲法学の観点からは、特に教育を受ける権利、プライ

バシー権、教育の自由についての論点が提示されている[35]。教育を受

ける権利に関しては、教育データを活用した「個に応じた教育・学習の

支援」が提案されることは重要であるが、学習者の学習権の側面から、

その提案内容を、本人の意思に優越させるべきではない。AI が提案する

「個別最適な選択」でないやり方を選択する権利を保障していくことが

必要である。プライバシー権については、学習者の同意の扱いや同意し

なかった場合の不利益への対処などの論点がある。教育の自由の論点に

関しては、国や企業が教育データ利活用技術の提供を通して教育内容の

決定に深く関わっていく可能性が論点となりうる。これらの技術を教員

や学習者が主体的に利活用できるよう支援していくことが重要である。

教育データの利活用においては、学習者や教員が単に「分析される存在」

として位置づけられるのではなく、教育データの利活用の仕組みの設

計・運用に関与する「共創の主体」として尊重されるべきである。特に

義務教育段階においては、学習者の意思や関係性の中で意味づけられた

教育データ活用が、学習権や教育の自由の観点からも重要である。 

 
47 https://studentprivacy.ed.gov/topic/family-educational-rights-privacy-act-ferpa 
48 https://studentprivacy.ed.gov/topic/protection-pupil-rights-amendment-ppra 
49 https://www.ftc.gov/business-guidance/privacy-security/childrens-privacy 
50 https://www.1edtech.org/standards/data-privacy/rubric 
51 https://giga.ictconnect21.jp/declare/ 
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② 各種論点  
以上の議論を踏まえ、今後、教育データの利活用において考慮すべき ELSI

論点を以下に挙げる。 

ア 子供の教育データの保護 

上で紹介したように、国際的には子供の教育データに対して特別な保

護が与えられることが一般的である。EU の GDPR46 では前文には、子供の

教育データを扱う場合には「特別な保護」が必要である（38 項）とし、

そのような場合には「子供が容易に理解することのできるような明確か

つ平易な文言」（58 項）とすべきことなどが記載されている。しかし日本

の個人情報保護法には子供の教育データの保護に関する明文規定は存在

しない。そのため、地方公共団体や学校レベルでその是非を判断しなけ

ればならない。基本的に、大人に対して行ってはならないことは、子供に

対しても行ってはならず、また、大人に対しては行ってよいことであっ

ても、子供に対して行ってよいとは限らないのであるが、その線引きの

ための規範が必要である。また、支援が必要なこどもや家庭を早期に把

握し、プッシュ型の支援につなげることを目的として、こども家庭庁が

推進する「こどもデータ連携」52にあたって、子供のためであったとして

も、プライバシーを含む倫理的・社会的観点からの課題がないかどうか

等を慎重に検討すべきである。特に、虐待や不登校に繋がるような、支援

が必要とされる子供を抽出するために「判定ロジック」を用いる場合、連

携データそのものにバイアスが含まれる可能性や判定ロジックにおける

アルゴリズムのバイアスの可能性、結果の差別的な使われ方などに注意

する必要がある。また、判定ロジック結果に偽陽性や偽陰性が含まれて

いることを十分に考慮する必要がある。最終的に人による判断が必要な

ことは言うまでもない。 

イ 透明性の確保 

教育データの利用の際には、データの収集・保存・処理の方法等につい

て、教員や学習者への透明性を確保する必要がある。個人情報保護法で

は、本人が個人情報の取り扱いについて合理的に予測・想定できるよう

に利用目的を特定する必要があり、個人情報保護委員会が事例を挙げて

いる[36]。教育データを利用した個別最適な学習内容の推薦や個別なフ

ィードバックの提案においては、学習者が自ら学習行動を選択するため

に必要な情報を提供する必要があると考えられる。この際、データの分

 
52 地方公共団体が、福祉部局、保健部局、教育委員会等の多様な関係機関が分散して保有している、

個々のこどもや家庭の状況や利用している支援等に関する福祉・保健・教育等のデータを、データ管理

体制を構築した上で個人情報等の適正な取り扱いを確保しながら分野を越えて連携させることを通じ

て、潜在的に支援が必要なこどもや家庭を早期に把握し、地方公共団体やその他関係機関が適切に協働

しながら、迅速なプッシュ型・アウトリーチ型の支援につなげる取組のこと。（こどもデータ連携ガイ

ドライン(こども家庭庁、2025)より） 



18 
 

析方法やアルゴリズム、得られた推薦情報の解釈方法などを、どのよう

に学習者に提示するべきか今後さらに検討を進めていく必要がある。そ

のためには、教育データ分析に利用する AIの説明可能性（explainability）

や解釈可能性(interpretability)に関する研究を進めることも重要であ

る。データバイアスの観点からは、AI のトレーニングデータが適切な方

法で偏りなく収集されているか、また教育データや分析結果の解釈の方

法に偏りが存在しているかどうかについても、教員や学習者が確認でき

る必要がある。 

ウ 同意の位置づけ 

日本の個人情報保護法は同意の定義や要件に関する規定を欠いている

が、任意性のない同意は無効であると解されている。同意の任意性を確

保する上で留意すべき点については、EU の GDPR や、GDPR 上の同意に関

するガイドラインが参考になる[37]。そこでは、同意は、強制されること

なく自由意志により、何に対する同意であるかが特定され、事前にきち

んと説明を受けた上での不明瞭ではない意思表示によるべきとされてい

る。このように、本人だけでなく保護者等から同意を取得する場合であ

っても、教育データ利活用の目的や内容、ありうるネガティブな影響な

どを分かりやすく伝えた上で、自由に意思決定ができる環境のもとで実

施する必要がある。適切な教育データ利活用を達成するための手段の一

つである同意が目的となってしまい、同意さえ取れば何やってもよいと

いう同意万能主義に陥ってしまわないように注意すべきである。ちなみ

に、EU AI 法では高リスクである AI システムについても、本人の同意が

あれば使用し得るというルールにはせず、提供者の義務、利用者の義務、

システム要件を詳細に規定している。 

エ 生涯にわたるデータ利活用 

リカレント教育やリスキリングの必要性の高まりなどを考慮して、公

的教育に加えて、未就学児や社会人までの「時系列的なタテの連携」や塾

や家庭も含む多様な組織「ヨコの連携」に教育データ利活用の議論を広

げた時、生涯にわたる教育データ利活用がどのようなリスクや可能性に

繋がるのか、倫理的・社会的な観点も含めて検討を始めるべきである。教

育データを生涯にわたって連結することには学習履歴の振り返りや証明、

学習計画の立案など様々な利点がある一方で、学習者がそれまでの履歴

をリセットして再スタートすることを望むようなケースや、教員に不要

な先入観を与えるような履歴が提供される可能性も考えられる。このよ

うなケースでは、学習者はデータ項目によっては学習履歴を提供しない

という判断ができる機会が与えられるべきである。また、職業人の自発

的なキャリア開発や、再就職のためのリカレント教育は重要であり、そ

のような個別の問題を一つなぎにした時、全体として教育データ提供者
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にとって有益な整合性のとれたシステムになっているべきである。さら

に、教育データを生涯にわたって利活用する際には、蓄積された学習履

歴が将来の選択に対して制約的に作用することのないよう配慮する必要

がある。あわせて、データの収集・分析・活用の過程が、結果的に学習者

の多様な価値観や地域ごとの教育文化を画一的に導くような構造になら

ないよう、慎重な検討が求められる。 

③ ELSI 対応策として取り得るオプション 
教育データの取得方法だけでなく、データ分析によって得られた結果

をどのように利用し、学習者にフィードバックするべきかについても検

討の必要がある。EU の GDPR では、アルゴリズムによる自動化された処理

（データによるプロファイリング）の結果のみに基づく判断を受けない

権利を定めており、データ主体に大きな影響を与えるような場合には事

前の影響評価や人間による判断を介在させることを求めている。日本の

法令にはこのような規定はないが、進路の選択や決定、学習状況の診断な

どの重大な影響を持ちうる教育データの分析結果のフィードバックにお

いて、完全に自動化された場合の問題点について検討する必要がある。EU

を含む諸外国では、アルゴリズムに監査や認証を必要とするようなルー

ルが整備されつつあるが、これらに加えて教育分野特有の問題に対処で

きる原則も検討を進めるべきである。技術的には、AI をブラックボック

スのまま利用するのではなく、情報推薦などの判断理由を説明できる AI

技術も研究されており、今後の技術発展が期待される。法令の整備やそれ

らの遵守に加えて、教育データ利活用の際には適切な ELSI 対応策をとっ

ていくことが重要である。そのためには以下に示すような様々なアプロ

ーチが考えられる。 

 第一に、企業による自主的取組を後押しする施策である。例えば、個人

情報の販売禁止、透明性や責任の確保などを企業が宣言する、米国の学生

プライバシー・プレッジ（“K-12 School Service Provider Pledge to 

Safeguard Student Privacy”）の日本版プレッジ（誓約）の仕組みをつく

ることは一つの ELSI 対応方策となるだろう。第二に、公的機関や民間企

業等が協力して学校におけるアプリケーションの利活用を認定するアプ

リケーションカタログを制作することが挙げられる。あるアプリケーシ

ョンが認定されるプロセスにおいて、プライバシー保護や教育効果とい

った様々な観点から多面的に審査される。第三に、自治体や教育委員会に、

大学等に設置されている倫理審査委員会のような仕組みを導入し、教育

データの新たな利活用ケースについて審議する仕組みが考えられる。第

四に、府省庁によるガイドライン整備もまた有効であることは言うまで

もない。また上記の二点目や三点目の施策のためにもそのためのガイド

ラインが必要となるだろう。 
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 いずれにおいても、教育データの様々な利活用の場面を通じてどのよ

うな潜在的リスクが有り得るかについて想像力を働かせるとともに、多

様なメンバーでそれらの是非を議論・審議するプロセスをあらかじめ用

意し、組み込んでおくことが重要である。さらに、こうした議論の際には

一定のデジタルリテラシーが求められるため、行政職員・教員・保護者・

学習者に対するデジタルリテラシー教育のカリキュラムに ELSI の知識も

含めることで、直接的に、あるいは間接的に有効な ELSI 対応策の一つと

成り得る。また生成 AI は、これまで AI によって分析される側でしかな

かった子供を含む学習者自身が AI を利用する側にも回り得ることを意味

しており、リテラシー教育が一層必要不可欠なものとなっている。リテラ

シー教育によって教育データの分析結果について理解した後に、データ

に基づいて提案された教育が学習者本人の望むものであるかを自ら判断

し、学習者の意思によってそれらを選択できることが望ましい。そのため

には、教育データの利活用にかかわる制度設計や判断プロセスにおいて

は、社会的・文化的に脆弱な立場に置かれがちな子供やマイノリティ、地

域の声が排除されることのないよう、多様なメンバーによる包摂的な審

議体制を整える必要があり、その基盤として、関係者全体のデジタル・AI・

ELSI リテラシーの涵養が重要であり、これを制度的にも支援する必要が

ある。 

 

 

４ まとめ 

急速に進展する AI 技術と、目前に迫る人口減少・超高齢化社会という、この

二つの巨大な潮流が交差する現在、教育データの利活用は、単なる教育や学びの

改善という枠を超え、社会全体の持続可能性をも左右する重要課題となってい

る。 

まず、時間軸の観点から波及効果を俯瞰する。短期的（今後５年程度）には、

「現場の支援とデータ活用のための基盤作り」が急務である。GIGA スクール構

想等の整備によって集まるデータを積極的に活用し、デジタル教科書や CBT・AI

ドリルによる「個別最適な学び」を実装することは、学習者一人一人の資質・能

力向上に直結する。同時に、生成 AI 等による校務・学習支援は、多忙を極める

教員の負担を軽減し、人間的な指導に注力できる環境を取り戻すために重要と

なる。この段階では、丁寧な実証研究を通じて「エビデンス」を積み上げ、現場

や保護者のプライバシーへの不安を取り除きつつ、社会全体の賛同をえていく

プロセスが欠かせない。 

一方、中長期的（10 年後）には、教育データを水道や電気のように誰もが日

常的に当たり前に使える「社会インフラ」として定着させることが求められる。

労働人口が激減する未来社会においては、データや AI を活用しながら一人一人
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が自分の可能性を伸ばし、発揮できるようサポートすることが重要となる。その

ためにも、保育所や幼稚園から始まり、大学、そして社会人の学び直しに至るま

で、教育データが途切れることなくつながり、現在及び今後の学び手となる人々

がそれらのデータによって支えられる環境（教育データのエコシステム）の整備

が重要となるであろう。 

総じて、教育データの利活用は未来社会への投資である。本分科会では、今後

も公開シンポジウム等を通じて社会との対話を継続し、社会全体の合意を得な

がら制度設計を検討する予定である。近い将来、教育データや AIの力を借りて、

すべての人が生涯にわたり学び、活躍できる環境を整備していくことが、今後の

「データ駆動型社会」においては重要となるであろう。 
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＜参考資料１＞審議経過 

 
2024 年 

３月５日   教育データ利活用分科会（第 26 期・第１回） 

      役員の選出、今期の活動について 

 

メール審議  教育データ利活用分科会（第 26 期・第２回） 

     委員の追加について 

 

メール審議  教育データ利活用分科会（第 26 期・第３回） 

     委員の追加について 

 

６月 12 日   教育データ利活用分科会（第 26 期・第４回） 

提言案に関する意見交換 

 

９月 11 日   教育データ利活用分科会（第 26 期・第５回） 

    提言案に関する意見交換 

 

メール審議  教育データ利活用分科会（第 26 期・第６回） 

     委員の追加について 

 

2025 年 

３月 19 日   教育データ利活用分科会（第 26 期・第７回） 

    意思の表出について 

 

メール審議  教育データ利活用分科会（第 26 期・第８回） 

     委員の追加について 

 

2026 年 

メール審議  教育データ利活用分科会（第 26 期・第９回）  
    公開シンポジウム「教育データのさらなる利活用の促進について考える」

の開催について 

 

３月 10 日 教育データ利活用分科会（第 26 期・第 10 回）  
意思の表出と公開シンポジウム「教育データのさらなる利活用の促進について

考える」の開催について 
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＜参考資料２＞用語集 

① ELSI:Ethical, Legal and Social Issues の略で日本語では倫理的・法的・

社会的課題を意味し、新しい科学技術が社会にもたらす可能性のある、技術

面以外の様々な影響や問題点を指す。 

② LMS：Learning Management System の略で日本語では学習管理システムを意

味し、受講者の登録、教材配信、進捗状況の把握、成績管理などを一元的に

行え、e ラーニングを効率的に運営・管理するためのシステムのこと。 

③ MOOCs：Massive Open Online Courses の略で日本語では大規模公開オンラ

イン講座を意味し、世界中の誰でも無料でまたは低コストで受講できるオン

ライン講座のこと。 

④ 言語コーパス：言語研究や自然言語処理のために、新聞や SNS などの実際に

使用された言葉（書き言葉や話し言葉）を構造化し、大量に蓄積した言語の

データベースのこと。 

⑤ ダッシュボード：様々なデータソースから収集した情報を分析して、グラフ

や表、地図などを用いて視覚的に分かりやすくまとめた画面のこと。 

⑥ 学習 e ポータル：学校現場で利用される様々なデジタル学習アプリの入り口

となるソフトウェアのこと。 

⑦ xAPI: Experience API の略で「誰が、いつ、何に対して、何をしたか」とい

う学習体験（エクスペリエンス）を記録するための国際標準規格。 

⑧ LRS：Learning Record Store の略で日本語では「学習記録ストア」であり、 

xAPI 形式の学習活動の履歴（ログ）を格納するデータベースのこと。 

⑨ SSO：Single Sign On の略で、情報システムへの 1 回のログインで複数のシ

ステムにアクセスできる機能のこと。 

⑩ LTI: Learning Tool Interoperability の略で LMS などと外部の学習支援ツ

ールが SSO 連携するための国際標準規格。 

⑪ NRPS：LTI1.3 の一部の機能で、Names and Role Provisioning Services の

略。LMS 等から学習ツールに対して所属クラス全員の名簿を提供する。 

⑫ OneRoster：学校の名簿情報（クラス編成、教職員、児童生徒）を、異なるシ

ステム間で安全かつ自動的に共有するための国際標準規格。 
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＜参考資料３＞その他 

資料１：2020 年提言後の状況のまとめ 

  ２章(２)で述べた(A)～(D)の各課題について、「放置した場合のリスク」

「本見解で示す対応策」「本見解で新たに提示する論点」の観点から以下に

整理する。 
① (A) 学習データの種類と教育改善のための利用 

• 放置した場合のリスク 

o 様々な学習支援ツールに学習ログが蓄積されているが、教員や学

習者がデータを活用することが困難。 

• 本見解で示す対応策 

o 教育データ利活用の第一の受益者は「学習者」であるという原則

にのっとり、自らのデータに安全・簡便にアクセスできる仕組み

を構築。 

o 情報端末や学習支援システムの利用により自然に蓄積される「学

習ログ（履歴）」の利活用から着手。 

• 本見解で新たに提示する論点 

o 公教育に限らず、社会人も含めた幅広い生涯にわたるデータも扱い、

民間企業や地方自治体等とのデータ連携も検討が必要。 

② (B) 学習データを収集・利活用するための制度設計 

• 放置した場合のリスク 

o 学習支援システムの提供事業者によるデータの囲い込みが続き、

教員や学習者・学校・自治体が複数ツールをまたいだデータ分析

が困難。 

o 転校や進学、システム移行の際に学習データが引き継げず断絶。 

• 本見解で示す対応策 

o 事業者によるデータの囲い込みを禁止し、学校・自治体にデータ

を集約。 

o 教育データの標準化や囲い込み禁止など国全体のルールを策定。 

• 本見解で新たに提示する論点 

o データの名寄せや匿名加工など、国全体で統一した制度作りが急

務。 

o ELSI の観点から各教育段階や地域を超えて安全・安心にデータを

交換・管理するためのルール作りの検討が必要。 

③ (C) 学習データを収集・利活用するための情報環境の整備 

• 放置した場合のリスク 

o 学校での通信接続が不安定になり、授業に支障が出る。 

o 家庭ごとの通信環境の違いにより、教育の公平性が損なわれる。 

• 本見解で示す対応策 
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o 学校の無線 LAN 環境の頑健化と家庭の通信環境への経済的支援。 

• 本見解で新たに提示する論点 

o 地域間の格差是正のため、国全体で共通の基盤システムの構築が

急務。 

④ (D) 学習データを収集・利活用するための人材の育成 

• 放置した場合のリスク 

o せっかくデータがたまっても、教育現場で十分に活用されない。 

• 本見解で示す対応策 

o 教員のデータ活用能力を育成するための研修や大学の教員養成課

程において教育データ科学のカリキュラムを強化。 

• 本見解で新たに提示する論点 

o 教育データを活用した授業の事例やエビデンスを共有。 

 



30 
 

資料２：学習者が教育を受けたり学習をする中で生じる学習データの種類

（2020 年提言表１） 

 

（灰色は国全体で匿名加工化して利活用する基本項目） 
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資料３：教育データ利活用分科会委員による未就学児や社会人における教育

データ利活用に関する考察 

  未就学児への利活用 社会人への利活用 

一

次

利

用 

特徴 

 

データの分析によるフィードバック

を保護者が得て子供への理解を深

め、今後の家庭での教育に活かした

り、保育・幼児教育施設での個人面談

での活用などが考えられる。しかし、

原理的には個人の発育状況の確認で

あり、他者との比較や細かい数値の

フィードバックは解釈が難しく、メ

リットがあまりない。また、収集自体

に対する異論も考えられる他、厚生

労働省関係の保育・健康関係のデー

タと、文部科学省関係の教育関係の

データに分散しており、取り扱いが

困難ではないか。 

ある程度の大きさの企業であれば、社

員教育におけるポリシーを定め、何ら

かの学習に対してフィードバックし、

以後の最適な学習計画や、学修成果の

証明に使えるかもしれないが、中小零

細企業を含めると実施は難しいと考

える。メリットは組織でのキャリアで

はなく、個人の職能を中心にキャリア

を考えることが可能になる。 

集める 

データ 

保育所児童保育要録や幼稚園幼児指

導要録の元になるデータなど、言葉、

表現等に関する指導の展開と子供の

育ちなど。また、保育者の評価による

子供の心身の発達に関するデータ。

未就学児期は発達の個人差が大きい

と考えられるので、個人へフィード

バックする場合は十分な配慮と説明

が必要。 

個人の持つ資格や研修の受講歴、民間

テスト(TOEFL など)のデータ、リカレ

ント教育の受講時の成績、職能を活用

できる部署の在籍年限など。 

同意の 

必要性 

保護者に対して、opt-in も必要。opt-

out も認める。 

opt-in も必要。opt-out も認める。 

個人情報

の管理 

原則教育機関で管理すべきと思われ

るが、現実的には地方自治体等の支

援は不可欠か。 

当該機関で管理する。 

家庭状況

の有無 

子供に関する理解に活用できるな

ど、理想的には含めるべきだが、どの

家庭状況は収集不要と思われるが、信

頼性と説明責任を担える企業は含め
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程度の粒度で調べるかは議論が必

要。家庭状況は、ある程度は各施設で

既に把握されている。 

てもよい。 

フィード

バックの

必要性 

フィードバック内容の意味や意義や

対応方法などの丁寧な説明が必要で

あり、保護者のメンタルへの配慮が

必要。 

フィードバック内容の意味や意義や

対応方法などの丁寧な説明が必要で

あり、本人への伝え方に配慮して、動

機づけを高め、成長に繋がるように伝

える。本人には伝えない情報（選択や

選抜、研究にかかわるデータ）もあり

える。また、心理面への配慮が必要で

あり、インタラクションのデザインは

重要。 

二

次

利

用 

特徴 

教育研究のための基礎データとして

や、国や自治体における教育政策の

効果のフィードバック等に活かし、

真の未就学児教育（保育）向上に繋が

る可能性がある。ただし、教育組織

間、地域間の差異を確認して、地域環

境、教育プロセスの改善に使う場合

も、序列化に使われないように注意

する必要。 

教育研究のための基礎データとして

利用し、生涯学習に関する実態の把握

と政策への活用や、職能を生かす働き

方や人材育成に関して利用できる可

能性がある。 

同意の 

必要性 

匿名加工化なので同意不要/匿名加

工化利用にも同意必要の両意見有

り。一方、opt-out について、行政実

施の場合は認めない。研究機関実施

の場合は認める、という可能性もあ

りうる。 

匿名加工化なので同意不要/匿名加工

化利用にも同意必要の両意見有り。 

匿名加工

化につい

て 

名寄せし、最新の匿名加工化技術で

行える。 

名寄せし、最新の匿名加工化技術で行

える。 
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複数のデ

ータを連

結する方

法 

全員のデータは必要ないが、研究者

がおこなう長期縦断研究のための許

諾を経る場合が考えられる 

全員のデータは必要ないが、研究者が

おこなう長期縦断研究のための許諾

を経る場合が考えられる 

フィード

バックの

必要性 

未就学児教育（保育）施設に入って教

育データを分析して、個人へフィー

ドバックが行えるのはミクロな研究

に限られ、データを保護者にフィー

ドバックすることは容易ではない。

全体的な分析としてや、教諭に伝え

るところがスタートになるだろう。 

社会人の学習の機関に入って、教育デ

ータを分析して、機関、教員、学習者

にフィードバックするし、企業との共

同研究はありえるが、企業が要望しな

い限り、個人にフィードバックするの

は難しいのではないかと考える。全体

的な分析結果をフィードバックする

ことは可能な場合もあるかもしれな

い。 
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資料４：教育データの範囲の拡大 

下図は本分科会の委員が作成したものである。従来は教材の閲覧履歴などの

自然と蓄積されるデータが分析の対象であったが、現在では音声や動画、位置情

報などの様々なデータが研究で利用されている。  
 

 

 
図１：教育データの拡大 
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資料５：教育データの利用目的とその対象の分類 

 

データ活用

の主体の種

類 

誰に対し

て 
データの利用目的の例 

個人 

学習者 

・幼児や児童生徒等の不登校やいじめ等の兆候を早期

に発見 

・個に適した教材や問題の推薦による学習効果の向上 

・これまでのデータを用いた理解度や行動の予測など 

・自らの学びをデータで振り返り、次のキャリア形成

につなげる 

教員 

・データを用いた保育や授業・企業内研修などの改善 

・効果的な学級経営、きめ細かい個別指導の支援 

・クラス全体や個々の学習者のつまずき箇所などの理

解支援 

・自動採点などのデータ利用による教員の負荷の軽減 

保護者 
・自分の子供の学習状況などの把握 

・適切な声掛け、家庭での学びの支援を行う 

教育機関 学校 

・組織全体の教員や学習者の傾向の把握 

・データに基づくカリキュラムや時間割等の最適化 

・教員や学習者の最適な配置（クラス替え） 

地域 
教育 

委員会 

・各教育機関の状況把握と指導・助言 

・データを用いた要因分析による施策の提案や改善  

国 

政策 

立案者 

・エビデンスに基づく教育政策の立案と評価など 

研究者 
・大規模な縦断的データを用いた学習者の成長過程の

研究など 

市民 
・教育に関する諸問題を、データを元に社会全体で共

有・議論 
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資料６：学習 e ポータルを用いたユーザの名寄せの例 

 

現状では、学習 e ポータルは、そこを起点に SSO(Single Sign on) 53で起動す

る複数の学習支援システムを横断してログデータの名寄せを可能にする。なお、

学習 e ポータルは IMS Global Learning Consortium （1EdTech）の LTI（Learning 

Tool Interoperability）や、ADL （Advanced Distributed Learning）の xAPI

（Experience API）等の国際技術標準に基づき、標準モデル[38]として仕様が整

備され、各自治体に導入されており、事業者の開発コストを抑える、データポー

タビリティを高める、サービス受益者がシステムの選択肢を狭めない、などの利

点がある。なお、LTI v1.3 の１機能の NRPS(Names and Role Provisioning 

Services) 54はダッシュボード等でクラス全員の氏名表示に必要である。しかし、

NRPS は、学習 e ポータル標準(Ver.4)に含まれてないため、今後の実装が必要で

ある。 

 

 

 
53情報システムへの１回のログインで複数のシステムにアクセスできる機能のこと。 
54 LTI1.3 の一部の機能で、LMS 等から学習ツールに対して所属クラス全員の名簿を提供する機能のこ

と。 
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資料７：諸外国の学習ログの活用状況 

【令和元年度 学びと社会の連携促進事業（学習ログ等の活用に向けた収集す

べき標準項目等の素案の作成 等）2020 年３月 31 日 経済産業省教育産業室】 

詳細は、以下の URL に記載の PDF をご覧ください。 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2019FY/000191.pdf 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2019FY/000191.pdf
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資料８：学習 e ポータルを用いた教育データの一次利用と二次利用の例 

 

以下の図１は、分科会が作成したものである。これは教育データの一次利用と

二次利用について、教育データのデジタルエコシステムのあり方の例を示した

ものである。「学習 e ポータル標準モデル[38]」及び「効果的な教育データ利活

用に向けた推進方策について（令和６年度議論のまとめ）[22]」をもとに、協調

領域と競争領域の考え方[39]（図２）を加えて、図２の各種学習ツールは、校務

支援システムと OneRoster 55で連携した名簿情報をもとに、学習 e ポータルから

LTI を用いて起動される。 

 

 

図１ 教育データの一次利用と二次利用のためのシステム連携の例 

 

 

 

 
55 クラス名簿や、成績、教材の相互運用を可能にするための国際技術標準のこと。

https://www.1edtechjapan.org/orjpp-121 
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図２：教育データの協調領域と競争領域の考え方の例[39] 

 

各種学習ツールの学習ログのうちの一部は、活動情報の標準化が行われた場

合、それに基づいた形式で学校 LRS に標準ログとして出力される（協調領域）。

一方、それぞれ独自のデータベース（DB）も持っており独自形式でツール内のデ

ータベースのみに蓄積する独自ログ（競争領域）も存在する。学校 LRS に戻され

た標準ログは、学習 e ポータル等において名寄せされ、個人、学級、学校、自治

体のダッシュボードとしてツール横断で分析されることが想定される（一次利

用：ダッシュボード）。さらに、学校 LRS に戻された標準ログは、ツール事業者

間の協調領域として、各学習ツールがツール横断での活用することが考えられ

る。これは例えば、教科書の閲覧状況をもとに AI ドリルの出題範囲を調整する

など、ツール横断のデータに基づく高度な学習支援を実現可能にする（一次利

用：学習ツールの協調領域）。 

 一方、各事業者は独自形式の学習ログについては、競争領域として、ツールの

特性にあったダッシュボードや AI エンジンなどを開発することが想定される

（一次利用：学習ツールの競争領域）。さらに、学校 LRS に戻された標準ログは、

匿名加工され公教育データプラットフォーム等のデータリポジトリを通して、

国や研究者が活用することも考えられる（二次利用）。この基盤を用いることで、

複数の学習支援ツール群のデータと校務系や MEXCBT など他のデータとも名寄

せ・連携した利活用が可能になる。なお、これらの枠組みを実現するために必要

な技術要素は全て揃っているが、前述の名寄せのルールづくり、ツール事業者が

協調領域としてデータを出力するための活動情報の標準化、学習者への名寄せ

と研究利用の説明と同意取得の仕組み、安全かつ効果的な二次利用のための仮

名化や匿名加工化の方法等を、実証をしながら全体のルール作りをする必要が

ある。 

このようなシステムの構築方法としては、日本のような分散管理方式とマレ
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ーシア 56や台湾 57のような集中管理方式がある(図３、表１)。この図３及び表

１は分科会が作成したものである。集中管理方式は、全体の把握が容易で効率的

なデータ分析が行え、セキュリティ対策が行いやすい一方、地域や学校ごとの柔

軟性が低い。分散管理方式は、現場のニーズを踏まえた柔軟なシステム構築が容

易である一方、全体のコストが高くなり、データの統一性や整合性を保つのが容

易ではない場合がある。日本では、すでに MEXCBT が集中管理方式を実現してい

る一方、教育データは各自治体や教育機関で管理する、分散管理方式となってい

る。教育データ利活用のための基盤整備は自治体ごとに格差がある現状を考え

ると、国が MEXCBT を含めた教育データ利活用のための最低限の共通の情報基盤

システムを提供し、各自治体はその上に独自の学習支援システムなどを追加で

きるような柔軟な枠組みを提供する必要がある。また、こうした情報基盤システ

ムを学校等で円滑に利用するために、学校現場の情報環境や通信環境の実態も

把握し、GIGA スクールの更新など状況に応じた継続的な環境整備の更新が必要

である。 

 

 

図３ 教育データの分散方式と集中管理方式の比較 

 

 
56 https://delima.moe-dl.edu.my/ 
57 https://edx.nii.ac.jp/lecture/20240308-06 
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表１ 教育データの管理方式による特徴 

                           

 

論点 集中管理方式 分散管理方式 

データ

の一元

化 

データを一括管理するため、

全体の状況把握や分析が迅

速。 

地域ごとや学校ごとの分散管理のた

め、全体の状況把握や分析に時間が

かかる場合もある。 

データ

の整合

性 

標準化されたフォーマットで

整合性が高いデータ管理が可

能。 

地域や学校ごとに管理されるため、

データの統一性や整合性が低くなる

可能性がある。 

セキュ

リティ 

データが集中しているため統

一的なセキュリティ対策が可

能。 

各地域がセキュリティ対策を行うた

め、不十分な地域が生じる可能性が

ある。 

リスク 

システム障害やデータ漏洩時

には全体に影響が及ぶリスク

が高い。 

障害が発生しても影響は限定的であ

り、大規模な情報漏洩リスクは低

い。 

コスト 
一元化によりコストを抑えや

すい。 

各地域や学校での管理にコストがか

かる場合がある。 

独自性 

中央主導で利用可能なツール

が管理されるため、各学校の

ニーズへの対応が制限される

可能性がある。 

様々なツールを利用して、地域や学

校の独自のニーズを実現しやすい。 
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要     旨 

 

１ 作成の背景 

地球の陸域では約 23％の土地が劣化しているとされ、気候変動に伴う作物収量の低下が

新たな農地開発を促し自然生態系の喪失を招く悪循環が進行している。土壌は食料生産の

みならず大気ガス組成の維持、水質浄化、生物多様性保全といった多様な生態系サービス

を提供し、これらは持続可能な開発目標（SDGs）と直結するため、その健全性は国際的に

も重要視される。国連食糧農業機関（FAO）は土壌の健康を「陸上生態系の生産性、多様性、

環境サービスを維持する土壌の能力」と定義している。しかし 2024年時点でプラネタリー

バウンダリーの９指標のうち７指標が閾値を超過したと報告され、土壌劣化は地球規模の

リスクを高めている。本報告は日本における土壌の健康の現状と課題を整理し、保全と強

化に向けた具体的方策を検討するものである。 

 

２ 土壌の健康の現状と課題 

土壌健康評価は、化学性・物理性・生物性を統合する点が基本であり、特に土壌有機物

や微生物バイオマスといった生物性指標が中核である。これに加え化学性の代表的項目と

しては酸性度（pH）、可給態養分量（窒素、リン、カリウム等）、陽イオン交換容量（CEC）

や塩基飽和度、電気伝導度（EC）や残留農薬・重金属類濃度が挙げられる。物理性の代表

項目としては粒径分布（土性）、団粒構造の安定性、透水性（浸透速度）、保水性（水分保

持曲線）、通気性、容積重、有効土層深、土壌硬度（貫入抵抗）などが重要であり、これら

は団粒形成や水分・養分動態、根の発育や浸透性と直結するため、生物性指標と併せて土

壌機能の健全性を総合的に評価する必要がある。 

土壌劣化の要因は大別して自然由来と人為由来で整理できる。自然由来は津波・噴火な

どの突発災害や、気候変動に伴う集中豪雨、洪水、干ばつ、熱波の激甚化による表土流出・

侵食・水文変化で、表層有機物喪失や団粒崩壊を通じ肥沃度を急速に低下させる。人為由

来は都市化に伴う被覆（アスファルト・コンクリート）や歴史的汚染、過剰施肥による窒

素・リン流出と一酸化二窒素（N2O）排出の増加、過剰耕うんや大型機械による踏圧（コン

パクション）と団粒破壊、作物残渣除去や堆肥不足など有機物管理の欠如、泥炭地の過剰

排水による地盤沈下と二酸化炭素（CO2）及び N2O排出増加、耕地拡大・森林伐採による生

態系喪失、重金属類・放射性物質・マイクロプラスチック等の混入、さらに家畜飼料由来

の抗菌剤に伴う薬剤耐性遺伝子の拡散等が含まれる。これらは浸透性低下、養分循環の破

綻、温室効果ガス排出増加、生物多様性喪失といった複合的影響を引き起こすため、予防・

診断・現地修復を組み合わせた対策が必要である。 

 

３ 土壌の健康の社会実装の現状と課題 

土壌教育は、土壌の健康を維持・向上させる知識と技術を得るために不可欠である。日

本の土壌学者は日本土壌肥料学会に「土壌教育委員会」を設置し教育コンテンツを検討し、

国際土壌科学連合での「土壌教育の国際ガイドライン」を主導してきた。しかし、日本の
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土壌教育の現状には改善すべき点が多い。土壌に関する情報を科学的知見に基づいて活用

するために、高等教育では、専門分野ごとの教育研究を超えて土壌の健康を対象とした教

育が必要である。初等 ・中等教育では、学習指導要領における土壌の扱いが減少しており、

土壌の健康について考える土台を失っている。この改善のために教師と研究者をつなぐネ

ットワークにより、土壌に関するより深い内容を各教科に位置付けることや、「総合的な学

習（探究）の時間」などで土壌の探究機会を提供することなど、質の高い実践を草の根的

に普及させることが大事である。 

米国では、５～18歳を対象とした「4H（Head, Heart, Hands, Healthを育てる）」で土

壌と生態系の関係性調査の教育が行われ、さらに大学では土壌の健康を維持・管理・活用

する（保全）とかばい守る（保護）の実践的な方法を学ぶ。国際土壌科学連合(IUSS)によ

ると、世界の多くの国々では「土壌の健康」を自然資本と位置付け、経済、政策その他の

地域文化・社会的側面を包摂した「土壌の安全保障」に関する教育が行われている。 

日本の農業環境政策は 2021年策定の「みどりの食料システム戦略」により大きく転換し

た。2050年目標として CO2ゼロエミッション化、化学肥料使用量の 30％低減、化学農薬使

用量 （リスク換算）の 50％低減、有機農業の取組面積 25％ （100万 ha）に拡大を掲げてい

る。2022年制定の「みどりの食料システム法」に基づき、環境負荷低減に取り組む農業者

の「みどり認定」制度、オーガニックビレッジの指定、カーボン・クレジット制度推進な

どが進められている。 

米国では、農務省 （USDA）が 1990年代以降「土壌の健康」の維持向上の推奨管理手法と

して（1）生きた根の存在の最大化、（2）撹乱の最小化、（3）植生による土壌被覆の最大化、

（4）生物多様性の最大化を挙げ、「Healthy Soils Healthy Climate Act」が提案され、土

壌の健康の改善と炭素固定モニタリングの支払制度の恒久化を目指している。 

欧州連合 （EU）では、土壌の 60％以上が不健康な状態にあるとされ、越境大気汚染や汚

染された地下水の越境流出などに関わる国境を越えた土壌劣化に対応するため、2025年 10

月に「EU土壌モニタリング法」が採択された。この法律は、土地劣化に関する理解を深め、

土地管理者・所有者・社会が土壌の健康を向上させることを支援するためのデータを収集

するモニタリングシステムの構築を定めている。 

 

４ 土壌の健康の評価と改善 

日本独自の地域レベルでの土壌の健康の理解促進を担う人材育成と指標開発を強化す

る必要がある。農薬使用量の削減の達成には圃場単位での病害予察と土壌管理の統合を視

野に入れた研究が必要である。水田での生物多様性保全には有機栽培、冬期湛水が有効と

されているが、メタン （CH4）排出の懸念がある。その抑制のためには稲わらをよく分解す

ることや、中干しの延長など CH4 排出抑制技術の導入も必要である。畑では、日本の湿潤

温暖条件では土壌有機物の分解が速いため、有機物の分解抑制と有機物を補給する有機肥

料の施与、カバークロップ、不耕起・省耕起が効果的である。それらの複合的技術として

開発された不耕起草生栽培は土壌侵食防止、雑草の発芽抑制、土壌生物の多様性増加に効

果がある。 
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５ 報告の内容 

(1) 地域レベルの土地利用の最適化 

「測れないものは管理できない」の原則に基づき、土壌が提供する生態系サービスを定

量的に把握し、土地利用の最適化を進める。地目連鎖系による環境負荷低減と生物多様

性向上を評価する。国際的に土壌有機炭素が中核指標であるが、これは畑地を対象に策

定されてきたことから、水田での基準の策定が必要である。 

(2) 土壌の健康をチェックする技術開発 

土壌炭素貯留、環境負荷、土壌微生物の健全性の監視が重要である。土壌炭素貯留で

は、土壌分析とリモートセンシング、数値モデルを組み合わせ、広域の監視を可能にす

る。環境負荷の監視として水質、温室効果ガス、重金属類、放射性物質を測定する。土

壌微生物の健全性は、微生物叢の網羅的解析と微生物活性とバイオマスを合わせた総合

評価手法を開発する。 

(3) 環境再生型農業技術のイノベーション 

農薬と化学肥料の最小限の使用を達成するための精密農業を実践する。炭素隔離と土

壌肥沃度の向上を両立するバイオ炭施与、岩石風化促進の積極的な導入、さらに耕畜連

携による地域レベルの有機物循環の構築を目指す。 

(4) 教育研究と社会システム 

教育研究機関における発信力の向上を図る必要がある。初等・中等教育に「土壌の視

点」を加え、「農業」、「生態系」、「栽培」の内容を扱う単元間の学習を深めること、高等

教育では実習による土壌の健康を回復させる実践的カリキュラムを導入し、社会還元に

挑む人材の育成が必要である。教材開発、国内外連携、社会への発信を担う拠点（土壌

の健康教育・研究センター（仮称））の構築が望まれる。 

(5) リビングラボのネットワーク 

土壌は多くの生態系サービスを提供するがゆえに土壌の健康に対するステークホル

ダー間の見解に相違を生じさせる。地域における持続可能な農業への転換を促進するに

は、研究者、農家、政策立案者が参加し課題解決の対話と実践を図るリビングラボの推

進が効果的である。様々な状況でのリビングラボによる課題解決策を共有するネットワ

ークにより、地域における土壌の健康の維持向上の取り組みを支援する。 

(6) 日本における土壌の健康基本法（仮称）の制定 

EU の土壌モニタリング法等を参考に、日本独自の「土壌の健康基本法」（仮称）の制

定を検討すべきである。その目的は、土壌の健康を確保するために基本理念を定め、国

等における土壌の健康確保に関する施策の基本を定めることにより、その施策を総合的

かつ計画的に推進することにある。これにより、定期的に「土壌の健康基本計画」（仮称）

が策定され、それに基づき収量維持や気候変動対応等を実践し、国土の強靭化が図られ

ることが望ましい。また、リビングラボにおいて土壌の健康の指標項目が測定され、ニ

ーズに合わせた形で情報が提示できるようにすることが期待される。 
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１  はじめに  

世界の陸域約 150億ヘクタールの 30％が農業に関わる土地利用であり、10％が耕作地と

して利用されてきた。しかし、国連環境計画（UNEP）の報告では不適切な土壌管理により

土壌全体の 23％は劣化していると見積もられている[1]。国連は 2015年を国際土壌年と定

め、毎年 12月５日を世界土壌デーとして、この問題に警鐘を鳴らし、土壌保全の機運を高

めようとしてきた[2]。 

土壌劣化の主要因は農業である。収穫により土壌表面から植物被覆が無くなると、雨滴

や風の影響を直接受け、団粒構造が破壊され、土壌は著しく侵食（水食、風食）されやす

くなる。不適切な灌漑や排水は塩類化、アルカリ化、酸性化といった化学的劣化を誘引す

る。化石エネルギー燃焼により排出された窒素酸化物（NOx）やイオウ酸化物（SOx）は酸

性雨となり、また農地から揮散したアンモニアも地表に降下した後に硝化されて土壌を酸

性化する。大型機械の走行は踏圧（コンパクション）や練り返しなどの物理的劣化を起こ

す。さらに、最近の気候変動の影響により、南米、アフリカ、アジアでは、干ばつによる

作物収量低下により新たな農地開発が進み、自然生態系が失われ、土壌劣化を誘引してい

ると指摘されている[3][4][5]。流域の農地率と河川への栄養塩流出には高い正の相関関

係があり、また、窒素化学肥料の過剰な施肥は一酸化二窒素（N2O）排出を増加させる。特

に泥炭農地における排水は二酸化炭素（CO2）と N2O 排出を著しく増加させる。すなわち、

農地の拡大は栄養塩の水圏への負荷や温室効果ガスの大気圏への排出を増加させる[6]。 

 土壌は陸域で生成する自然物である。土壌は、大気圏、岩石圏、水圏、生物圏の要の位

置にあり、土壌は食料生産への貢献のみならず、大気ガス組成の維持、水質浄化、生物多

様性の維持といった生態系サービスの提供に貢献している[7]。土壌が劣化し生態系サー

ビスが失われると、農地では健全な作物が生産されなくなり、飢餓が生じる。自然生態系

においても植物生育が悪化すると土壌は侵食されやすくなる。栄養塩の流出が増加し、地

下水と河川水の汚染が進む。土壌の炭素供給が少なくなるため炭素隔離量が減少し、土壌

有機物が減少し土壌肥沃度が低下し、更なる植物生育の悪化が起こる。食物連鎖が悪化し、

生物多様性が低下する。すなわち、土壌は直接的に持続可能な開発目標（SDGs）の「飢餓

をゼロに」SDG2 ；「すべての人に健康と福祉を」SDG3 ； 「安全な水とトイレを世界中に」SDG6 ；

「気候変動に具体的な対策を」SDG13 ；「陸の豊かさも守ろう」SDG15、に関わっている[8]。

ゆえに、土壌が健康であるかどうかとは、土壌が置かれた環境下で劣化に対してレジリエ

ンス（回復力）を発揮でき、生態系サービスの提供が持続可能であるかどうかであり、土

壌の健康は「陸上生態系の生産性、多様性、環境サービスを維持する土壌の能力」と定義

されている[9]。 

SDGs が目指す「持続可能な社会」は、プラネタリーバウンダリーが示す「地球の限界」

の中で達成されなければならない。しかし、直近の評価では、その９つの指標のうち７つ

（気候変動（CO2排出）、生物圏の健全性の変化 (生物多様性喪失)、淡水の変化（河川・土

壌水分）、陸域システムの変化（森林被覆）、生物地球化学的フローの改変（窒素とリンの

負荷）、新規化学物質汚染（マイクロプラスチックや放射性廃棄物などの人為的な汚染)、
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海洋酸性化までが閾値を超過し、安全領域内に残っているのは大気汚染とオゾン層の破壊

の２つだけであると報告されている[10]。 

2015年に採択されたパリ協定に基づき、世界の平均気温上昇を1.5℃に抑えることが目

標となっており、日本政府は 2050年までの炭素中立を宣言し、2040年度の排出量 73％削

減を目指している。この目標達成のための土壌保全と食料生産における緩和策と適応策

[11][12]、エネルギー需要に関わる技術革新[13]、その社会実装による炭素中立社会の構

築[14]に関して重要な提案がなされてきている。しかしながら、2024年時点で平均気温は

1.55℃の上昇を記録しており、対策が履行されるまでの間も温暖化は進行するため、現状

の土壌管理を続けていけば、土壌は激甚的な劣化に見舞われると懸念される。気候変動に

関する政府間パネル（IPCC）の土地と気候変動のレポートでは、土壌劣化への対応は早け

れば早いほど効果があると述べている[15]。 

陸上のすべての生物が土壌に関わっている。植物生産を決める土壌肥沃度は農家や土地

所有者の土壌の扱いに影響され、大気ガス組成、水質、生物多様性を決める土壌の質はそ

の地域の住民の環境への意識に影響される[16]。すなわち、農家や住民の活動や意識の向

上が土壌の健康への公衆の関心を高め、土壌の安全を保障すると考えられている。国民的

理解こそが大切である。 

以上の観点から、本報告は、日本において土壌の健康を強化するにはどのような取り組

みが必要かを明らかにすることを目的に、土壌科学分科会、Soil Health小委員会、IUSS

分科会、植物保護科学分科会において議論を重ねるとともに、環境学、教育学、法学の専

門家、行政の関係者と意見交換をして作成した。 

まず、土壌の健康の現状と課題について、自然資本としての土壌が果たす役割と、土壌

の健康が損なわれる要因とその影響について述べる。そして日本の土壌の健康に対する社

会実装について、教育と農業政策における土壌の取り扱いの実情を海外の事例も含めて紹

介する。さらに、農業現場における土壌の健康の評価と維持及び改善技術の現状を紹介す

る。最後に土壌の健康の持続可能性を向上させるための今後の検討課題として、１）地域

レベルの土地利用の最適化、２）土壌の健康をチェックする技術開発、３）環境再生型農

業技術のイノベーションの推進、４）教育研究機関における発信力の向上、５）リビング

ラボネットワークの構築、６）土壌の健康基本法 （仮称） （土壌の健康モニタリング）につ

いて述べる。 
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２ 土壌の健康の現状と課題 

(1) 自然資本としての土壌 

①  土壌の質と機能  

土壌の質は、水質や大気の質とともに私たちの生活環境と関わる重要な指標である。

水質や大気の質が主に汚染程度を指すのに対して、土壌の質は「環境の質を維持し、

人間を含む動植物の健康を促進する能力」として定義される[17]。狭義には、後述す

る土壌肥沃度と同様に収穫量、生産性の維持に関わる諸性質を指し、広義には地域・

流域全体の環境負荷（土壌・地下水汚染、悪臭）低減や地球規模の生物多様性や気候

の恒常性維持機能に関わる諸性質も加わる。これは、土が固体だけでなく気体、液体

を含むことで大気や水と接続していること、土壌が多様な目的で使われ、多様な機能

を期待され、多様な生態系サービスを提供していることと関わっている。 

土壌の健康との違いは、土壌の質は測定項目と結び付いている点にある。土壌の質

を物理性、化学性、生物性に分けて考えると、土壌物理性としては、三相分布（固相、

液相、気相比率）、容積重 （体積当たりの土壌重量）、粒径分布又は土性（砂・シルト・

粘土の割合）、団粒構造（団粒タイプ）、根張りのしやすい土壌深（有効土層深）、透水

性（浸透速度）、保水性（水分保持曲線）、通気性（ガス拡散係数）、土壌硬度（貫入抵

抗）、受食性（侵食速度）などがある。化学性としては、酸性度（pH）、養分保持機能

（陽イオン交換容量 CECや陰イオン交換容量 AEC）、可給態養分量（窒素やリン濃度）、

塩分濃度（電気伝導度や塩類飽和度）、粘土鉱物種、その他にも残留農薬、放射性物質、

重金属類、マイクロプラスチック、有機フッ素化合物（PFAS、特に発がん性の指摘さ

れるペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）やペルフルオロオクタン酸（PFOA））な

どの濃度がある。生物性としては、土壌有機物とその組成（炭素・窒素含量、有機物

の官能基）、土壌動物（多様性や個体数）、微生物（群集の組成、微生物バイオマス量）、

酵素活性などが挙げられる。 

定量可能な指標値（土壌の物理化学特性値など）の多くは、土壌の機能・生態系サ

ービスと関わっている[18]。特に土壌有機物（あるいは土壌炭素）含量は炭素貯留機

能を通して気候変動の緩和に貢献し、微生物定着・養分循環機能を通して物質（特に

食料）生産に貢献し、保水機能を通して洪水抑制機能に貢献し、養分保持機能を通し

て水質形成に貢献し、土壌構造安定化を通して侵食抑制に貢献するため、重要な指標

となる。土壌 pHもまた、作物根の生育を妨げる酸性害（アルミニウムイオンの毒性）、

養分の溶解度、微生物の分解活性の指標として重要である。 

 

②  土壌肥沃度  

土壌は、森林や草地などの自然生態系であれ水田や畑などの農業生態系であれ、植

物に生育の場を提供している。そこでは、土壌は植物に対して、水分の保持と供給、

養分の保持と供給、物理的基盤（根の生育環境）の提供、という３つの機能を有して

いる[19]。ここで、「土壌肥沃度」は、植物の生育に必要な養分を過不足なく供給し、

物理・化学・生物学的に良好な生育環境を提供することで、植物の生育を持続させる
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土壌の能力と定義される[20]。土壌肥沃度は土壌生産力や地力とほぼ同義で使われる

ことが多いが、気象条件（光や温度）や栽培法なども含めた土地生産力の一部をなす

ものである。 

植物は、生育に不可欠な元素である必須元素を 17種類持つが、窒素・リン・カリウ

ムを含む 14 種類の必須元素を土壌から吸収するため、土壌肥沃度は植物の生育や農

作物の収量を強く規定している。したがって、食料生産を高めるために土壌肥沃度に

注目しそれを維持向上させることは、非常に合理的なことである。また、農業とは収

穫物（可食部）を持ち出す活動なので、土壌から養分を持ち出すプロセスとも捉える

ことができ、農地では堆肥や化学肥料などを通じて減少した養分を補う必要がある

[21][22]。そのため、土壌肥沃度の評価として、土壌中の植物に利用可能な（可給態

の）窒素・リン・カリウムの濃度などを含む土壌診断が行われている[22]。 

「土壌の健康」は、陸域生態系の生産性、多様性、環境サービスを維持する土壌の

能力と定義されているので、「土壌の健康」のためにも、土壌肥沃度を適切に維持向上

させることは非常に重要である。 

 

(2) 土壌微生物の役割（生物多様性）  

土壌には１グラム当たり数億から数十億の多様な土壌微生物が住んでおり、食料生産

や有機物分解など様々な生態系サービスを提供する上で重要な役割を果たしている

[23]。マメ科植物などに共生している根粒菌は空気中の窒素ガスを固定化して、窒素肥

料の代わりに植物へ窒素養分を供給している。またカビ（糸状菌）の一種である菌根菌

も植物に共生して、土壌から難溶性のリン酸などを溶解・吸収して宿主植物に養分を供

給している。化学肥料や有機質肥料の一部は微生物菌体（バイオマス）に取り込まれ、

代謝回転しながら次第に植物養分として供給されていく。代謝には菌体内の酵素が作用

するほか、微生物が菌体外に分泌する菌体外酵素も働き、植物組織など高分子有機物の

分解には菌体外酵素が重要である[24]。 

森林の落葉や堆肥は、土壌微生物によって分解され、CO2や無機物に分解される一方、

その一部は腐植物質など難分解性の有機物に変換され、土壌炭素として貯留される。水

田では稲わらなど有機物が酸素のない土壌環境でも生きられる嫌気性微生物によって

分解され、メタン（CH4）が生成される。CO2や CH4は温室効果ガスであるが、窒素肥料の

一部から土壌微生物の働きによってガス化され生ずる N2O も強力な温室効果ガスであり

成層圏オゾン層の破壊や窒素肥料の損失にもなってしまう。その反面、森林土壌中には

CH4を酸化するメタン酸化菌が大気中の CH4を吸収している。また N2Oを無害な窒素ガス

（N2）にまで代謝する微生物も生息しており[26]、それらを土壌に接種し N2O の削減機

能を強化できると期待される[27]。 

植物に病気を引き起こす病害虫の中には土壌伝染性の微生物も存在し、同一作物を作

り続けると激化する連作障害は全国で問題となっている。その対策として作付け体系を

変化させたり土壌を消毒したり、各種の資材や農薬などが施用・散布されている。農薬

の中には残留性や有毒なものもあり注意が必要であるが、農薬分解能のある微生物も見



 

５ 

つかっている。植物根の周辺（根圏）や内部には植物の生育を促進し、あるいは病害抵

抗性を誘導する微生物も見つかっている。 

土壌の健康を理解する上で、土壌微生物の働き、例えば土壌呼吸や微生物バイオマス

などに注目した論文も多く見られる[25][29]。 

 

(3) 土壌を不健康にする要因とその影響 

①  自然災害  

     健康な土壌はその機能（２(1)①参照）を充分に果たせる状態にある。土壌が健康

を損ない、その機能が低下する要因には下記（２(3)①〜⑦）のように各種あり、自然

災害はその要因の一つである。自然災害は大きく６種類（地震、火山、風水害、斜面

災害、雪氷災害、その他の気象災害）に区分され[30]、それらは更に合計 32項目に細

分されている。これらの多くは直接的又は間接的に土壌の健康に関係しうると思われ

る。しかし今のところ、実測により自然災害を「土壌の健康」と部分的にでも関係付

けられそうな事柄は土壌の物理性・化学性の変化による植物の生産性低下とその回復

かと考える。ここでは「地震」災害の中の「津波」、「火山」災害の中の「噴火」に着

目した。これらは過去にも各地で繰り返し発生し、土壌は大きな影響を受けてきた。

そして、その発生は今後も続く。 

ア 津波 

津波は主として地震に伴う海底の上下運動が海水に伝わって引き起こされる。そ

の海水の振動は海岸の浅海に達すると高い波となる。陸地に上がると、建物を押し

流す等の大きな災害をもたらすとともに土壌にも大きな悪影響を与え、土壌の植物

生産性を損なう。 

仙台湾岸に上陸した東日本大震災時における事例[31]では、津波は主に砂質物を含

みながら陸上を進み、津波が道路や水田の畦を超えて流れる時に土壌が侵食され、内

陸側に流された。津波の流速が弱まるにつれて、あるいは、津波が引いた後に水田の

区画内に残った海水から懸濁物が土壌の上に堆積（表層に泥質物、その下に砂質物）

し、砂質物は海岸側に多く、泥質物はやや内陸側に分布した。  

津波の土壌に対する化学的影響は塩類の集積と交換性ナトリウムの増加であっ

た。その塩類の主なものは硫酸カルシウムと塩化ナトリウムであった。 

農地復興の際には津波堆積物は除去され、灌漑水を使って除塩された。津波の影

響を土壌から早く取り除くためには排水の強化が重要で、排水路と排水機場の整備

などが望まれる。農地でも明渠及び必要に応じて暗渠などの排水設備が効果的と考

えられる。 

イ 噴火 

国内には活火山が 111 あり、それらはおおむね過去１万年以内に噴火している

[32]。噴火活動の様式や噴出物の性質は多様である。火山の噴出物は爆発的な噴火

により空中から飛来するものや火口から流出した溶岩や火砕流が斜面を流下する

もの、一旦火山の斜面に堆積した火山灰が雨水に懸濁して流下する火山泥流などが
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ある。巨大噴火により噴出した火山灰は中緯度地帯では上空の偏西風に乗ると広範

な地域に降下し、各種の社会設備、普段の生活や農作物、そして土壌に大きな影響

を与える。噴出物が硫化物を多量に含む場合は酸化されて強酸性化する問題[33]、

イオウが硫酸カルシウムとして含まれる場合は水田で硫化水素の害につながる可

能性がある。 

台地、丘陵地に堆積した火山灰は湿潤気候の排水良好な条件下で土壌化すると独

特な性質を持つ黒ボク土となる[34]。この土壌は自然植生下では森林、草地などの

植生を育み、生物生産機能も十分な土壌となるが、作物多収のためには作目に応じ

た改良が必要である。 

 

② 都市化  

1950年から現在まで、５倍以上に増加した世界の都市人口[35]に対して、対応する

都市面積は 110％に拡大した[36]。この人口集中による都市化は構造物による土地被

覆面積を拡大させている。中でも都市間をつなぐ道路網の拡大は 2050 年までに 60％

増しになることが予測されており、増加分の 90％は途上国に集中する[37] 。構造物

は強固な地盤を必要とすることから、都市化に供された土地の土壌は、転圧されて生

物生産の要である保水性と通気性に貢献する土壌構造を失う。多くの場合、締め固め

られた土壌には砕石が敷かれ、さらにアスファルトやコンクリートが被覆する。この

ような都市土壌は土壌として生物を養う能力を失った状態と言えるかもしれない。 

一方で、拡大する都市面積と相まって、都市緑地の面積も拡大傾向にある。しかし、

植物生育に良好な土壌は表土のみであり、下層には道路と同様に土壌を圧密化して造

成した堅硬な地盤が敷き均されている。植物生育による一次生産はあるものの、土壌

の発達は表土でのみ認められる。このような緑地も含めて、現在、都市にある土壌の

健康を取り戻す取り組みがなされており、被覆地面積の削減や有機物蓄積が目標に挙

げられている[38]。欧米で進められている被覆を除去して土壌を再生する取り組みは

始まったばかりであり、その土壌特性についてデータ集積が急がれている[39]。土壌

の再生には植物の力が必須である。現在、被覆構造物を破砕・埋設した土壌への植栽

が試みられている。 

 

③ 過剰施肥   

農地における過剰施肥は、余剰栄養分の土壌中への蓄積だけでなく、農地外への流

出を生じ、作物生産性のみならず地球規模で環境に影響を及ぼす。特に肥料として重

要な窒素の過剰施用は、作物が必要とする量以上の吸収による軟弱・徒長化や病害虫

に対する抵抗力の低下等、生産性や品質に大きく影響する。加えて、土壌中で形態変

化が著しく移動性の高い窒素は、土壌中で生成された硝酸性窒素の流出による飲用水

の汚染や河川の富栄養化の原因となるだけでなく、同じく生成された N2O や一酸化窒

素（NO）の大気中への放出は、それぞれ地球温暖化や光化学スモッグの原因物質とし

て広域的に影響を及ぼす[40]。さらに、硝酸が生成される際には土壌の酸性化が進行
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する。このような酸の供給は土壌 pHの低下による作物生育への影響だけでなく、土壌

に保持されている陽イオン類を追い出すとともに、変異荷電部位の正荷電の減少で陽

イオン交換容量を低下させることで土壌の酸緩衝能の弱体化が生じ、総体的に土壌肥

沃度の低下を招く。窒素以外にも、近年特に黒ボク土農地への蓄積が報告されている

リン酸は[41]、土壌流亡に伴う環境への流出が河川の富栄養化の原因ともなり、カル

シウム等の過剰な蓄積は塩基バランスが崩れ、特定元素との吸収の拮抗作用による欠

乏症（例えばマグネシウム欠乏）を引き起こす[42]。土壌の健康を司る持続的な生産

性と低環境負荷の維持には、適切な土壌診断に基づいた施肥管理が必要である。 

 

④ 不適切な耕うん  

農地を耕すことは、人類が農業を始めた当初から行われてきた基本的な農作業であ

る[43]。耕うんの目的は、土壌表面の残渣や雑草を取り除き、播種した種子がうまく

発芽するように土壌表面を整えることである。また、肥料を土壌に混和したり畝を整

地したりするためにも行われる[44]。 

トラクタの開発によって耕うん作業は楽になったが、耕うんの強度や回数の増加は

土壌劣化を引き起こす[45]。また、トラクタの大型化は時間当たりの整地面積の増加

をもたらすが、同時に土壌の圧密の程度も増加し、世界の農地の 20％が機械の大型化

による圧密により農業生産が低下している[46]。 

耕うんによる土壌劣化は土壌団粒の物理的な破壊、土壌有機物の分解促進、土壌生

物の減少をもたらす。これらは互いに関連しており、物理的撹乱により相対的に細菌

のような単細胞で小型の生物よりも糸状菌やミミズなどの長い、あるいは大型の生物

が負の影響を強く受け、それまで団粒で保護されていた易分解性の有機物が分解され、

土壌有機物含有率の低下を招く。そのため団粒形成を行う生物活動が低下し、そのこ

とが、土壌生物の生息場所の単純化を引き起こすという悪循環につながる。そこで、

全面的に画一的に耕うんするのでなく、不耕起や省耕起、部分耕起や浅耕など栽培に

合わせた耕うん方法が開発され、有機物による被覆やカバークロップによる土壌の保

護と合わせ保全農業と呼ばれるようになった[47]。 

 

⑤ 有機物管理の欠如  

土壌の健康の維持において、土壌有機物はその骨格を成す基本的要素である。土壌

有機物の喪失は、農業史の初期から続く普遍的課題であり、土地劣化・生産性低下・

気候変動を連鎖的に引き起こしてきた。一旦、土壌が開墾されると、土壌有機物の維

持対策がとられないかぎり、耕起以前の土壌有機物含有率は減少し始める。そのため、

人類は長い間、農耕地の肥沃度管理において、緑肥（カバークロップ）、作物残渣の供

給、有機質肥料の供給、たい肥の施用など綿々と行ってきた。 

しかしながら、現在の農業体系の中で、土壌は主に植物を栽培する培地であるかの

ように取り扱われ、生産性の追求の中で土壌有機物の管理は軽視されてきた。短期的

な視点では、栄養塩などの外部投入を通じて土壌栄養は確保し高い収量を確保したも
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のの、長期的な視点では、土壌の健康を支える土壌有機物は減少し続けている。残念

なことに、農業生産活動そのものが土壌劣化の原因となっている[48]。国連食糧農業

機関（FAO）は世界の土地の 25％が「著しく劣化」していて、「軽微に、あるいは中程

度に劣化した」土地は 44％、「改良途上にある」土地は 10％に過ぎないことを報告し

ている[49]。 

土壌有機物を維持管理するには土壌への有機物の投入を増やすことに加えて、耕起

の強度（頻度や耕うん深さなど）を下げること、作付け体系を多様化することも重要

である。この３つの方策を併用することで農業生産を通じて土壌有機物の減少を緩和

し、過去に土壌が確保していたであろう土壌有機物を復元することにつながる。しか

し、一度低下した土壌有機炭素ストックを元のレベルまで回復させるには長い年月と

継続的な対策が必要であることから、土壌有機物の維持・増加を長期的視野で捉え、

継続的に農業者を支援する枠組みが重要となる。 

 

⑥ 有機質土壌における過剰な排水  

有機質土壌の母材は湿地植物の遺体から成る泥炭であり、枯死した植物体が分解さ

れずに堆積したものである。泥炭土は主に北海道と東北地方に分布し、その面積は国

土の約１％を占める[50]。泥炭土は容積重が小さく、孔隙量が多く、有機物含量と水

分飽和度が高く、pHが低いことが特徴である。また、農作業に不可欠な地耐力も弱い。

しかし、戦後の食料増産のため、泥炭地でも農地開発が進められてきた。 

泥炭土の農地利用のためには、排水と鉱質土客土が必要不可欠である。しかし、泥

炭土では排水に伴う泥炭の乾燥収縮、圧密、分解により地盤沈下が生じる。宮地らは、

北海道美唄で、農地開発に伴い、約 40年間で３m以上の地盤沈下が生じ、泥炭分解の

寄与は約 30％であると報告している[51]。さらに、水田としての利用が転換畑として

の利用よりも地盤沈下と泥炭分解の抑制に効果的であるとしている。 

泥炭土は、植物の光合成で固定された炭素を多く含み、その分解は温室効果ガスで

ある CO2や CH4の排出をもたらす。永田は、美唄湿原とその周辺農地において、本来の

湿原植生においても CH4 の排出により地球温暖化を促進するが、小麦及び大豆圃場で

は CO2と N2O排出の増大により湿原の３倍、水田では CO2と CH4排出の増大により湿原

の６倍も地球温暖化を促進するとしている[52]。 

泥炭地の農業利用には、排水だけでなく、適切な地下水位管理を行う必要がある。

CO2と N2O排出は地下水位を下げると増加し、CH4排出は地下水位を上げると増加する。

メタ解析の結果、地下水位を-20 ㎝～-40 ㎝に保つと CO2、N2O、CH4の合計排出量が最

低となることが認められ、特に N2O 排出の抑制には適正な窒素施肥と毛管上昇による

土壌水分の維持が重要であることが示されている[53]。泥炭土の有機物は失われたら

元には戻らない。持続的な泥炭農地の実現のためには、作物生産性だけではなく地球

環境に配慮した管理が必要である。 
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⑦ 傾斜地の裸地化（不適切な森林管理） 

日本の国土の 67％を占める森林の多くは、傾斜地に分布している。森林土壌を不健

康にする主な要因は、養分に富む表層土壌を失うことになる土壌侵食である。土壌侵

食は、雨滴侵食による表層土壌の物理性劣化とそれに伴う表面流発生によって生じる。

森林では、林床植生や落葉・落枝などのリターの被覆が失われて地表が露出すると土

壌侵食が急激に進み[54]、傾斜が急なほど著しい。森林の約 40％を占めるスギやヒノ

キ等の針葉樹人工林では、間伐遅れによって林内が暗くなると林床植生が乏しくなり、

リターが主要な地表被覆となる。ヒノキの落葉は細かくなりやすく被覆効果が小さい

ため、間伐遅れに伴う土壌侵食が他の針葉樹人工林より生じやすい[55]。特に急傾斜

地では、根系が露出するほどの土壌侵食が生じる場合がある。人工林では、皆伐とそ

の後に植栽のために伐採残渣を除去する地ごしらえによって地表が露出するが、植栽

木の成長や林床植生の繁茂によって徐々に覆われていき、土壌侵食も低減していく。

しかし近年、植栽木への食害が人工林経営の問題となっているニホンジカの個体数増

加は、雑草木による植生被覆の回復を遅らせ、土壌侵食が継続する要因となる。天然

林においても同様に、林床植生へのニホンジカの食害が土壌侵食の原因となっており

[56]、ニホンジカの個体数管理が、森林土壌の健康を保つ上で重要となっている。 

 

⑧ ハザード物質の混入  

ア 重金属類  

生物にとって有害な重金属類は、土壌の健康を脅かす一因となる。ほとんどの重

金属類は土壌中に普遍的に存在しているが、生物に利用されにくい。土壌中の鉱物

や有機物の持つ吸着能によって溶出が抑制され、生態系における物質循環から隔離

されているためである。しかし、地質的に濃度が高い地域の土壌、大気降下物や灌

漑水等を介して土壌に混入した重金属類の健康影響は無視できない[57][58]。工場

跡地等では汚染した土壌からの溶出・流出を防ぐ処理を施して、地下水を含む周辺

環境から重金属類を隔離することが義務付けられている。農地では、作物の根の生

育範囲にある土壌の重金属類濃度が基準値を超過する場合は、非汚染土の客土等の

対策が施されてきた。このように法整備や対策が進んだことにより、生態系や作物、

ヒトに対して短期間で影響が現れるような深刻な土壌汚染は、国内では稀なケース

となっている。普遍的に存在する重金属類の混入をどこまで許容できるかは、土地

利用により大きく異なる。農地土壌への混入は可能な限り回避すべきであり、汚泥

肥料や堆肥等の重金属類濃度は継続的な監視が必要である。また、微量であっても

慢性的な摂取が健康被害を引き起こすおそれがあるヒ素やカドミウムのような物

質については、作物吸収を最小限に抑えなくてはならない。作物吸収量は、重金属

類の土壌中濃度だけでは一概に決まらず、吸着能をはじめとする土壌特性や、栽培

管理条件の影響が大きい[59]。 
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イ 放射性物質  

日本の国土において放射性物質による農地の汚染が広く問題視されたのは、1960

年代の大気圏内核実験である。主に北半球を中心に各国の実験が行われた結果、全

球的に人工放射性核種（放射性セシウム、放射性ストロンチウム）による汚染が広

がった。日本においては国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（農研

機構）による全国の圃場を対象とした、土壌と収穫物の人工放射性核種のモニタリ

ングが 1960 年頃から行われている[60]。放射性セシウムによる土壌の最大の汚染

は 1965 年頃の平均約 43Bq/kg であった。2011 年の東京電力福島第一原発での事故

は福島県の他、宮城県、栃木県、群馬県、千葉県、茨城県の周辺県の一部の地域に

も影響が及んだ。降下した放射性物質は 131I、 134Cs、 137Csが主体であったが、半減

期が順に約８日、２年、30年であったことから、長期間にわたって問題となってい

るのは 137Csである。食品由来の内部被ばくを低減するために、土壌中放射性セシウ

ムの作物への移行抑制には土壌中の交換性カリウムの濃度を一定以上に維持する

ためにカリウム肥料を施用する対策[61]が極めて効果的であった。また、セシウム

には土壌中の粘土に強く固定され、表層に残留する特性があることから、汚染レベ

ルの高いところでは表土除去が有効であった。約５cmの表土をはぎ取り、近隣の非

汚染土壌（表土をはいだ山土）を加え、肥沃度向上のために肥料、堆肥等を添加し

て耕起することで汚染レベルを大幅に削減した。ただし、今後も除去した土壌の取

り扱いの問題が残されている。いずれにしても、これらの対策の効果は大きく 2012

年以降の基準値超過事例は極めて少ない[62]。 

 

ウ マイクロプラスチック  

石油などから作られるプラスチック（合成樹脂）は生活日用品から工業製品、医

療器具まで現代人に不可欠であるが、石油資源を使わずサトウキビやトウモロコシ

残渣などを原料としたバイオプラスチックも注目されている。一般に疎水性である

が、高吸水性のポリマーも開発されて紙おむつなどに利用され、砂漠の緑化への活

用も試みられている。農業資材としてハウス温室やトンネル掛けに用いられる他、

土壌表面を被覆し地温上昇や雑草防除用マルチフィルムも普及しており、省力化に

は使用後に土壌中で分解する生分解性プラスチック製マルチフィルムも期待され

ている。 

プラスチックが物理的に破砕されたり、日光や微生物により分解された破片（マ

イクロプラスチック; MP）が海洋汚染につながることが問題となっており、さらに

陸域には海洋の約 10倍量の MPが存在するとの推定もあるので、プラスチックの行

方が注目されている。最終的には CO2 と水にまで分解するとされる生分解性プラス

チックも、分解に長時間を要するものや、分解中間産物が土壌有機物の分解を促進

し、添加プラスチック中の炭素より多くの CO2を発生させるもの、CO2以外の N2Oや

CH4などの温室効果ガスを発生させるもの、さらには生態系や植物生育に悪影響を及

ぼす可能性のあるものも指摘されている[63][64][65][66]。 
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MPがヒトの健康に影響を及ぼすとの報告もあり[67]、土壌の健康を維持する上で

もプラスチック問題は避けられない課題である。 

 

エ 動物用医薬品由来の薬剤耐性菌（遺伝子） 

動物用医薬品としての抗菌剤が効かない耐性菌の出現は世界的に大きな脅威で

あり、このまま何も対策を講じないと 2050年には 1000万人の死亡原因となると推

定されている[68]。2015年に世界保健機関が薬剤耐性に関するグローバルアクショ

ンプランを採択したことを受け、厚生労働省は 2016年と 2023年に薬剤耐性 （AMR）

対策アクションプランを決定した。また、農林水産省は 1999年より動物由来薬剤耐

性菌モニタリングを実施している。家畜にはヒトよりも多くの抗菌剤が利用されて

いるが[69]、下水のような集中処理施設がないだけでなく、抗菌剤が飼料添加物と

しても使用されているため、広範な環境影響が懸念される。堆肥化によって抗菌剤

や ARB （Antibiotic Resistant Bacteria）の減少は期待できるが、ARGs (Antibiotic 

Resistance Genes)は一定量残存し、別の微生物に水平伝播する可能性が指摘され

ている。  

堆肥化を行っても一定量の ARB や ARGs は残存し、細胞外遺伝子であるプラスミ

ドを通して別の微生物に ARGsが水平伝播する可能性が指摘されている[70]。一方、

Katada らは家畜ふんの嫌気性消化処理において ARGs の分解が効率的に進むことを

報告した[71]。また、有機物施用を伴う土壌還元消毒過程においては嫌気条件で好

気性土壌病害菌が効率的に死滅した[72]。さらに、Chenらは、堆肥化過程において

は温度よりも、pH、 EC、 窒素循環に関わる微生物が ARGsの増殖を抑制することを

明らかにした[73]。これらのことは畜種や堆肥化方法が抗菌剤・ARB・ARGs の動態

に大きく影響することを示唆している。 

DNA の土壌中での移動性は一般に小さいといわれているが[74]、堆肥施用農地に

おいて ARGs の検出が報告されており[75]、堆肥施用に着目した研究の実施が求め

られる。Li らは ARGs 下方移動の可能性を示し、土壌 pH や有機物含量の関与を示

唆したが、詳細なメカニズムは分かっていない[76]。ワンヘルスの観点からも，土

壌中での抗菌剤・ARB・ARGs の動態を総合的に理解し，環境中での拡散リスク低減

対策を早急に講じる必要がある． 
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３ 土壌の健康の社会実装の現状と課題 

(1) 土壌教育  

① 学界での取り組み 

私たちの衣食住の供給をはじめとして地球上のすべての生命を支え育む土壌の健

康を担保することの重要性を就学前児童から一般市民に至るすべての地球社会の構成

員に周知すべく、国内にあっては日本土壌肥料学会や日本ペドロジー学会他の関連学

会がその活動をリードしてきた。とりわけ日本土壌肥料学会は 1982 年に土壌教育委

員会を組織し、これまでに１）初等・中等教育現場での土壌教育の実態調査及びそれ

に基づく土壌関連教科（理科・社会科・技術家庭科・農業科・総合的な学習（探求））

の教科書・教材記載内容の検討、２）関連教科授業での使用効果が期待される教育手

引書の作成、３）自然科学系博物館等における土壌標本の展示促進、４）学会の年次

大会における高校生の研究発表実施、５）一般市民を対象とした公開シンポジウムの

開催、６）文部科学省・教科書出版社などへの土壌教育教科内容の改訂と新規導入に

ついての意見申入れなどを行ってきた。2017 年の学習指導要領小学校理科の単元に

「土の粒」が取り上げられたことは上記活動の大きな成果の一つである[77]。また、

近年、土壌が持続可能な開発目標（SDGs）達成の要であることが関連学会でも議論さ

れるようになり、農学や生物・生態学のみならず工学さらには社会科学系諸学会との

連携の下、日本学術会議環境学委員会環境科学分科会[78]及び同委員会環境思想・環

境教育分科会[79]から土壌並びに土壌教育の役割と重要性を広く世に発信するに至っ

ている。 

国際的には世界 90 余か国の当該分野関連学会の連合体である国際土壌科学連合

(IUSS)に、会長をはじめとして８名(2018-22 年、参加国最多)の役員を送り込むこと

により土壌教育の啓発・普及手法の開発を主導し、「土壌教育の国際ガイドライン」を

提示した[80]。今後は上記ガイドラインに沿って、「土壌の健康」教育の充実・整備並

びに社会実装を推進していくことが日本並びに世界の持続的発展を具現化するために

必要不可欠であると考えられる。 

 

② 高等教育(大学)での取り組み 

高等教育機関における高度に専門化された先端的研究の成果により、土壌の生成か

ら生命の起源、植物や動物の連鎖を通じたナノスケールからグローバルスケールでの

相互関係を解明し、土壌―生態系―植物―動物－人間活動への連鎖と綿密なコミュニ

ケーションについて科学的知見を有している。しかしこのような広範にわたる科学的

知見とその農業生産現場での活用について、いまだ十分な技術展開がなされていない

[81]。その結果、人類はかつてないほどの農産物を生産することに成功した一方で、

地球上のあらゆるところで深刻な土壌劣化を引き起こしている。とりわけ気候変動に

直面している人類にとって、農業のレジリエンス（被害を受けても速やかに回復し安

定生産を続ける力）が注目されるが、ここでは、耐干ばつ性品種の導入ばかりでなく、

作物多様化（輪作・混作）、有機物による土壌改良、灌漑や排水の強化など栽培と土壌



 

１３ 

管理の両面からのアプローチが有効となる。これらの対策は、各地域で土壌の健康を

高める方策と一致する。従来の大学などの高等教育の場面では個々の専門分野におけ

る個別の現象について、原理・原則を明らかとする教育研究を実施してきた。しかし、

人類の持続的な生存を支える基盤として、土壌の健康の維持を改めて対象としたとき

に、今までの土壌に関する知識の深化を図る必要がある。同時に、どのような土壌管

理が持続的な社会で求められるのかを、地域特性や農業特性、コミュニティの意思を

踏まえ、科学的データを用いた定量的かつ包括的な検証に基づいて意思決定すること

が不可欠であり、それを担う人材と実施機関の育成・整備が求められる。こうした人

材を育成するためには、高等教育における土壌教育において、講義・実験による土壌

に関する知識修得に加え、野外フィールド実習を中核に据え、土壌断面観察、土壌サ

ンプリング、土地利用・作物生育・農作業管理と土壌の関係の把握を通じて、土壌の

物理性・化学性・生物性を総合的に理解させることが重要である。特に大学附属農場、

演習林、野外実験施設を活用し、地域の自然や農業現場と実験室を往還しながら学ぶ

実践的教育は、土壌の健康の維持・改善に関する科学的知見を社会実装へつなぐ人材

育成の基盤となる。 

 

③ 初等・中等教育での取り組み 

文部科学省は、全国どこの学校でも一定の水準が保てるよう、教育課程の基準とし

て学習指導要領を定めている。1947年に試案が作成され、1958年に学習指導要領が改

訂されて以来、約 10年に一度の頻度で改訂されている。児童が使う教科書は、学習指

導要領に基づいて作成される。 

土に関わる直接的な記述を見ると、1958年の改訂版には、土や砂への水のしみ込み

方、土は岩石から変わったものであることを知る、という土壌の無機的な性質、また

植物の成長には養分・温度が関係すること、イネの栽培において、除草・施肥などが

生育に関係すること、という有機的な内容が含まれていた。しかし平井氏らが指摘す

るように、学習指導要領における土の有機的・無機的な取り扱いは 1968 年から 2008

年の中で減少してきた[82]。全体を通して土は岩石などが風化した無機物と生き物に

由来する有機物から成る、という土の本質が示されたことはなく、土について直接的

に学ぶ記述は減少傾向にあり、土壌の健康について考える土台がないのが現状である。 

現行の学習指導要領[83][84]における土に関連する学習内容とその課題（問題点）

を挙げる。小学校１ ・２年生の生活科と、３年生から始まる理科の生命・地球と物質・

エネルギーの４つの領域から、生命・地球分野（中学校では第２分野という）で土に

関連する部分について記す。 

１・２年では身近な自然を観察する内容が含まれ、具体的な活動や体験が重視され

ている。理科の生命分野において、３年の「身の回りの生物」では観察の目標の一つ

が“生物は、色、形、大きさなど、姿に違いがあること。また周辺の環境と関わって

生きていること”である。様々な種類の動植物を観察すること、生息している多様な

環境に着目することが求められている。 
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５年生の「植物の発芽、成長、結実」の単元では、“植物は、種子の中の養分を基

にして発芽すること”、“発芽には、水、空気及び温度が関係していること”、加え

て“成長には、日光や肥料などが関係していること”を学ぶ。しかし、肥料が土壌中

で無機養分として存在し根から吸収されることについては触れられていない。教科書

ではバーミキュライト等を用いて肥料の有無で栽培する実験が紹介されており、植物

の成長には肥料が必要であると理解させる内容になっている。 

６年生の「植物の養分と水の通り道」（この養分はでんぷんを指す）の単元では植物

の根から水が吸い上げられることを学ぶが、（無機）養分の吸収については記述がない。

また「生物と環境」の単元において、“生物は、水及び空気を通して周囲の環境と関

わって生きていること”の学習では、地球上の水の循環（川・海→水蒸気や雲→雨）

に触れることになっている。しかし通り道である土には言及がない。また“生物の間

には、食う食われるという関係があること”の学習では、食べ物に着目して生物同士

の関わりについて学ぶとされるが、落ち葉や死骸を食べる生き物には言及がない。 

中学校では、２年生の「植物の体のつくりと働き」を学ぶところで、植物が根から

水とともに溶けた養分を吸収することが説明されているが、それらが土壌から供給さ

れることには触れられていない。３年生で学習する「自然と人間の中の生物と環境」

において自然界の釣り合いや、自然環境の調査と環境保全について学習する。自然界

の釣り合いでは、“分解者の働きについても扱うこと。その際、土壌動物にも触れる

こと”と記載されている。 

地球分野において、小学校４年生では、「雨水の行方と地面の様子」の単元で “水

のしみ込み方は、土の粒の大きさによって違いがあること”を学習する。 “土の粒”

という土が直接言及される記述があるものの、扱う土については、校庭や教材園、砂

場などから土を採取することが例示され、教科書で取り上げられる材料としては、砂

利・砂・校庭の土が多く、教材として販売されている粒径の異なる人工物が紹介され

るなど、自然の土を扱う例は少ない。 

５年生では、流れる水の働きと土地の変化の学習で、“流れる水には、土地を侵食

したり、石や土などを運搬したり堆積させたりする働きがある”ことを学ぶ。 

６年生では土地のつくりと変化の学習として、“土地は、礫、砂、泥、火山灰など

からできており、層をつくって広がっているものがあること。また、層には化石が含

まれているものがある”を学ぶ。５年生では現在も生じる事象として石と土が運搬さ

れ堆積することを学ぶが、６年生では土という記述はなく、学習の内容は地学・地質

学的である。これは中学１年生の地層に関する単元でも同様である。 

このように、土に関連する学習項目があるものの、土の本質に直接的に言及する記

述は少ない。しかし、土の観点を取り入れて学ぶことで単元間のつながりが強化され

ると考えられ、これは、「主体的・対話的で深い学び」の実現を掲げる現在の学習指導

要領の理念に合致するものである。そのためには教師が土壌について学ぶ機会と利用

可能な資料を提供することが必要であろう（５(4)参照）。 

 



 

１５ 

④ 米国での取り組み 

米国では、５～18歳を対象とした「4H（Head, Heart, Hands, Healthを育てる）」

教育プログラムがあり、農業、STEM （Science, Technology, Engineering, Mathematics）、

芸術といった文系及び理系の分野に関する課外活動が、大学などを通じて実施されて

いる。これは 1900年代初期から続く伝統であり、ハイキングやキャンプを通じて土壌

と生態系の関係性を調査したり、土壌の健康に関する活動が各州で行われたりしてい

る。中でも「Land Judging Contest」は、全米未来農業者協会（FFA）が 4Hプログラ

ムとともに主催する全国規模の大会であり、中学生や高校生が土壌を観察・分析し、

その土地に適した土地利用を判断する競技というのもある。大学に進学すると、「Soil 

Judging Contest」として、さらに高度な内容となり、土壌の健康や状態を時間制限内

に調査・評価する大会が全国規模で行われている。大学の授業では、各州が協力して

カバークロップを実際に植えて育て、その生育量を競うことで、その土地に適した土

壌の健康を維持・管理・活用する（保全）とかばい守る （保護）の実践的な方法を学ぶ

取り組みもある[85]。また、米国土壌学会は 4Hで使用される教材の作成に貢献してお

り、農務省（USDA）や FFA（Future Farmers of America）は学生に向けて金銭的な支

援を提供している。 

 

⑤ 各国の土壌教育 

国際土壌科学連合(IUSS)による取りまとめ[80]に基づくと、世界の多くの国々では

「土壌の健康（Soil Health）」を自然資本として捉え、さらに経済、政策、その他の

地域文化・社会的側面をも包摂した「土壌の安全保障（Soil Security）」[86]の概念

に基づいた土壌教育を、SDGsの実現を目標にして、取り組んでいる。具体的な教育手

法やテーマについては、当該国・地域により多様であることを認めつつも、基本とな

る教育プロセスとして、学習者の１）感知・感作、２）知識の習得・展開、３）問題

解決、を段階的に実施することが必要であると考えられている。これら一連の教育プ

ロセスは（前）初等→中等→高等・市民教育の場で、ある程度の重複を許容しつつ展

開することが一般的であり、中でも全プロセスの基礎となる１）及び２）の教育プロ

グラムは地域を問わず実施されており、特に中南米の小学校では活発である。３）に

ついては高等（大学・大学院）教育の歴史の長い欧州、北米、オセアニア地域での高

度かつ多様なプログラムが整備・実施されているが、アフリカ地域でも成人（特に農

業従事者）向けの実践的技術研修が国際協力の一環として活発に実施されている例を

みることができる。比較して我が国を顧みるに、特に都市化の著しい地域では上記の

教育プロセスの基礎である１）を経験する機会が乏しく、また、２）についても習得

すべき内容が複数の教科に断片化されていることから、それらを「土壌の知識」とし

て展開・利用、さらには SDGsなどの問題解決のための行動へとつなげる能力開発に大

きな障害となっている。 
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⑥ 土壌教育のネットワーク 

土壌の重要性をかんがみると、学校のカリキュラムに土壌教育を位置付ける可能性

を追求することが求められる。しかしながら、現在はカリキュラム・オーバーロード

が問題になっており、また実践事例も限られていることから、即座に学習指導要領に

組み込むことは困難であろう。将来的に学校のカリキュラムに位置付けるためには、

まず質の高い土壌教育の実践を生み出し、草の根的に実践を普及していくことが重要

だと考えられる。 

具体的には、次のような実践づくりが考えられる 。第１に、各教科において土壌に

関連する内容を扱う単元に注目し、そこに土壌に関する理解を位置付けるものである。

例えば、「農業」（社会科）、「生態系」（理科）、「栽培」（技術・家庭科）といった内容

を扱う単元において、土壌に関するより深い内容を位置付ける可能性を追求すること

が考えられる[86]。 

第２に、「総合的な学習（探究）の時間」などで、土壌について児童・生徒が探究す

る機会を提供することが考えられる。児童・生徒の発達段階に応じて、どのような探

究を進めることができるのかについて検討することが重要である[88]。 

今後は、各学校で既に生み出されている実践事例を収集するとともに、新たな実践

を生み出したい学校の教師と研究者をつなぎ、質の高い実践事例を生み出すようなネ

ットワークを構築していくことが重要であろう。 

 

(2) 土壌の健康を増進させるインセンティブに関わる社会制度 

① 日本の「みどりの食料システム戦略」 

     日本の農業環境政策は 2021年５月に策定された「みどりの食料システム戦略」（以

下、「戦略」）によって再定義されることとなった。「戦略」は 2050年までに、農林水

産業の CO2 ゼロエミッション化の実現、輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料使

用量の 30％低減、化学農薬使用量 （リスク換算）の 50％低減、有機農業の取組面積の

割合を 25％（100万 ha）に拡大などの目標を掲げている。2022年に制定された「みど

りの食料システム法」に基づいて、環境負荷低減に取り組む農林漁業者の計画認定（み

どり認定）、地域ぐるみで取り組む特定区域の設定・特定計画の認定、有機農業の拡大

を実践するオーガニックビレッジの指定、農林水産分野におけるカーボン・クレジッ

ト制度の推進、環境負荷低減の取り組みの見える化が進められている。また「戦略」

の目標を達成する生産性向上と持続性を両立させるための現在利用可能な技術や近い

将来利用可能な技術等を示した「みどりの食料システム戦略技術カタログ（Ver.5.0）」

が公表されている[89]。 

     日本の環境保全型農業に関する政策は、1992年に策定された「新たな食料・農業・

農村政策の方向」で初めて示された。その後、1999 年に「食料・農業・農村基本法」

（以下、「基本法」）が制定されたことにあわせて、環境三法と呼ばれる、「持続性の高

い農業生産方式の導入の促進に関する法律（持続農業法）」、「家畜排せつ物の管理の適

正化及び利用の促進に関する法律（家畜排せつ物法）」、「肥料取締法の一部を改正する
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法律」が制定された。この持続農業法において、土づくり、化学肥料の使用低減、化

学合成農薬の使用低減の３つの技術に取り組む計画を作成した農業者を都道府県知事

によってエコファーマーに認定する制度が発足した（現在はみどり認定へ継承）。2003

年には「農林水産環境政策の基本方針－環境保全を重視する農林水産業への移行」が

公表されて、環境負荷の低減を図るために、農業環境規範とクロスコンプライアンス

制度が導入された。2006年には、「有機農業の推進に関する法律（有機農業法）」が制

定された。2007年から農地・水・環境保全向上対策が開始され、そのうちの農業環境

支払メニュー部分は、2011年に環境保全型農業直接支援対策へと分離され、2014年に

は環境保全型農業直接支払交付金となった。 

また国としての地球温暖化対策計画、気候変動適応計画、生物多様性国家戦略に基

づき、農林水産分野では、農林水産省地球温暖化対策計画（2017年制定、2021/25年

改定）、農林水産省気候変動適応計画（2015年制定、2017/18/21/23年改定）、農林水

産省生物多様性戦略（2007年制定、2012/23年改定）が策定された。 

これらの政策導入を背景として、「地力増進法」に基づく「地力増進基本指針」では、

環境保全型農業の推進に関する環境負荷の軽減事項として「土壌診断に基づく土づく

りや適正施肥」の次に、「農地土壌への炭素貯留」「水田からの CH4排出削減」「温室効

果ガス排出状況・削減効果の評価手法の高度化」が取り上げられている。 

改正前「基本法」の旧第 32条では、「国は、農業の自然循環機能の維持増進を図る

ため、農薬及び肥料の適正な使用の確保、家畜排せつ物等の有効利用による地力の増

進その他必要な施策を講ずるものとする。」と定めていた（自然循環機能とは、旧第５

条で「農業生産活動が自然界における生物を介在する物質の循環に依存し、かつ、こ

れを促進する機能」と定義している）。「基本法」に基づいて策定される「食料・農業・

農村基本計画」（以下、「基本計画」）では、「基本計画、2005年閣議決定」において地

球温暖化対策への言及はありつつも、主に省エネルギー化・新エネルギー利用及び自

然循環機能の維持増進を図る観点からの環境保全に係る施策を講じるとしていたが、

「基本計画、2010年」では「地球環境問題への貢献」として農地土壌の炭素貯留も含

めた地球温暖化対策や生物多様性保全策の導入も明記され、その後の「基本計画、2015

年」及び 「基本計画、2020年」においても「気候変動への対応等環境政策の推進」で

それらに言及していた。 

みどりの食料システム戦略を推進していることを踏まえて、2024 年に改正された

「基本法」では、新たな基本理念として新第３条「環境と調和のとれた食料システム

の確立」が定められた。また新第 32条で「国は、農業生産活動における環境への負荷

の低減を図るため、農業の自然循環機能の維持増進に配慮しつつ、農薬及び肥料の適

正な使用の確保、家畜排せつ物等の有効利用による地力の増進、環境への負荷の低減

に資する技術を活用した生産方式の導入の促進その他必要な施策を講ずるものとす

る。」とした。そして「基本計画、2025年」では、「農業生産活動における環境負荷の

低減」において、農地土壌への炭素貯留や生物多様性にも配慮した水稲栽培における
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中干し期間の延長などを含めた、様々な気候変動緩和策、生物多様性保全策が明記さ

れた[90]。 

 

② 米国の「Healthy Soils Healthy Climate Act」と「土壌健康指標」 

米国における土壌保全・保護の歴史は、1930 年代のダストボウルを契機に始まり、

土壌侵食や劣化が国家的課題として認識されるようになった[91]。以降、政策と科学

技術の両面で土壌管理の進展が図られ、今日に至るまで複数の概念が提案・定義され

てきた。例えば、農業収量の向上を目的とした「Soil Fertility」、土壌を有限な資源

と捉える「Soil Sustainability」、気候変動などの人為的影響に対する回復力を示す

「Soil Resilience」、Water Qualityや Air Qualityから派生した「Soil Quality」

などがある。1990年代以降、土壌生物の機能や生態系サービスに焦点を当てる「Soil 

Health（SH）」という概念が注目されるようになった[91]。SH の定義や評価指標は多

様化・精緻化が進んでおり、USDA は SH を「食料生産、水質・大気質の調整、生物多

様性の維持などの生態系サービスを支える土壌の能力」と定義している[92]。一方で、

評価の標準化や簡略化に対しては批判的な意見もあり、測定の妥当性・再現性・実装

可能性をめぐる議論が続いている。こうした背景のもと、産官学民金の五者連携によ

る体制整備が志向され、科学的根拠に基づく土壌管理を支援する制度・政策・市場の

構築が進められている。 

主要なアクターには、米国農務省自然資源保全局（USDA NRCS）などの政府機関、

Soil Health Institute（SHI）などの非営利団体、Cornell Soil Health Labなどの

大学・研究機関、そして SH診断サービスや被覆作物の種子を販売する民間企業やスタ

ートアップが含まれる。USDAは、再生型農業の実践や AI ・データ駆動型の土壌管理の

普及を積極的に支援しており、Conservation Innovation Grants （CIG）などの助成制

度を通じて SH 関連研究への安定的な予算確保が図られている。米国農務省国立食品

農業研究所（USDA NIFA）の主要公募でも SH は常設領域として扱われており、

Environmental Quality Incentives Program（EQIP:最大 75％の実装費用補助）、

Conservation Stewardship Program （CSP：５年間の保全活動への支払い）、

Conservation Reserve Program （CRP：農地・湿地・森林の保全支援）などのプログ

ラムを組み合わせたボトムアップ型の実証・展開が各地で定着している。2025年時点

で、米国農地の約 27％が国の支援を受けて SH に取り組んでおり、補助なしで自主的

に実践する農家も存在する[93]。インセンティブ設計は、収益性・リスク低減・環境

便益を統合する成果指標に基づいて行われている。2021年度第 118議会では、Healthy 

Soils Healthy Climate Act（上院法案 S.2588／下院法案 H.R.5043）が提案された。

この法案は、EQIP 内での SH 及び炭素固定モニタリングの支払制度を恒久化し、年次

予算編成に依存せずに SHの改善と炭素固定、作物の回復力向上、大気中の炭素削減を

目指すものである。大学や研究機関への支援も検討されているが、現時点では法案は

未だ可決されていない。 
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SH の評価方法については、アクター間で標準化や最小データセット（MDS）の議論

が進められている。USDA は化学・物理・生物の三側面から 32 項目の指標を提案して

おり[94][95]、SHIは SOC（土壌有機炭素）、団粒安定性、炭素無機化ポテンシャルを

中核指標としている。指標の構成や「Indicator」と「Index」の違いについては、５

(1)で詳述する。SH はカーボン・クレジット市場とも連動しているため、評価方法の

透明性が強く求められている。 

USDAは SH実装において、以下の４つの管理手法を推奨している：（１）生きた根の

存在を最大化する、（２）撹乱を最小化する、（３）土壌被覆を最大化する、そして（４）

生物多様性を最大化することを必須な管理手法であると提言している。現場では、被

覆作物、不耕起・減耕起、輪作、踏圧管理、有機資材投入、アグロフォレストリーな

どが導入され、土壌撹乱の低減、被覆確保、多様性付与、生物活性促進の実現を目指

している[93]。以上を踏まえて、今後日本独自の SHにおける定義とガバナンスを形成

し、産官学民金の協働で社会実装することが急務である。 

 

③ 欧州連合の「New soil monitoring law」 

欧州連合（EU）土壌劣化ダッシュボードに示された指標では、欧州の土壌の 60％以

上が不健康な状態にあるとされる[96]。土壌劣化が広範かつ国境を越えて進行してい

ること、また環境・経済・社会に重大なリスクをもたらすことから、土壌モニタリン

グ法により、その推移を観測し、対策を取ることが求められている。EUにおいて共通

する土壌モニタリングシステムの確立は、土地所有者、農家、土壌管理者、政策決定

者への情報提供と支援において極めて重要である。実際、健全な土壌を促進するため

の適切かつ効果的な措置の実施には、特に土壌タイプ、気候条件、土地利用の著しい

多様性に対応するため、データ、情報、知識が必要不可欠である。現場での持続可能

な土壌管理実践から得られる知見は、モニタリングとガバナンスメカニズムの精緻化

に情報を提供し支援する[97]。 

土壌モニタリング法は 2025年 10月に採択された[98]。この法律は、土地劣化に関

する理解を深め、土地管理者・所有者・社会が土壌の健康を向上させることを支援す

るため、データを収集する調和された EU 土壌モニタリングシステムを構築すること

を定めている。データ収集は各国で行われているモニタリングに合わせ、それぞれの

責任と負担によって行われる。その目標は、EUのゼロ汚染構想に沿って、2050年まで

に全ての土壌を健全な状態にすることである。EU土壌モニタリング法は、農家が作物

の選択、施肥、灌漑、水管理に関するより良い意思決定を行う上で大きな利益となる。

定期的なモニタリングは、栄養素欠乏の特定にも役立てることができる[99]。 

EUにおける法律は、各国の法律において更に具体的に地理環境・社会状況に合わせ

て運用される。モニタリングそのものは各国で行われる。指標、またその測定方法は

統一され、結果は簡素化された形でダッシュボードに提示される。指標はまだ発展段

階であり、物理性、化学性及び生物性の指標についてテーマごとにまとめられている:
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土壌水収支、土壌熱収支、土壌物質収支、土壌構造、土壌種の多様性、土地利用[100]。

特に生物的な指標についてはまだ合意形成が途上で、今後増えると予想される。 
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４ 土壌の健康の評価と改善 

(1) 土壌診断 

① 土壌の健康の指標 

土壌の持続可能性を確保するためには土壌の健康の評価が不可欠である。EU及び米

国では深刻な土壌劣化を受け、科学的指標に基づく土壌の健康の指標化が始まってい

る。土壌の健康は生きた生態系としての機能を維持・向上し、人・作物・動物・環境

を支える能力を指す概念であり、これまで複数の土壌の健康指標が提案されている。 

土壌の健康の指標化には、土壌の持つ化学性（pH、栄養塩、塩基飽和度など）、生物

性（土壌微生物バイオマス、多様性、酵素活性など）、物理性（土壌構造、水分保持力、

通気性など）の観点から個々に評価し、これらのデータを総合的に評価する取り組み

が進んでいる。 

従来の土壌診断は主に化学分析に偏りがちであり、土壌に不足する栄養塩の供給が

主目的として行われてきた。しかし、土壌の健康の視点からは、生物的・物理的指標

を統合的に評価するアプローチが重視されている。例えば米国農務省農業研究局

（USDA-ARS）の Haney土壌健全性テストは、従来の無機養分中心の分析に代わり、土

壌呼吸量（CO₂発生による微生物活性指標）や水抽出及び有機酸抽出による植物利用可

能態養分の測定を組み合わせて土壌の総合的な健康度を評価する手法である。一方、

コーネル大学の包括的な土壌健康評価（CASH：Comprehensive Assessment of Soil 

Health）は、農家や研究者向けに 2006年から提供されている総合診断サービスで、土

壌養分分析に加えて土壌の生物的・物理的制約要因に関する標準化指標を報告する土

壌の健康検査とされている。CASHでは土壌有機物含有率、Active Carbon（過マンガ

ン酸カリウムによる酸化可能炭素）、微生物由来の土壌窒素、窒素無機化量（潜在的無

機化窒素；PMN: Potentially Mineralized Nitrogen）、土壌呼吸量、団粒安定性、浸

透速度、土壌硬度（貫入抵抗）など、多面的な指標を測定し、0～100のスコアで土壌

の健康度を評価する。このような統合的評価は、どの土壌機能が不十分かを特定し、

適切な土壌管理改善策につなげることを目標としている。 

しかし、既往研究では、特定の土壌環境を対象とするものがほとんどであり、日本

に広く分布する黒ボク土を対象とした研究は少ない。CASHに準じる手法を日本の黒ボ

ク土に当てはめてみた結果、一部の黒ボク土では農業管理の手法（耕うんやカバーク

ロップ利用）は土壌の化学性への差異は少ないが、土壌の物理性や生物性に関する影

響が大きい傾向が見られたが[101]、その他の地域での詳細な追試が必要である。 

そのため、日本の土壌特性と農地利用を踏まえた日本型の土壌健康指標を開発する

ことは、土壌の本質的な機能を広く理解し、土壌管理における意思決定を支援するた

めに重要である。ここでいう日本型とは、黒ボク土などの土壌の違いだけでなく、畑

地と水田の違いを含む農地条件を考慮した評価体系を意味する。また、こうした指標

の整備は、次世代に健康な土壌を継承するために現世代が担うべき課題である。さら

に、その指標は現場で実際に土壌管理を行う農家にとって理解しやすく、活用しやす
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いものでなければならない。単なる土壌分析データを羅列するのではなく、農家が自

ら測定・理解・行動できる指標が求められる。 

 

② 土壌資源管理 

食料安全保障及び環境保全の両立のため、農耕地土壌の実態と経時的変化を総合的

に把握し、適切な土壌資源管理に役立てることは極めて重要である。日本においても

農林水産省の各種土壌調査事業において、土壌資源の分布状況の把握（土壌図等の作

成）、農地管理に伴う土壌の質的変化のモニタリングが行われてきた。全国的な土壌モ

ニタリングについては、都道府県公設試験場の試験圃場において精緻な農地管理の下

に実施されている基準点調査、及び全国約３千６百地点（2025年時点）の生産者圃場

において実施されている定点調査がある。なお、定点調査は 1979年から開始され、当

初は全国約２万地点の生産者圃場において５年一巡で土壌理化学性モニタリングが実

施され、農地管理情報と合わせてデータベース化されている。この定点調査により、

樹園地や施設圃場における化学肥料の多施用に伴い、土壌中にリン酸が過剰に蓄積し

ている実態などが報告された[102]。これら土壌調査から得られた膨大な土壌データ

は、地方公共団体が作成する施肥基準や土づくり指針等の作成・更新に活用されてい

る。さらに土壌データは土壌有機物をはじめとする様々な物質に関する動態モデル開

発にも用いられ、それらモデル活用による地力変動の把握や農地からの環境負荷物質

の排出量算定等に幅広く活用されてきた。 

日本の各種土壌調査事業で得られた土壌データは体系化され、農研機構の日本土壌

インベントリーでデジタル土壌図、土壌断面データベース、土壌物理特性データベー

ス、土壌炭素・窒素マップ等として公開されている。更にデジタル土壌図及び土壌物

理特性データベース等は、土壌環境 API (アプリケーション・プログラミング・イン

ターフェース)としてデータ配信されており[103]、民間企業が上市する営農管理支援

システム上でも土壌データの商業利用が可能となっている。また、土壌データを活用

した土壌資源管理に資するアプリケーション開発・公開もされており、堆肥等の有機

質資材の肥効を可視化して化学肥料削減可能量を算定できる日本土壌インベントリー

「有機質資材の肥効見える化アプリ」、有機質資材の施用に伴う土壌炭素貯留量の変

動を可視化する農研機構「土壌の CO2吸収 「見える化」サイト」等として生産現場で広

く利用されている。 

 

③ 土壌病害管理 

農作物に発生する病害の中には、土壌中に長く生息する病原体が原因となるものが

あり、土壌病害と呼ばれる。病原体には真菌・卵菌類、細菌、センチュウ、さらにこ

れら真菌、センチュウにより媒介されるウイルスが含まれ、萎凋や萎縮などの症状を

引き起こす。一般に発病が確認された時点で防除が難しく、特に同じ作物を繰り返し

栽培する圃場では病原体の蓄積が進みやすく、発生リスクが常に懸念される。 
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こうした病害を避けるためには、土壌の肥料成分を適切に維持し、都道府県が公表

する病原体系統に対応した抵抗性品種を導入すること、さらに国や都道府県の防除暦

や発生予察に基づいた管理を行うことが重要である。ただし、土壌の種類や成分、気

象条件、さらには病原体密度が発病閾値に達しているか否かは圃場ごとに異なる。そ

のため播種や定植前に土壌を事前検査し、圃場単位で管理計画を立てることが望まれ

る。 

この事前検査は土壌分析と生物分析から構成される。生物分析では、病原体を分離

して同定する方法や、特異的 qPCR プライマーを用いて遺伝子解析から推定する方法

が利用される。しかし前者は培養可能な病原体に限定され、後者はプライマーの有無

に依存するため、全てを網羅できるわけではない。こうした制約を受けずに、これま

で蓄積された研究成果や発生解析を基に、予防と防除の概念を持つ Health checkup 

based Soil-borne Disease Management（HeSoDiM）の土壌病害管理法に基づき、圃場

の発病ポテンシャルを評価し必要な対策を提示する AIアプリ「Heso＋」が農研機構を

代表機関として、13の公設試験研究機関、１大学、そして民間企業が参画して開発さ

れた[104]。現在 10種類の作物の主要土壌病害に対応し実用化されている。 

検査の結果、病原体密度を低下させる必要があった場合、連作回避が最も有効とさ

れるが、実際の農業生産現場では困難な場合が多い。このため、農薬取締法に基づき

使用が認められた薬剤や、太陽熱消毒・土壌還元消毒といった物理的防除法が利用さ

れてきた。1990年代以降に技術開発が進み、2005年には臭化メチルがオゾン層保護の

観点から全廃され、その代替技術として改めて土壌還元法が注目された。さらに 2010

年代には有機資材を利用した方法が実証され、近年では低濃度エタノールを用いる実

用化技術も開発されている[105]。 

また、2021年に公表された「みどりの食料システム戦略」では農薬使用削減が政策

目標に掲げられ、新たな病害管理技術の導入が求められている。同時にソイルヘルス

（Soil Health）の概念が浸透し、土壌病害の発生と土壌成分や微生物多様性との関係

解明が進展している。近年は、これまでの拮抗微生物を利用した病害抑制効果に加え、

微生物多様性が病害発生に関連する知見や[106]、拮抗細菌と特定資材の施用により

苗立枯病の発生が軽減される事例[107]も報告されている。従来の防除技術にとどま

らず、病害予察と土壌管理を統合的に視野に入れた研究の必要性が高まっている。 

 

(2) 土壌の健康に配慮した農業技術 

① 水田 

水田の生物多様性、特に無脊椎動物は、有機栽培や特別栽培の導入、畦畔の粗放的

管理、ビオトープの設置、冬期湛水や中干し延長により改善する[108]。有機栽培等で

は雑草対策が大きな課題だが、湛水期間中に水田の土壌表面を軽く撹拌する中耕除草

は、５回程度の実施で雑草の抑制とある程度の収量が確保できる[109][110]。水田で

は有機物や水管理が稲の生育や CH4 排出に影響する。堆肥や稲わらの施用は肥沃度の

維持に重要だが、移植直後の急激な分解や CH4 排出量が増加する。これらへの対策と
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して、例えば稲わらの秋のすき込みは冬期間のワラの腐熟化が進み翌年春の栽培初期

の急速な土壌の還元化を抑制することに加え、CH4排出も抑制する[111]。さらに、収

量の多少の低下傾向はあるが、特に残渣等をすき込んでいる水田で中干しを慣行より

も延長することで、３割程度の CH4排出を削減できる[112]。また、特に東南アジアで

は節水かつ約 50％の CH4排出を抑制できる間断灌漑技術（AWD ：Alternate Wetting and 

Drying）が普及してきているが、この効果は土壌有機物が少ないあるいは降水量が多

いほど低下するため[113]、土壌の健康の悪化や気候変動による効果の低下が懸念さ

れる。 

 

② 畑 

日本の湿潤温暖条件では、地温と水分により土壌有機物の分解が速く進む[114]。し

たがって、土壌生物群の栄養基盤である有機物を積極的に補給・循環させる管理が、

畑地生態系の健康を保つ鍵となる。 

まずは、家畜糞や農業副産物、食品廃棄物、落ち葉などの地域有機資源を堆肥化し、

有機肥料として活用する方法である。これらを作付けの数週間〜数か月前に施し、す

き込んで微生物分解を促進させる。これらの即効性は弱いが効果が長続きし、施肥と

土壌改良を同時に進められる。現在農耕地へ供給する栄養塩の多くを海外からの輸入

に依存しているが、この堆肥化技術を通じて、国内にある未利用の有機資源の有効活

用、土壌の健康の維持及び地域における栄養塩の循環の改善など複数の効果がある。 

主作物の休閑期にマメ科やイネ科の作物（カバークロップ、緑肥）を栽培し、土壌

を覆って保護・改良する手法も有効である。これらの生育後はすき込むか地表を覆わ

せ、窒素肥料の節減や土壌改良、病害虫抑制に活用する。種類や播種・処理の時期を

圃場条件に合わせて選ぶことが重要となる。この方法の大きなメリットは、植物によ

り土壌を被覆することで、土壌侵食（水食や風食）を抑制できる。また休閑期での養

分溶脱を抑制できる点[115]や植物の生きた根と土壌生物相との協働で土壌の健康に

大きく貢献する[116]。 

輪作は、作物ごとの根系や吸収特性の違いを利用して土壌物理性を改善し、養分バ

ランスの偏りを是正する。とりわけマメ科植物の導入は生物的窒素固定を通じて窒素

を補給し、肥料窒素の削減につながる。さらに連作障害の要因となる病害虫のサイク

ルを断ち切り、土壌微生物相の多様性を維持する。特に、作物残渣の量の多い作物や、

根域の異なる作物を交互に栽培することで各層の土壌を耕す効果が生まれ、土壌の通

気性・透水性が改善し、硬化防止・団粒構造の発達が促進される[117]。 

不耕起・省耕起は、機械的撹乱を抑えることで団粒構造の維持・侵食抑制・土壌有

機炭素蓄積に寄与する[114][118]。耕さないことで団粒構造が維持され、侵食や表土

流亡を防止する。ここでは、枯死した根やミミズ孔が通気性・透水性を高める天然の

空隙を形成する。耕起を控えることで有機物分解が抑制され、有機炭素が蓄積する

[118]。これにより腐植量・保肥力・緩衝能が向上し、養分流出が減少する。結果とし
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て、土壌肥沃度と炭素貯留機能が強化される。このほか、バイオ炭などの有機物供給

も有効な手法である。 

各技術は単独でも有効だが、有機物投入（堆肥・残渣・カバークロップ）×土壌撹

乱の最小化（不耕起/省耕起）×生物多様性の確保（輪作）の組み合わせにより、土壌

の物理性・化学性・生物性の三側面で相乗的な改善が得られる[119]。  

 

③ 不耕起草生栽培 

耕うんによる土壌劣化を回避するために、農地を耕さない不耕起栽培や耕す面積割

合を限定する省耕起、深度を浅くする浅耕などが取り入れられている。さらに作付け

期間以外にも裸地状態を避けるためにカバークロップを栽培し、不耕起で作付けする

方法が開発された[120]。この方法は除草剤を散布しても枯れない除草剤耐性を遺伝

子組換え技術によって付与した種子の開発によって、急速に拡大したが、除草剤に依

存することで除草剤耐性雑草の出現をもたらすことが懸念されている[121]。 

有機栽培において除草剤を使用しないで作物を栽培するには不耕起栽培とカバー

クロップの組み合わせが有効である[122]。自然土壌は耕されることなく、様々な植物

が生息している。耕地と違って耕うんや施肥、防除を行わなくても一次生産が安定的

に高く維持されている。この自然の仕組みを農業に活用する試みは様々に行われてき

たが、機械化大型農業に応用できる技術としてカバークロップを押し倒しそのまま不

耕起で栽培するという技術が開発された[123]。この栽培は、不耕起栽培でかつ一年を

通して植物の根があるので、「不耕起草生栽培」と呼ぶことができる[124]。 

この栽培によりカバークロップと作物の根の脱落と滲出物の形で土壌に新鮮な有

機物（炭素源）が供給され、土壌生物にエネルギーを供給する。一方、カバークロッ

プが吸収した窒素やその他の必須元素はその場に還元され、その後栽培する作物に利

用可能となる。作物の残渣も農地に残され、今度は次のカバークロップの利用可能資

源となる。カバークロップはバイオマスが多くなるイネ科のライムギなどと、窒素固

定をするマメ科植物が混植されることもあり、それぞれ土壌に炭素と窒素を外部から

取り込み供給する。また、有機物のマルチとして土壌表面を保護し、土壌侵食を防ぐ

とともに畑地雑草の発芽、生育を抑制する。一連の管理により土壌生物の数量と多様

性が増加するので、土壌食物網の機能が最大限に発揮され、有機物の分解、土壌団粒

やマクロポアの形成が促進され、栄養塩類循環、排水性や保水性が良くなり、天敵相

の維持が可能である。そして、耕うんに起因する土壌劣化が生じない。 

 

④ アグロフォレストリー 

アグロフォレストリーは生活型の違う植物を混作して利用する農業であり、同時に

樹木を利用する林業でもある。一般に農地では日照や作業の効率を確保するために樹

木と作物は共存していない。しかし、種類の異なる植物を混作すると相乗効果により

全体の一次生産が増すことがある[125]。そのため、作物のために樹木の密度を下げて

栽培している。 
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作物と樹木の混作の場合、樹木による強い日射の緩和や樹木の落葉による土壌有機

物の増加、土壌侵食抑制の効果が期待できる[126]。 

熱帯ではコーヒー、コショウ、カカオなどの樹陰を好む樹木性の作物を、より高い

樹木下で栽培することが可能である。大規模なプランテーションでは樹木を伐採して

これら作物だけを栽培することが多いが、そのような栽培では土壌劣化を促進する。 

温帯では樹下では日照が不足することが制限要因となるため、上下の関係ではなく

防風林の機能を持たせた樹林列と作物の組み合わせが多い。今後、作物に有害なレベ

ルの夏季の気温上昇を緩和するために温帯でも樹木と作物の組み合わせの研究が必要

である。 
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５ 日本における土壌の健康を回復させるために 

(1) 地域レベルの土地利用の最適化 

生産性だけではなく土壌の健康として生物多様性や生産の持続性への配慮を求める

視点から、ネイチャー・ポジティブ（生態系の回復）あるいはリジェネラティブ（環境

再生型）農業が期待されている。ただし、その評価手法は確立されていない。「測れない

ものは管理できない」という原則は、土壌の健康管理にも当てはまる。土壌の健康の向

上を目指すには、まずその地域の土壌が提供する生態系サービスを定量的に把握し、そ

れに基づいた土地利用の最適化を進める必要がある。特に、土壌炭素貯留量の増加、生

物多様性の保全、環境負荷の低減を同時に達成するには、科学的根拠に基づいた測定・

評価・管理の枠組みが不可欠である。一般的に、土壌の生態系サービスは「供給サービ

ス」「調整サービス」「文化的サービス」「基盤サービス」の四つに分類される。これらの

機能に関連する土壌特性は、化学的・物理的・生物的側面から測定される。現地で採取・

測定されたデータは整理・品質管理を経て一次データとなり、そこから機能に対応した

「指標（Indicator）」が構築される。さらに、複数の指標を統合し、一般の意思決定者

にも理解可能な形で提示するために「インデックス（Index）」が設計される。インデッ

クスは、pH や土壌有機炭素（SOC）濃度のような Indicator ではなく、複数要因を集約

した合成値であるため、地域参照値（レファレンス）や機能別閾値の設定、スコアリン

グ関数の透明性が問われる[127]。 

森林生態系を水田の上流域に配置することで水源を確保できる。畑地からの硝酸溶脱

が予測される茶園等の下流に水田を配置し、脱窒やイネへの肥料とすることで下流域の

水質汚染を防ぐ地目連鎖系もある。茶園だけでなく茶草場（チャノキの根元に敷く草を

生産するための茶園周辺の採草地）を配置することで、土壌へ施用する有機資材を確保

でき、化学肥料を削減できるだけでなく、カヤネズミなどの生物の住処を確保すること

ができ、生物多様性向上が可能になる。 

USDAをはじめとする国際的な合意では、土壌有機炭素含有率が土壌の健康の中核指標

として推奨されている。土壌有機炭素含有率は、土壌微生物の多様性、団粒構造の安定

性、栄養素の供給能力などと密接に関連し、４パーミル・イニシアティブに代表される

ように、土壌炭素隔離を通して気候変動緩和と生産性の向上の両立を達成する手段とし

て提案されている。 

しかし、これらの議論は主に畑地を対象としており、日本に広く分布する水田土壌の

特性には十分に対応していない。水田土壌では土壌有機炭素含量が高くても収量に直結

しない場合があり、土壌の健康の評価には地域特性を踏まえた多基準評価が必要である

[128]。SOCは気温や粘土含量にも依存し、生態系や土壌タイプによって一律に評価でき

るわけではない。単一指標による評価では限界がある。 

地域レベル（流域レベル）での土地利用の最適化を行う基盤技術として土壌特性値を

簡易に測定・推定する手法として可視-近中赤外分光法やγ線等のセンサーを用いた研

究が多く行われている。測定しやすい土壌特性値から測定しにくい土壌特性値を推定す

る Pedotransfer function、限られた地理的サンプルデータから空間的な相関を利用し
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て未観測地域の特性を推定・予測する Digital Soil Mapping、AI を駆使した Soil 

science-informed machine learningアルゴリズム、精密農業やスマート農業でみられ

るドローンや衛星データ等を使用して各土地固有の状態に合わせた肥料処方ツールの

開発などが現在研究されている[129]。これらの技術を用いて土壌炭素マップの生成と

整備、そして地域ごとの土壌の健康の指標値を開発することは、土地利用の時空間的変

化を科学的に調査するための基盤となる。また、地方公共団体や農業者が意思決定を行

う際に、こうした指標値を活用することで、持続可能な農業と環境保全の両立が現実的

なものとなる。 

 

(2) 土壌の健康をチェックする技術開発 

土壌の健康を評価するには、土壌の物理性・化学性・生物性を調べることが一般的で

あり、様々な項目について評価法が確立しているが（４(1)①）、土壌の様々な機能につ

いてモニタリングすることもあわせて重要である。 

土壌炭素貯留のモニタリングとしては、大きく分けて直接測定、センシング技術（リ

モートセンシング及びプロキシマルセンシング）、モデル推定 （プロセスモデルとデータ

モデル）の３つの方法がある。直接測定法は、土壌の全炭素含有率 （gC/kg）と土壌の単

位体積当たりの固相重量を示す容積重（g/cm3）に基づいて、一定の深さまでの単位面積

当たりの貯留量（tonC/ha）を求めるもので、最も正確に現場の土壌炭素貯留量を定量で

きる。一方、リモートセンシング及びプロキシマルセンシング法は、人工衛星などに搭

載したハイパースペクトルセンサーなどを用いて土壌表面や植生から反射・放射される

可視光や近赤外線を分光観測し、土壌の色や水分含量、植生指標などの特性を評価した

上で、地上の土壌炭素データとの関係解析に基づいて炭素貯留量を推定するものである。

この方法は迅速かつ安価に広域の土地の炭素貯留量を推定するのに適しているが、実測

より精度は低いため、実測データによる検証が不可欠である。さらにモデル推定として

は、英国のローザムステッド試験場の化学肥料と有機資材を様々に長期間連用した農地

（畑地）における炭素貯留量のデータを元に確立された、土壌炭素動態モデル（ローザ

ムステッド炭素モデル、略して RothCモデル）が世界的に広く活用されている[130]。水

田が多く、火山灰土壌の多い日本の農耕地に適用するため、RothC モデルの改良も行わ

れている[131]。 

環境負荷モニタリングとしては、地下水汚染、河川水汚濁、温室効果ガス排出、重金

属類汚染、放射能汚染、土壌微生物叢などが挙げられる。まず、地下水汚染については、

窒素肥料に由来する硝酸汚染があり、基準値を超えた地下水を飲料に用いると、メトヘ

モグロビン症と呼ばれる血液で酸素を十分運べなくなる症状を呈する。そのため、硝酸

性窒素と亜硝酸性窒素の合計で 10mg/Lという基準があり、主に都道府県が「水質汚濁防

止法」に基づき、定期的に実施する「地下水質常時監視」としてモニタリングが行われ

ている。河川水汚濁については、水質汚濁防止法に基づき、国民の健康や生態系の保全

のため、国や地方公共団体によって継続的にモニタリングが行われており、河川の生物

化学的酸素要求量（BOD）、湖沼や海域の化学的酸素要求量（COD）をはじめ、溶存酸素量、
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全有機炭素、水素イオン濃度（pH）、大腸菌群数、窒素及びリンなどが測定されている。

温室効果ガス排出のモニタリングについては、地上での計測に基づく「ボトムアップ手

法」と人工衛星による観測などに基づく「トップダウン手法」があるが、日本では、環

境省や国立環境研究所などが中心となりこれらの手法を組み合わせて排出量を監視し

ている。これらは、土壌の健康を直接チェックするというより、土壌の健康が損なわれ

るとこれら環境負荷量の増大が懸念されるという、間接的な関係となっている。 

一方で、土壌の重金属類汚染モニタリングは、人の健康被害の防止等を目的として、

主に土壌汚染対策法に基づき定期的な調査や継続的な監視として行われている。基準値

としては、土壌に直接含まれる重金属類の濃度を規制する土壌含有量基準と、重金属類

が地下水に溶出する量を規制する土壌溶出量基準がある。土壌の放射能汚染については、

環境放射能モニタリングの一環として、土壌中の放射性物質の濃度を定期的又は連続的

に測定・監視している。特に、2011年の福島第一原子力発電所事故以降は、主に放射性

セシウムなどの放射性物質の土壌中濃度を環境省などが測定しており、それに基づいた

対策も取られている[132]。これらは、土壌の健康が損なわれていないかどうかを直接的

に測定するものとなっている。 

土壌の評価では、化学的・物理的な指標に加え、生物性、特に土壌微生物の健全性に

注目が集まっている。土壌微生物解析においては、難培養微生物が多いという特性を考

慮し、培養を介さないゲノム解析手法が用いられている。これは、土壌中の全微生物の

DNA を分析し、微生物種の多様性や存在量、さらに窒素やリンなどの物質循環や病原性

などに関わる機能遺伝子も評価することで土壌微生物群集を把握し、土壌の評価につな

げる手法である[133]。農業土壌では、作物の生育に欠かせない多様な植物生育促進微生

物の存在や、作物の栄養吸収を助けるアーバスキュラー菌根菌の存在量を評価すること

を通じ、土壌の健康を評価することも可能である。このようなゲノム解析手法では、特

定の遺伝子マーカー（細菌では 16S rRNA遺伝子、カビなどの真核微生物では 18S rRNA

遺伝子や ITS配列）を対象としたアンプリコンシーケンスによる微生物叢の網羅的解析、

及び全 DNAをランダムにシーケンスするショットガンメタゲノム解析による機能遺伝子

群の解析が行われている。次世代シーケンサーの進化により、ゲノム解析はより高速か

つコスト効率が向上したことから、現場への導入が進んでおり、より詳細な微生物叢の

情報が把握できるようになってきた。一方、迅速かつ簡易的な診断技術として、土壌の

微生物バイオマス量や活性を測定する指標である ATP測定なども導入されている。ただ

し、これらは上記のゲノム解析手法とは異なり、微生物種の多様性、あるいは特定の種

類の検出はできないため、土壌の総合的な評価には、複数の評価軸を組み合わせる必要

がある。 

 

(3) 環境再生型農業技術のイノベーションの推進 

近年の技術革新により、衛星やドローン（UAV）とマルチスペクトルカメラの組合せに

よる高解像度空撮画像を用いたセンシング技術が発達し、さらに機械学習モデル

（Random Forestや畳み込みニューラルネットワーク等）を用いたデータの解析と診断
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から、比較的小規模な農地でも作物の生育状態、土壌水分や土壌炭素の偏り、病害等の

情報を得ることができる[134]。これらの情報は効率的で省エネルギーかつ必要最小限

の農薬等の利用につながり、さらに土壌の肥沃度向上のための戦略策定へ重要な情報を

提供する。 

土壌の真の健康度は、その機能が微生物群集に大きく依存するため、生物性評価が決

定的な指標となる。難培養微生物が多い土壌に対し、次世代シーケンサーを用いたゲノ

ム解析（アンプリコン、ショットガンメタゲノム）が標準化し、さらにシングルセルゲ

ノム解析[135]などの先端技術が稀少な機能微生物の情報提供を可能にしている。これ

らの高解像度データは、世界的な研究コミュニティによってデータベース化（例：MGnify、 

JGI IMG/M）が進んでおり、AIによる横断的なビッグデータ解析を可能にすることで、

未知の機能を持つ微生物の発見や、複雑な生態系の動態理解に貢献している。国内でも、

国レベルのプロジェクトにおいて農業土壌微生物の解析機能を有するゲノムデータベ

ース（AgriSoil Microbe Atlas）などの構築が進んでいる。これらの生物性データは、

前述のリモートセンシングデータや化学的診断データと統合され、AIを用いた高度な解

析を通じて精密農業の基盤となる。この統合データは、デジタルツインの構築に活用さ

れ、管理シナリオの予測シミュレーションを可能にする。この解析結果から、農地ごと

の微生物生態系に基づき、後続で議論されるバイオ炭や岩石風化促進（Enhanced Rock 

Weathering, ERW）といった資材投入戦略を策定する「微生物生態系に基づく処方箋」が

導き出され、化学資材依存度を低減し、環境再生型農業の実現を強力に支援する。 

このような土壌診断技術に基づき、従来の農法の見直しや新たな適応が試みられてい

る。４(2)①や４(2)②で示される農法に加え、近年ではバイオ炭の農地施用に注目が集

まる。農地の土壌改良としての炭の利用はこれまでにも行われてきたが、近年は「バイ

オ炭」として土壌改良だけでなく環境保全の視点からも注目されている。バイオ炭は「燃

焼しない水準に管理された酸素濃度の下、350℃超の温度でバイオマスを加熱して作ら

れる固形物」と定義され、作物収量や土壌生物性、保水性の向上により、総体としての

土壌の健康の向上が期待される[136]。加えて、窒素溶脱低減や土壌への炭素隔離、N2O

排出の削減等、水質や地球温暖化に対する効果も期待され[137]、近年では日本でも農地

へのバイオ炭施用による J-クレジット認定の方法論が確立された。ただし、バイオ炭に

よる J-クレジットへの適用へは、対象とする農地の種類、原料が国内産であること、バ

イオ炭の種類や質が客観的に確認できるなどの他、認定される炭素量は製造や運搬にか

かる CO2 排出量を加味した正味の炭素貯留量で算定されることについて留意する必要が

ある[138]。さらに、玄武岩等の塩基性岩の ERW技術による農地土壌の肥沃度改善（pH矯

正、Ca ・Mg ・Si等のミネラル供給）や炭素吸収に関する研究が世界的に注目されている

[139]。ERWは風化が早い岩石（かつ低重金属類含量）を細かく粉砕し土壌に混和するこ

とで、風化を促進しその際に CO2を固定し土壌中で CaCO3あるいは重炭酸が地下水として

流れ河川や海洋で固定されることを想定している。日本でも 150t/haの玄武岩粉施用量

で年間約 800kgC/ha の炭素固定が報告されるなど[140]、研究が進められている。その

他、従来からのシステマチックな有機物の利用の促進も重要である。耕畜連携による有
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機物の循環は、例えば水田において畜産堆肥由来の Nや Pを農地に還元することにより、

化学肥料の使用量の削減や肥沃度維持が期待できる[141][142]。 

 

(4) 教育研究機関における発信力の向上 

土壌の健康（Soil Health）への理解を深めるためには、まず「土を感じる」体験から

始め、それを「知る・理解する」段階へとつなげ、なぜ土が大切なのかを自ら考えられ

る人を育てることが、持続可能な社会を形成する上で重要である。 

そのためには学習指導要領[143][144]の理念に沿いつつ土壌の視点を入れた学習が

必要である。以下に具体的な内容と効果を挙げる。 

児童の土に対する親しみや興味は高学年になるほど薄れるという報告もあるように

[145][146]、土壌について理解を深めるためには、幼少期の体験が重要である。小学校

１・２年生の自然観察や３年生の「身の回りの生物」で、土を触ったり、土壌動物を観

察したりすることで、土に親しむとともに多様な生物との関係性やその生息環境を体験

的に学ぶことができる。 

生命領域において、５年生では植物に必要なものを考える際に周囲の樹木や雑草に注

目することで、土の中には養分（無機）が含まれることを予想し、それを確かめる実験

が可能である。これは６年生の植物の養水分の吸収、中学生における土壌の養分供給の

学習へとつながる。また６年生の、「食う・食われる関係」の学習では生き物の排泄物や

死骸が土の中で食べられる（分解される）ことを学ぶことで、植物が吸収する養分の素

が土にあることが理解でき、物質循環の概念の基礎を築くことができる。これにより中

学生で学ぶ分解者の役割も明確になる。 

地球領域において、４年生では土の粒の大きさとの水のしみ込み方の違いについて自

然に近い土を用いて実験し、土と砂の違いを比べることで、自然の土の水はけや水持ち

について学べる。土は水の通り道になっていることを理解すると、６年生の生命分野や

社会で学習する水の循環の学習につながる。さらに土は岩石が風化して細かくなっただ

けではなく、有機物が含まれることを学習すると生命領域の学習につながる。 

５年生では、「流れる水の働き」を６年生の「土地のつくりと変化」に土壌の視点でつ

なげると、地表面に堆積した土砂から土ができることが理解できる。そのようにしてで

きた土や火山灰の堆積がもとになってできた土があり、土地に応じた農業が営まれるこ

とを理解することは中学校の社会や高校の地理の学習にもつながる。 

つまり、現行の学習に「土壌の視点」を入れることで「土とは何か」「土の中の生き物」

「土は水の通り道」「土は養分を供給する」「土は有機物分解の場である」といった土の

成り立ちとその基本的な役割について学ぶことができ、岩石、植物、動物、人の暮らし

などが相互につながる。中学校、高等学校（普通科）においては、生態系における土壌

の理解を深め、温暖化などの環境問題や農業の課題解決の糸口として捉えていくことが

できる。これらの学びが、更なる土壌の理解を深め土壌の健康について自分事として考

えるための土台となる。 
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これらを実施していくためには、学校教員と連携した実践、教材開発、普及が欠かせ

ない。 

農業高校や大学農学部の初学年段階では、作物や土壌に触れる実習教育が非常に重視

される。現状において、その実習内容の多くは、農業管理及び作物の生産性に関する調

査・実習が中心となっている。しかしながら、作物が土壌を介して生産されるプロセス

を捉えるには、土壌が自然生態系の一部であることを認識し、過去の自然条件と人為的

管理が形成してきた「土壌そのもの」が持つ健康性を深く理解することが必要である。

そのためには、学生が手に取って土壌の物理性、生物性、化学性を評価するという実践

的取り組みが必要である。 

今後、若者の自然体験・農業体験が希薄化する傾向にあることを踏まえると、こうし

た実習教育を位置付けることは、極めて重要な機会となる。特に、複数農法比較の圃場

を設けて管理方法を変えつつ、土壌の健康評価を学生自らが実践し、指標間の関連性を

探り、さらには失われた土壌機能をどのように回復するかを議論・検証する実習カリキ

ュラムを導入することで、学生が土壌の健康を実質的に理解することに役立つ。 

このような実習は、最新のバイオセンサー技術、ドローンや衛星写真、さらには AI 

モデルによるデータサイエンス的解析といった先進技術と密接に連携させて構築すべ

きである。なぜなら、農耕によって土壌がどう変化し、その変化がいかに作物の生育・

生態系・化学反応・物理特性に与える影響を総合的に理解することができるからである。

学生は「土壌の健康」を維持・向上させるために必要な研究や、その成果の社会還元に

ついて自ら問いを立てることができるようになる。これは将来的に科学研究や社会実装

に挑む原動力となるだけではなく、教育研究機関として土壌の健康に特化した専門部署

の設置や教育カリキュラムの充実を通じて、学内外への貢献を可能にする。 

初等・中等教育における土への親しみと理解の醸成、高等教育における土壌の健康の

理解、社会への還元を実現するには、包括的に土壌教育・土壌の健康を推進する拠点の

設置が必要であろう。その拠点として「土壌の健康教育・研究センター（仮称）」の設置

を検討すべきである。当センターは、土壌学並びに土壌の健康について、初等～高等教

育のための教員と連携した教材開発、国内外の大学・農業高校との教育連携、社会への

発信を担う拠点として機能し、教育研究機関としての発信力を飛躍的に高める役割を果

たす。また、各地域や大学において地域拠点を設置することで、地域に特有のプログラ

ム作成や、大学においては現場に対応した土壌の健康を理解するための実習モデル圃場

の運営が可能となり、情報交換の促進となる。さらに、一般社団法人日本土壌協会など

のステークホルダーと連携することで、教育・研究・社会実装の各側面において、より

実効性の高い土壌の健康促進活動を展開することが期待される。 

 

(5) リビングラボのネットワークの構築 

持続可能な開発目標（SDGs）は、競合しうる複数の目標を同時に達成しなければなら

ない「厄介な問題（Wicked Problems）」である[147]。土壌は、食料・繊維の供給、生物

多様性の維持、水や栄養素の循環、気候変動の緩和など、多様な役割を果たすことで SDGs
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達成の基盤を担っている。しかし、その多機能性ゆえに、「健康な土壌とは何か」という

問いに対するステークホルダー間の見解は、立場や価値観の違いから常に相違を生じさ

せる[148]。 

価値観・目的の違いを超えて協働を可能にする「バウンダリー・オブジェクト」とし

て「土壌の健康」という概念を機能させるためには、科学的な信頼性の担保に加え、意

思決定者のニーズに応じ、多様なステークホルダーの価値観を包摂した知識の創出が必

要となる[149]。このため、土地管理者、市民、政策関係者との継続的な対話を通じて、

研究の役割について開かれた議論を展開し、環境規則の構築などの基盤となる交流モデ

ルを整備しなければならない[147]。 

リビングラボは、共創型（Co-Development）イノベーションを促進する有望な枠組み

として台頭している。ここではリビングラボを「多様な主体が実生活環境で、現在進行

形の問題を共有し、実験するアプローチあるいは場所」と定義する[150]。農業分野にお

けるリビングラボは、持続可能な農業への転換に焦点を当てた研究・開発・イノベーシ

ョンの拠点となりうる。重要なのは、リビングラボが地域レベル（市町村などで規定さ

れるコミュニティ）での現場と研究の対話の場であり、研究者は地域の一員として貢献

するものの、活動の主導者ではないという点である。したがって、研究者、農家、政策

立案者、産業界代表者、市民社会を含んだ対話の場を構築するためには、リビングラボ

のガバナンス構造（運営委員会など）と関係者ネットワークの構築が不可欠である[151]。 

コミュニティーレベルでそれぞれの状況に応じた活動が求められる一方、異なる状況

間でも共通の手法や知見が活かされる側面がある。例えば、ワークショップの手法や情

報の共有方法、共創型研究の方針などは、他のリビングラボと連携して発展させるべき

である。そのため、EUの Agroecology Living Lab[152]のように、隣接地域、共通課題、

テーマ、国際的な枠組みなどに基づいたネットワークの構築が求められている。 

土壌の健康をどのように価値付け、改善・維持していくかは、その土地の土壌タイプ、

地理環境、社会経済的な枠組みを含んだ文脈によって異なる。リビングラボでは、地域

に合わせた評価・指標・管理の枠組みを作成するとともに、対話を通じて「土壌の健康」

についての地域的な合意形成を図ることが期待される。 

一方で、革新的な環境規則の基盤となるような共通認識へと知見を統合するためには、

土壌の健康に関するより一般化された指標が求められ、農業分野の枠を超えた学際的な

取り組みも必要となる。これら課題に対応し、土壌保全の価値意識を醸成し、土壌の健

康を維持するための対策を創出・遂行するためには、リビングラボ間のネットワークの

構築が不可欠となる。 

 

(6) 日本における土壌の健康基本法（仮称）の制定 

欧州では土壌モニタリング法（Soil Monitoring Law）が採択され、EU各国の土壌の

状況がダッシュボードで簡単に把握できるようになった[153]。EU では農業の肥培管理

は GAP（Good Agricultural Practice）によって管理され、農家への支払いとも直結し

ている。そのため、規制への反発も強いが、公共財産としての自然保護の理解も存在す
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る[154]。よって日本で土壌の健康基本法 （仮称）を作成する場合、何を目的として作成

し、その目的をどう達成するかという戦略が必要となってくる。みどりの食料システム

戦略など、存在する政策、あるいは社会の動向として炭素市場でのカーボン・クレジッ

トに類似した支払い方法を目指すのか、などいろいろ方向性は考えられる。今後、議論

を進め、政策面に貢献していくことが求められる。特に、土壌の健康を向上させる・維

持する目標が、罰則を伴う達成義務や規制となるのではなく、収量が持続的に保持でき

ること、気候変動へ対応しやすくなることなどのインセンティブとなることが望ましい。

日本の農家は土壌診断をすることが多く、土壌の健康の目標を受け入れる素地がある。

現行の土壌診断とも合わせて構築していくのが良いと考えられる。 

研究者としての役割は、いかにして、土壌の健康を測定し、そのデータを共有し、情

報を公開していくかを研究していくことにある。ある意味、土壌学研究そのものである

が、リビングラボの中で、社会で求められている形に合わせて研究結果を提示していく

ことが求められる。また生データとしての共有の他（FAIR原則[155]）、データを基にし

た情報を積極的に発信していくことが必要である。これは個々の研究者にはできないた

め、学会や学術団体などが主体となって進めていく必要がある。国際的には、研究分野

で様々な取り組みがある：例 Gaia X[156], FAIR Agro [157]。まずは研究データから

はじめ、今後、様々なデータ解析により、より良い判断基準となることが期待される。 

現場レベルでは、集めたデータを基に判断基準となる情報を提供することが不可欠で

ある。意志決定支援システム（Decision Support System）は、デジタル化と AIの発達

により、急速に発達している。例えばドイツ・バイエルン地方だけでも、使える圃場 （farm 

management information systems, FMIS）は 52存在する[158]。しかし、まだ収量や効

率化が中心となったものが市場の中心であり、土壌の健康の多面的な指標を含み、持続

的な栽培体系をサポートするものはまだ研究途上である。様々なシステムが開発される

中、個々のサポートシステム・ツールが孤立せず、API（application programming 

interface）を通して相互に利用できるように開発を進めることが求められる。研究面で

は、プログラミングをオープンソースで行い、GitHubなどのシステムを使い公開してい

くことが必要である。 

このように、近時における EUの土壌モニタリング法の制定や、先に見た米国における

展開等は、日本独自の土壌の健康の確保に関する法律の制定に際しても参考になる。現

在、日本には土地や土壌に関する個別法規が数多く存在し、それぞれが、各主務官庁の

下で個別の目的から様々な法規制を行っている。しかし、日本には土壌の健康確保を目

的とした基本法は存在しない。このような情況で、先に述べたような土壌の持つ様々な

機能の健全な発揮に向けて、地球規模で持続可能な開発目標（SDGs）の諸目標を実現す

るための基盤づくりの一端として、土地や土壌に関する個別法規にいわば横串を刺す形

で、日本においても土壌の健康の確保に関する基本法（「土壌の健康基本法」（仮称））を

制定することは不可欠である。 

その目的は、土壌の健康を確保するために、基本理念を定め、国、地方公共団体、土

地の所有者・占有者及び国民の責務を明らかにするとともに、土壌の健康確保に関する
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施策の基本となる事項を定めることにより、土壌の健康に関する施策を総合的かつ計画

的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するととも

に、人類の福祉に貢献することである。この基本法を基に、例えば５年に一度「土壌の

健康基本計画」（仮称）を定め、収量維持や気候変動対応等を具体的に実践し、国土の豊

穣化や強靭化が図られるとともに、各種の施策が実現されることが望ましい。また、具

体的な法整備を通じて、リビングラボを創設し、そのネットワークを構築することによ

り、土壌の健康の指標項目が測定され、ニーズに合わせた形で情報が提示されることも、

保障されるべきである。さらに、国等は、土壌の教育を充実させ、かつ、土壌の健康の

意義や価値に関する広報活動を行うことを通じて、土壌の健康確保が、現在及び将来の

国民的な課題であり地球規模の難題の一つであることの認識を深めていくべきであろ

う。 

 



 

３６ 

＜用語の説明＞ 

岩石風化促進（ERW） 

Ca や Mg に富むケイ酸塩岩石を細かく粉砕して地表に散布することで、岩石の風化を促

進する技術のこと。促進された岩石の風化により、CO2を炭酸塩として土壌中に貯留、又は

土壌水に溶けた重炭酸が Caや Mgに随伴して土壌圏から水圏へ移動し海洋で炭酸塩等の形

で沈殿することにより、自然な風化より迅速に大気中の CO2 を削減することが期待されて

いる。 

地目連鎖 

上流に畑地、下流に水田というように、異なる地目が一つの水系でつながっている状態。

上流部の環境汚染物質を下流部で除去する際に使われる地形・地目の概念。 

都市土壌の緑化（土地被覆の除去） 

欧米では、都市縮退に伴って利用されなくなった都市域においてアスファルトやコンク

リートの被覆を除去し、その土地での植生回復が試みられている。都市域における生物生

産と生物多様性の確保、及び雨水浸透による洪水防止が期待されている。そのためには被

覆除去後、基盤土壌の掻き起こしやコンポストの混ぜ込みによる一次生産力の向上に加え

て、廃棄物処理を兼ねたアスファルトやコンクリート片の植栽基盤への混和の影響評価も

進められている。 

土壌が提供する生態系サービス 

土壌は、大気圏、岩石圏、水圏、生物圏の要であり、食料生産を含む以下のような多く

の生態系サービスを提供する。供給サービスとして、濾過機能により淡水を生成し、農産

物、繊維材、燃料材を生産し、建材などの材料となる。調整サービスとしては、大気成分

の恒常性を保ち、侵食、洪水、水利用を調整し、水を浄化し、生物多様性を維持する。文

化的サービスとしては、地域固有の景観の基盤となり審美を提供して、余暇やツーリズム

に寄与する。基盤サービスとしては、土壌生成を通して水・エネルギー・物質の循環を作

り出し、生物生息場を提供する。 

土壌の健康 

土壌は負荷がかかるとその固有の物理的、生物学的、化学的特性を相互に作用させてお

かれた生態系において土壌ごとに独自の特性を作り出し、フィードバックする。この機能

により、食料生産、大気ガス組成の維持、水質の浄化、生物多様性の保全といった生態系

独自のサービスが提供される。土壌の健康は、これらの機能を維持する能力であり、劣化

から回復する能力（レジリエンス）である。国連食糧農業機関（FAO）は「陸上生態系の生

産性、多様性、環境サービスを維持する土壌の能力」と定義している。 

４パーミル・イニシアティブ 

世界の土壌の表層の炭素量を年間 0.4％（４パーミル）増加させることで、人間の経済

活動によって発生する大気中の二酸化炭素を実質ゼロにすることができるという考え方に

基づく国際的な取り組み。2015年にパリで行われた COP21にてフランス政府主導で始まっ

た。 
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ダストボウル 

1930年代に米国中部で発生した大規模な土壌劣化と砂じん被害の総称である。長期にわ

たる干ばつに加え、草原を広く耕作地に転換したことで地表が露出し、土壌の「健康」が

低下した。その結果、強風が土壌粒子を巻き上げ、広域で砂じん嵐が頻発した。農業生産

の低下だけでなく、交通や地域経済にも影響が及び、健康被害や失業率の増加といった深

刻な社会問題へとつながった。 

ハザード物質 

農薬や化学肥料のように適切な使用方法が定められ、有用性を前提として管理される一

般的な農業資材とは異なり、人の健康や生態系に対して本質的に有害な性質（ハザード）

を発揮しうる物質を指す。本稿では、ハザード物質の例として「重金属類」「放射性物質」

「マイクロプラスチック」「動物用医薬品由来の薬剤耐性菌（遺伝子）」について説明した。 

プラネタリーバウンダリー（地球の限界） 

持続可能な開発目標（SDGs）のための条件であり、「人類のための安全動作領域」を定義

するフレームワークとして、政府、国際機関、市民社会、科学界及び民間部門を含む国際

社会に向けた提案。2009年にスウェーデンのヨハン・ロックストローム(Johan Rockström)

博士によって提唱された。気候変動、生物圏の健全性、淡水の変化、陸域システムの変化、

生物地球化学的フローの改変、新規化学物質汚染、 海洋酸性化、大気汚染、オゾン層の破

壊の９つの指標が定められている。 

リビングラボ 

生活の場(リビング)を実験場(ラボ)と見立て、様々な主体が参加し、ユーザー視点を取

り入れながら、製品やサービス等を開発・共創していくオープンイノベーションの手法で

ある。本報告では土壌の健康の維持向上を図るには、地域レベルで農家、研究者、行政、

市民が参加するリビングラボの仕組みが必要であることを述べた。 
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＜参考資料１＞ 審議経過 

令和６年  

３月４日 農学委員会土壌科学分科会（第 26期・第１回） 

・今期の課題を「Soil Health」とし、「意思の表出」を行うことを確認した。  

・「Soil Health」について各委員が話題提供し意見交換する懇談会を開催すること

とした。  

・議論を深めるために、Soil Health小委員会を設置することとした。  

・植物科学分科会など他分科会との連携も検討することとした。 

５月 13日から隔週月曜日にオンラインで８回、Soil Health懇談会（各委員による土壌

の健康に関する話題提供と意見交換）を開催した。 

９月５日 農学委員会土壌科学分科会（第 26期・第２回） 

・Soil Health懇談会のまとめを行った。 

・Soil Health小委員会の設置について、土壌科学分科会と IUSS分科会の役員に加

えて外部委員数名を推薦することとした。 

・ 次年度公開シンポジウムを開催し、その後 26期末までに意思の表出を行うこと

とした。 

11月４日、７日、19日、27日 Soil Health小委員会に招聘した５名の外部委員（金子

信博氏、小松﨑将一氏、水田勝利氏、森圭子氏、若林正吉氏）による土壌の健康に関

する話題提供と意見交換を行い、「意思の表出」案の検討を行った。 

令和７年 

１月７日 農学委員会土壌科学分科会 Soil Health小委員会（第 26期・第１回） 

・「意思の表出」の検討を行い、原案を作成し分科会へ報告することとした。 

・次年度公開シンポジウムについて検討した。 

３月６日（午前） 農学委員会土壌科学分科会（第 26期・第３回）  

・意思の表出について Soil Health小委員会での検討を経て作成された原案の検討

を行った。 

・タイトルを「Soil Health（土壌の健康）：国民的理解と持続可能な管理のイノベ

ーションの推進」とした。 

・土壌科学分科会、IUSS 分科会及び植物保護分科会の３分科会から合同で提出す

ることとした。 

３月６日（午後） 農学委員会・食料科学委員会合同 IUSS 分科会（第 26 期・第４回） 

・次年度公開シンポジウムのテーを「Soil Healthとは？：土壌の健康の理解・維

持向上・共有」とし、７月 26日に学術会議講堂において土壌科学分科会、日本土

壌肥料学会と共同で開催することとした。 

・意思の表出「Soil Health（土壌の健康）：国民的理解と持続可能な管理のイノベ

ーションの推進」を審議し了承した。 

３月 25日 日本学術会議事務局へ「意思の表出」の「骨子」を提出。 



 

５３ 

３月 26 日 農学委員会土壌科学分科会委員長の波多野が農学委員会農学分科会におい

て「土壌学の視点から－Soil Health－」と題して、意思の表出の背景を説明。 

４月 14日 科学的助言等対応委員会より、意思の表出のカテゴリー（提言、見解、報告）

のうち「報告」が妥当であるとの回答があった。理由として、テーマの重要性は認

めるものの専門家間の連携にとどまっており、「提言」とするにはさらなる幅広い分

野との情報交換を行い意見を集約することが望まれるとのことであり、この助言に

基づいて「報告」を執筆することにするとともに、第一部の教育学及び法学並びに

第三部の環境学の専門家に意見を求めることにした。 

５月９日 農学委員会土壌科学分科会委員長の波多野が農学委員会植物保護科学分科

会において 「土壌学の視点から－Soil Health－」と題して、意思の表出の背景を説

明。 

７月 23日 農学委員会土壌科学分科会 Soil Health小委員会（第 26期・第２回） 

・第三部会員三枝信子日本学術会議副会長から「学術の社会還元」の講演をいただ

き、「土壌の健康」の社会還元について意見交換を行った。 

・「Soil Health （土壌の健康）：国民的理解と持続可能な管理のイノベーションの推

進」目次案と執筆者を検討した。 

・公開シンポジウム「土の教育はじめませんか？」を企画することとした。 

７月 25日 農学委員会土壌科学分科会（第 26期・第４回） ；農学委員会・食料科学委員

会合同 IUSS分科会（第 26期・第５回）合同会議  

・公開シンポジウム「Soil Healthとは？：土壌の健康の理解・維持向上・共有」の

会場設営の状況、発表者ファイル収集状況を含めた準備状況を確認した。 

・Soil Health（土壌の健康）：国民的理解と持続可能な管理のイノベーションの推

進」の目次案と執筆者を検討した。 

７月 26日 公開シンポジウム「Soil Healthとは？：土壌の健康の理解・維持向上・共

有」を学術会議講堂において開催した。 

９月 18 日 農学委員会土壌科学分科会（第 26期・第５回） 

・公開シンポジウム「Soil Health とは？ 土壌の健康の理解・維持向上・共有」の

開催報告があった。 

・意思の表出の目次案について項目、執筆者、執筆分量を決定した。 

・公開シンポジウム「土の教育はじめませんか」を 11月 29日（午前）にハイブリ

ッド開催することとした。 

10月 10日 農学委員会土壌科学分科会 Soil Health小委員会（第 26期・第３回） 

・第一部会員西岡加名恵委員から「学校における「土の教育」の可能性」の講演を

いただき、意見交換を行い、意思の表出に提案を盛り込むこととした。 

11月 20日 農学委員会土壌科学分科会 Soil Health小委員会（第 26期・第４回） 

・第一部会員川嶋四郎委員から「「土と法」の世界について ―法は「土壌の健康」

に寄与できるか？の講演をいただき意見交換を行い、意思の表出に提案を盛り込

むこととした。 



 

５４ 

11月 29日 公開シンポジウム「「土の教育」はじめませんか？」をオンラインにより開

催した。 

12月２日 農学委員会土壌科学分科会 Soil Health小委員会（第 26期・第４回） 

・第三部会員森口祐一氏から「環境学からみた土壌－原発事故、気候変動との関わ

り－」の講演をいただき、土壌の健康に関する意見交換を行った。 

 

 



 

５５ 

＜参考資料２＞ 公開シンポジウム開催（１） 

１ 名 称：Soil Healthとは？ 土壌の健康の理解・維持向上・共有 

２ 日本学術会議側の主催者：農学委員会土壌科学分科会、農学委員会土壌科学分科会

Soil Health小委員会、農学委員会・食料科学委員会合同 IUSS分科会 

３ その他の主催団体等： 

  ・主催：（一社）日本土壌肥料学会 

  ・後援：日本土壌微生物学会, 日本ペドロジー学会, 他 16学会・団体 

４ 開催日時：令和７年７月 26日（土）10:00～17:00 

５ 開催場所：日本学術会議講堂 

６ 開催趣旨： 

  土壌は陸域のすべての生態系を支える基盤である。すなわち、食料生産の場であると

ともに、土地利用を支える植物栄養の供給と循環、生物多様性、水の浄化、気候制御な

ど環境を調整し、地域の景観の基盤として文化を支えるサービスを提供している。人類

は良質な作物を多量に安定的に収穫するための農業生産技術を開発し、土壌が提供する

サービスを過剰に搾取し続けてきた。しかし、食料安定供給の代償として、生物多様性

の喪失、土壌有機物の消耗、水質汚濁や富栄養化、温室効果ガスの排出、アンモニア揮

散、NOx や SOx の排出、土壌侵食や土壌圧縮、塩類化等の土壌劣化が世界中で顕在化し

ている。すなわち、日本を含む世界中のさまざまな地域で土壌の健康が損なわれている。

本シンポジウムでは、この事実を認識し、将来の土壌の健康の維持向上のための道筋を

次のテーマにおいて議論する。 

1.土壌の健康とは？ 

2.土壌の健康を向上させるイノベーション 

3.土壌の健康を共有するために 

７ 参加人数： 

  講演者等：25名（講演者 13名、司会・座長等６名、会場スタッフ６名） 

  その他の参加者：現地参加者 95名、オンライン同時参加者数 383名 

 

 

 

 



 

５６ 

＜参考資料３＞ 公開シンポジウム開催（２） 

１ 名 称：「土の教育」始めませんか？ 

２ 日本学術会議側の主催者： 

・農学委員会土壌科学分科会 

  ・共催：農学委員会土壌科学分科会 Soil Health 小委員会 

３ その他の主催団体等： 

  ・共催：京都大学大学院教育学研究科教育実践コラボレーション・センターE.FORUM   

・後援：（一社）日本土壌肥料学会 

４ 開催日時：令和７年 11月 29日（土）10:00～12:00 

５ 開催場所：オンライン 

６ 開催趣旨： 

  皆様は４パーミル・イニシアティブをご存知でしょうか？４パーミル・イニシアティ

ブとは、「世界の土壌の表層の炭素量を年間 0.4% （４パーミル）増加させることで、人

間の経済活動によって発生する大気中の二酸化炭素を実質ゼロにすることができると

いう考え方に基づく国際的な取り組み」（農林水産省 HP）です。また、「植生を中心と

し土壌を環境要素の一つとして、それらの相互作用系を考える生態系の概念」に対し、

「土壌を中心に置き、植生をも含めた環境要素の間の相互作用が土壌を生成するという

現代の土壌観」が提唱されています（久馬一剛「土壌とは何か」同編『最新土壌学』。

朝倉書店、1997年、p.8）。このように、「土壌」には、私たちの世界の見え方を転換さ

せてくれる面白さがあります。しかし、学習指導要領で、「土」が扱われる場面は極め

て限られています。そこで、この度、「土の教育」に関心をもつ先生方と、土壌学の専

門家の先生方との間で、「土」をどのように教材化していくことができるのかに関して、

共同研究する会を立ち上げることにいたしました。本公開シンポジウムは、広く一般の

方々の参加の下、第１回研究会を兼ねた形式で「土の教育」を議論することにしており

ます。 

７ 参加人数： 

  講演者等：５名（講演者４名、司会１名） 

  その他の参加者：オンライン参加者 118名 



 
 

 

 

 

 

報      告 

 

老化分科会の提言・見解の認知と評価、そして発信の在り方 

― 認知・評価に関するアンケート調査報告 ― 
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 この報告は、日本学術会議臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合同老化分

科会の審議結果を取りまとめ公表するものである。  

 

日本学術会議臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合同老化分科会 

委員長 荒井 秀典 （第二部会員） 
国立研究開発法人国立長寿医療研究センタ

ー理事長 

副委員長 秋下 雅弘 （第二部会員） 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療セン

ター センター長 

幹 事 飯島 勝矢 （連携会員） 
東京大学高齢社会総合研究機構機構長／東

京大学未来ビジョン研究センター教授 

 野口 晴子 （第一部会員） 早稲田大学政治経済学術院教授 

 和氣 純子 （第一部会員） 東京都立大学大学院人文科学研究科教授 

 西村 ユミ （第二部会員） 東京都立大学副学長 

 小熊 祐子 （連携会員） 
慶應義塾大学スポーツ医学研究センター・大

学院健康マネジメント研究科教授 

 柏原 直樹 （連携会員） 川崎医科大学特任教授 

 鎌田  実 （連携会員） 
一般財団法人日本自動車研究所代表理事・研

究所長、東京大学名誉教授 

 葛谷 雅文 （連携会員） 
名古屋鉄道健康保険組合名鉄病院病院長／

名古屋大学名誉教授 

 佐藤加代子 （連携会員） 東京家政大学栄養学部栄養学科教授 

 田髙 悦子 （連携会員） 北海道大学大学院保健科学研究院教授 

 寺﨑 浩子 （連携会員） 名古屋大学未来社会創造機構特任教授 

 西 希代子 （連携会員） 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

 松本  有 （連携会員） 東京警察病院耳鼻咽喉科部長 

 八谷  寛 （連携会員） 名古屋大学大学院医学系研究科教授 

 山田あすか （連携会員） 東京電機大学未来科学部建築学科教授 

 大須賀洋祐 （連携会員(特任)） 

国立研究開発法人国立長寿医療研究センタ

ー研究所老年学・社会科学研究センターフレ

イル研究部副部長 

 田中 友規 （連携会員(特任)） 
東京大学未来ビジョン研究センター／高齢

社会総合研究機構特任講師 

 

本報告の作成に当たり、以下の職員が事務を担当した。 

事務局 郷家 康徳 参事官（審議第一担当） 

 加瀬 博一 参事官（審議第一担当）付参事官補佐 

 實川 雅貴 参事官（審議第一担当）付審議専門職 
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要     旨 

 

１ 作成の背景 

日本は世界に先駆けて超高齢社会を迎え、医療・介護・福祉・社会保障を横断

した課題への対応が強く求められている。日本学術会議臨床医学委員会・健康・

生活科学委員会合同老化分科会は、第 21 期（2008 年 10 月１日～2011 年９月 30

日）に設置された。第 21 期の設置提案書では、急速な高齢化が医学・医療・福

祉のみならず、経済・文化や社会構造にも大きな影響を及ぼすとの認識の下、医

学、福祉、経済学、社会学、工学等が連携する学際的な研究体制を構築し、その

成果を社会に還元することの必要性が示された。また、老年病学に関する教育・

診療体制が十分に整備されていないことも課題として挙げられた。 

こうした設置趣旨を基盤として、本分科会は、社会状況や政策動向の変化を踏

まえながら、第 21 期から第 25 期（2008 年 10 月１日～2023 年９月 30 日）にか

けて複数の提言・見解を公表してきた。これらの提言・見解では、老年学・老年

医学の立場から、高齢期の医療・ケアの在り方、治し支える医療への転換、フレ

イル予防、社会参加や共生社会の実現、レジリエントな医療・ケア体制等につい

て、継続的に意思を発信してきた。 

 

２ 現状及び問題点 

一方で、これらの提言・見解が、社会にどの程度認知されどのように評価され

ているかについては、これまで体系的に把握されてこなかった。そこで本報告

は、老化分科会のこれまでの提言・見解を踏まえたアンケート調査を通じて、専

門職等及び一般市民の認知状況、評価、並びに今後への期待を探索的・記述的に

把握し、今後の分科会活動や情報発信の在り方を検討することを目的として作

成したものである。 

 

３ 報告の内容 

本報告では、老化分科会が第 21 期から第 25 期（2008 年 10 月１日～2023 年

９月 30 日）にかけて公表してきた提言・見解を整理した上で、それらを基に設

計したアンケート調査の結果を、記述統計及び自由記述の内容分析により整理

した。具体的には、日本学術会議、老化分科会及び提言・見解の公表に関する認

知状況、主要テーマの認知及び重要度評価、並びに自由記述による意見・要望を

分析し、専門職等と一般市民の回答傾向の違いを記述的に整理した。 

アンケート調査の結果、老化分科会が取り上げてきたテーマや提言・見解の内

容については、その重要性や方向性に関して一定の評価が得られている一方で、

分科会や提言・見解に対する認知度は全体として低い水準にとどまっているこ

とが示された。特に、フレイル予防や治し支える医療、人生の最終段階のケア

（EOL ケア）／アドバンス・ケア・プランニング（ACP）といった社会的関心の
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高いテーマにおいては、認知度は低いものの重要度の評価が高い傾向が見られ

た。また、自由記述の分析からは、提言・見解の内容そのものへの否定的評価は

少ない一方で、「提言の存在が知られていない」「専門用語が多く分かりにくい」

「提言後に何が変わったのか見えにくい」といった指摘が多く見られた。さら

に、専門職等では政策反映や実効性を重視する意見が見られ、一般市民は理解の

しやすさや生活との接点を重視する意見が見られるなど、受け手によって求め

られる情報の提示方法や説明の在り方が異なる可能性が示唆された。 

これらの結果を踏まえ、本報告は、これまでの老化分科会の提言・見解が有す

る学術的・社会的意義を再確認するとともに、今後の活動においては、提言・見

解の内容の充実に加え、対象に応じた情報整理や発信方法の工夫、提言・見解公

表後のフォローアップや成果の可視化が重要であることを示している。
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１ はじめに 

 

日本は世界に先駆けて超高齢社会を迎え、医療・介護・福祉・社会保障制度の

在り方は、国民生活の基盤としてますます重要性を増している。高齢化の進展に

伴い、医療・介護需要の増大、担い手不足、地域間格差、家族構造の変化等が同

時に進行しており、高齢期における医療・ケアの課題は複合化・長期化している。

こうした課題は、単一の制度や施策によって容易に解決できるものではなく、学

術的知見に基づき社会の方向性を中長期的に示す取組が一層求められている。 

このような状況の下、日本学術会議臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合

同老化分科会は、第 21 期に設置された。第 21 期の設置提案書では、急速な高

齢化が医学・医療・福祉に加え、経済・文化や社会構造にも大きな影響を及ぼす

との認識が示されている。その対応には、医学、福祉、経済学、社会学、工学等

の分野が連携する学際的な研究体制を構築し、その成果を行政への提言等を通

じて社会に還元することが重要であるとされた。また、老年病学に関する教育・

診療体制が十分に整備されていないことも課題として示された。 

本分科会は、その後、各期の社会状況や政策動向を踏まえながら、高齢期の医

療・ケアの在り方について継続的に審議し、第 21 期から第 25 期にかけて複数

の提言・見解を公表してきた。具体的には、老年学・老年医学の体系的整備、高

齢者の社会参加、治し支える医療への転換、フレイル予防、ポリファーマシー対

策、共生社会の実現、レジリエントな医療・ケア体制等、多岐にわたるテーマに

ついて提言・見解を発信してきた。 

一方で、これらの提言・見解が、社会にどのように評価されているかについて

は、これまで体系的に把握されてこなかった。提言・見解の内容や方向性が適切

であっても、それが十分に伝わり、理解され、社会や政策の中でどのように位置

付けられているかは、別途検討を要する課題である。本報告は、こうした問題意

識の下、老化分科会が第 21 期から第 25 期（2008 年 10 月１日～2023 年９月 30

日）にかけて公表してきた提言・見解の内容を整理した上で、それらを基盤とし

てアンケート項目を作成し、学識経験者・専門職及び一般市民を対象にしたもの

である。本報告では、調査方法及び回答者属性を示した上で、日本学術会議及び

老化分科会の認知状況、提言・見解に対する評価、主要テーマの認知及び重要度

評価について分析結果を提示する。さらに、自由記述の質的分析を通じて、専門

職等及び一般市民が老化分科会に対して抱く期待や課題を整理し、今後の分科

会活動及び情報発信の在り方を検討するための探索的・記述的な基礎資料とす

ることを目的とする。なお、本報告は、既存の提言・見解の整理とアンケート調

査の記述的分析を組み合わせたものであり、厳密な標本調査として母集団への

推定や因果関係の検証を行うことを目的としたものではない。 
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２ 第 21 期～第 25 期 提言・見解とアンケート調査テーマ設定 

 

(1) 提言・見解の要約とアンケート調査におけるテーマ設定 

老化分科会は、第 21 期以降、超高齢社会における医療・ケア及び社会の在

り方について、老年学・老年医学の立場から継続的に提言・見解を発信してき

た。これらの提言・見解は、社会状況や政策動向の変化を反映しつつも、高齢

者の尊厳と生活の質を重視し、医療・介護・福祉・公衆衛生を横断した視点を

一貫して共有している点に特徴がある。 

具体的には、第 21 期では、老年学・老年医学の体系的整備や高齢者の社会

参加の促進、在宅医療や多職種連携の重要性が示された。第 22 期では、超高

齢社会のフロントランナーとしての日本の役割を踏まえ、「治す医療」から「治

し支える医療」への転換が明確に打ち出され、地域完結型医療や人材育成の必

要性が強調された。第 24 期においては、フレイル予防やポリファーマシー対

策を含む健康寿命延伸の取組が前面に位置付けられ、医療と社会参加を一体

的に捉える視点が深化した。さらに第 25 期では、感染症や災害といった不確

実性の高い状況を踏まえ、レジリエントな医療・ケア体制の構築、エンド・オ

ブ・ライフ（end of life：EOL）ケア及びアドバンス・ケア・プランニング

（advance care planning：ACP）の重要性、情報通信技術（information and 

communication technology：ICT）・デジタル技術の活用とその課題、公衆衛生

分野における科学的根拠に基づく知見の強化が提起された。 

そこで本調査では、第 21 期から第 25 期にかけて公表された提言・見解の本

文を対象として、主要な論点やキーワードの抽出を行い、それらを内容の類似

性及び概念的近接性に基づいて整理・統合する作業を行った。具体的には、各

期の提言・見解において繰り返し言及されている課題や、近年特に社会的要請

が高まっている論点を中心に、複数名の研究者による検討を経て候補テーマ

を抽出した。その上で、老化分科会の委員長、幹事及び連携会員（特任）によ

る確認・協議を通じて内容の妥当性を検討し、最終的に以下の８つの領域を、

今回のアンケート調査における主要テーマとして設定した。 

調査票では、①治し支える医療（「治す」医療から「治し支える」医療への

転換）、②レジリエント医療・ケア（災害・感染症等に対応できる医療・ケア

体制）、③老年学・老年医学教育（高齢者医療・ケアを担う人材育成）、④フレ

イル予防等（フレイル予防、栄養管理、ポリファーマシー対策）、⑤ICT・デジ

タル技術の活用（高齢者支援や地域コミュニケーションへの活用）、⑥EOL ケ

ア／ACP（人生の最終段階のケア及びアドバンス・ケア・プランニング）、⑦公

衆衛生エビデンス（高齢社会を支えるデータ・研究・人材育成）、⑧社会参加・

共生（高齢者の社会参加、孤立予防、共生社会）として提示した。 

これらはいずれも、老化分科会がこれまでの提言・見解において繰り返し取

り上げてきた課題であると同時に、超高齢社会における医療・ケア及び社会の
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持続可能性を考える上で不可欠な論点である。本アンケート調査は、これらの

テーマについて、社会にどの程度認知されどのように評価されているかを把

握することで、老化分科会の提言・見解が社会にどのように受け止められてい

るかを探索的に整理し、今後の発信の在り方を検討するための基礎資料を得

ることを目的として実施した。 
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(2) 第 21 期〜第 25 期における老化分科会の主な提言・見解（一覧） 

以下に、第 21 期から第 25 期にかけて公表された主な提言・見解について、

各期における問題意識及び提言・見解の内容の変遷が把握できるよう、原文の

趣旨を保持しつつ、本報告における表記規則に合わせて一部表現を整え、「現

状及び問題点」と「提言・具体的視点」を対応させる形で古いものから順に一

覧として示す。 

 

【第 21 期（2008 年 10 月１日～2011 年９月 30 日）】 

提言「よりよい高齢社会の実現を目指して－老年学･老年医学の立場から

－」（平成 23 年（2011 年）７月 21 日） 

 

① 高齢者の社会参加、社会貢献の推進： 看護学、介護学、福祉学、社会学、

理学、工学、心理学、経済学、宗教学、倫理学など他領域との協同で行う

高齢者の社会参加、社会貢献を可能とするシステムの開発とその推進 

② 高齢者の心身の特性を十分に理解した医療専門職の育成： 老年学の推進

と老年学・老年医学の学部･大学院・卒後教育での整備・充実 

③ 高齢者特有の疾患の診断、治療システムの整備： 各地域に高齢者医療セ

ンターを設置、老年疾患研究・高齢者医療におけるエビデンスを国家規模

で蓄積 

④ 在宅医療・チーム医療・チーム介護の推進： 在宅医療・チーム医療・チ

ーム介護のシステム開発とその推進 

 

【第 22 期（2011 年 10 月１日～2014 年９月 30 日）】 

提言「超高齢社会のフロントランナー日本：これからの日本の医学・医療の

あり方」（平成 26 年（2014 年）９月 30 日） 

 

① 「治し支える」医療へのパラダイム転換の必要性： 超高齢社会において

は、従来の「治す」医療から「治し支える」医療へのパラダイム転換を行

うべきである 

② 在宅医療の普及と人材育成の必要性： 地域完結型医療への転換を図ると

ともに、女性医師の高齢者医療への活用を推進すべきである 

③ 各医科大学への老年学、老年医学講座の設置の必要性： 各医科大学への

老年学、老年医学講座の設置を通して地域で求められる医師の育成を行う

べきである 

④ 医療の連携、多職種研修、啓発のための医療センター設置の必要性： 医

療の連携、多職種研修、啓発のための長寿医療センター(仮称)の設置を推

進すべきである 

⑤ パラダイムの転換に対する国民の理解は十分か： 「治し支える」医療へ
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のパラダイム転換に対応するための啓発を行うべきである 

 

【第 24 期（2017 年 10 月１日～2020 年９月 30 日）】 

提言「活力ある超高齢社会の構築に向けて－これからの日本の医学・医療、

そして社会のあり方－」（令和２年（2020 年）９月 11 日） 

 

① 健康長寿社会実現における健康寿命と平均寿命の格差： 健康長寿社会構

築に向けた、医療における「治す医療から治し支える医療」へのパラダイ

ム転換を推し進めるべきである 

② 超高齢社会・健康長寿社会構築への次なる医療における課題： 老年病専

門医の養成を含め、高齢者医療に包括的に対応できる次世代の医療人材の

育成を推進すべきである 

③ 超高齢社会におけるフレイル予防・対策の普及、高齢者における不安定な

食及び低栄養の課題： 高齢者のフレイル対策を医学的視点とまちづくり

の視点の両方から推進すべきである 

④ 高齢者の薬物療法： 高齢者の薬物療法においてポリファーマシー対策が

大きな課題であり、その対応策を推進すべきである 

⑤ 健康長寿社会における地域の在り方： 医療面及びまちづくりの視点の両

面におけるイノベーションを推進させるべきである 

 

【第 25 期（2020 年 10 月１日～2023 年９月 30 日）】 

見解「ウィズコロナを見据えたレジリエントな、かつ安心感ある地域づくり

と医療ケア体制の再構築」（令和５年（2023 年）９月 27 日） 

 

① 新興感染症や災害等の有事における医療・ケア体制が脆弱である： 他の

新興感染症や災害等の有事にも迅速に対応できる医療・ケア体制を再構築

すべきである 

② 有事の際に EOL ケア及び ACP が十分に機能していない： 有事の際にも十

分に尊重される EOL ケア及び ACP を加速するべきである 

③  ICT 及び最新技術の活用が不十分である： ICT 及び最新技術の活用を促

進し、新たな地域コミュニケーションを積極的に構築すべきである。 

④ コロナ禍で多様な健康二次被害が顕在化した： 高齢者におけるコロナ禍

で顕在化した多様な健康二次被害を多角的なアプローチにより防止すべ

きである 

⑤ 公衆衛生領域における人材が不足している： 保健・医療・介護に関する

平時からの情報分析を心掛け、公衆衛生領域における研究を推進し、かつ

その分野の人材育成も強化すべきである 
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３ アンケート調査の概要と結果及び考察 

 

(1) 調査概要・方法 

本調査は、老化分科会が第 21 期から第 25 期にかけて公表してきた提言・見

解を基に調査項目を設計した。 

まず、老化分科会の提言・見解の内容を整理し、各期に共通して示されてき

た主要なテーマや論点（前述）を抽出した。これらを踏まえて、老化分科会及

び提言・見解の認知状況、各テーマに対する認知度及び重要度評価、提言全体

に対する評価を問う設問を作成した。あわせて、自由記述欄を設け、提言・見

解や分科会活動に対する意見・要望を収集した。調査は Web アンケート形式で

実施し、回答時間は約３分程度とした。調査内容は、①性別・年代・所属等の

基本属性、②日本学術会議及び臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合同老

化分科会の認知状況、③分科会の提言・見解及び主要テーマに関する認知度、

④各テーマの重要度評価、⑤自由記述による意見・要望から構成した。 

調査対象は、一般住民、専門職（医療・介護・研究・行政等）、学術関係者

等、本調査に関心を有する幅広い層とし、特定の属性に限定せず回答を募った。

主に、一般社団法人日本医学会連合に加盟する 144 学会（2025 年時点）及び

その所属会員を対象に調査案内を行い、あわせて老化分科会関係者等を通じた

Web 上の周知により、一般住民を含む幅広い層にも回答を呼びかけた。調査は

Web 上での周知を通じて実施し、回答は匿名で収集した。ただし、本調査は Web

アンケート形式による自発的回答に基づく探索的・記述的調査であり、厳密な

母集団を設定した標本調査ではない。調査票 URL に到達し得た者の総数及び

実際に調査案内を閲覧した者の総数を正確に把握することは困難であったた

め、回答率は算出していない。 

所属区分については、調査票で「一般住民」を選択した回答者を「一般市民」

とし、それ以外の「メディア関係者」「大学・研究機関」「行政」「学術団体・

学会関係者」「日本学術会議分科会関係者」「その他」を選択した回答者を、便

宜的に「専門職等」として集計した。主要テーマの認知度及び重要度について

は、提示した８つのテーマのうち該当するものを最大３つまで選択する形式

とした。量的データについては、全体及び所属区分別に人数と割合を算出し、

記述的に整理した。一般市民の回答数が限られていることを踏まえ、所属区分

間の統計学的検定は行わず、群間差の有無を統計学的に判断することはしな

かった。自由記述については、内容分析に基づきコード化を行い、複数コード

付与を前提とした頻度集計と質的解釈を組み合わせて分析した。コード化及

び分類の妥当性については、複数名の研究者で確認し、解釈が分かれる箇所は

原文に戻って協議し、必要に応じて分類を修正した。代表的コメントは、個人

が特定されないよう匿名化し、内容を損なわない範囲で要約した。 
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(2) 回答者属性（性別・年代） 

本調査は、日本医学会連合加盟学会を中心に案内したため、回答者の多く

は専門職等であり、一般市民の回答は少なく限定的であった。 

回答者属性を表１に示す。回答者の性別及び年代構成を記述的に整理した

ところ、全体としては、男性が約 65％を占め、年代は 50 歳代が最も多く、

次いで 40 歳代、60–64 歳の順であった。所属区分別の値も示したが、一般市

民の回答数が限られているため、所属区分間の違いについて統計学的な判断

は行っていない。 

本調査においては、所属による基本属性の偏りは比較的少なく、以降の認

知・評価に関する結果は、少なくとも性別・年代構成の大きな違いによる影

響は限定的であると考えられる。一方で、全体として中高年層・男性が多い

点は、今後の追加調査や解釈において留意が必要である。 

 

表１．対象者の基本属性（所属別） 

項目 カテゴリ 全体 n=171 専門職等

n=155 

一般市民 

n=16 

性別 男性 111 (64.9) 103 (66.5) 8 (50.0)  
女性 58 (33.9) 50 (32.3) 8 (50.0)  
その他 2 ( 1.2) 2 ( 1.3) 0 ( 0.0) 

年代 20 歳以下 4 ( 2.3) 3 ( 1.9) 1 ( 6.3)  
30 歳代 21 (12.3) 18 (11.6) 3 (18.8)  
40 歳代 37 (21.6) 34 (21.9) 3 (18.8)  
50 歳代 56 (32.7) 51 (32.9) 5 (31.3)  
60–64 歳 32 (18.7) 30 (19.4) 2 (12.5)  
65–74 歳 18 (10.5) 16 (10.3) 2 (12.5)  
75 歳以上 3 ( 1.8) 3 ( 1.9) 0 ( 0.0) 

数値は n（列％）で示した。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統

計学的検定は行っていない。 
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(3) 日本学術会議及び老化分科会の認知 

日本学術会議そのものの認知について表２に示した。専門職等では「よく

知っている」が過半数を占めた一方、一般市民では「聞いたことはある」が

多数を占めた。一方、老化分科会の認知については、専門職等・一般市民の

いずれにおいても「知らない」が約８割を占めた。日本学術会議という組織

自体は、専門職等を中心に一定の認知があるものの、老化分科会という個別

分科会レベルの活動は十分に認識されていない状況がうかがわれた。これ

は、分科会の活動内容や提言・見解が、専門職等の間においても十分に可視

化されていない可能性を示唆している。 

日本学術会議が各分野で提言・見解を公表していることについて、「知っ

ている」と回答した割合は専門職等で約４割、一般市民で約２割であった。

提言・見解の存在は、専門職等においても広く浸透しているとは言い難い状

況にあった。特に一般市民においては、「知らない」又は「聞いたことはあ

る」に留まる回答が多く、提言・見解の発信経路や伝達方法に改善の余地が

あることが示唆される。 

 

表２．認知状況（所属別） 

項目 カテゴリ 
全体 

n=171 

専門職等 

n=155 

一般市民 

n=16 

日本学術会議

を知っている

か 

よく知ってい

る 
82 (48.0) 81 (52.3) 1 ( 6.3) 

聞いたことは

ある 
82 (48.0) 70 (45.2) 12 (75.0) 

知らない 7 ( 4.1) 4 ( 2.6) 3 (18.8) 

老化分科会を

知っているか 

よく知ってい

る 
11 ( 6.4) 11 ( 7.1) 0 ( 0.0) 

聞いたことは

ある 
29 (17.0) 26 (16.8) 3 (18.8) 

知らない 131 (76.6) 118 (76.1) 13 (81.3) 

提言・見解の

公表を知って

いるか 

知っている 63 (36.8) 60 (38.7) 3 (18.8) 

聞いたことは

ある 
58 (33.9) 53 (34.2) 5 (31.3) 

知らない 50 (29.2) 42 (27.1) 8 (50.0) 

数値は n（列％）で示した。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統

計学的検定は行っていない。 
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(4) 主要テーマの認知及び重要度評価 

主要テーマの認知及び重要度評価を表３、表４に示す。老化分科会が扱う

主要テーマについて「知っている」と回答した割合はいずれのテーマにおい

ても高くなく、最も高い「フレイル予防・栄養管理・ポリファーマシー対

策」においても、全体の約３割に留まった。その他のテーマでは、「治し支

える医療」「社会参加・共生社会」「EOL ケア／ACP」等も２割前後にとどま

り、複数のテーマに共通して認知度は低い傾向が見られた。 

一方、重要度評価では、「フレイル予防・栄養管理・ポリファーマシー対

策」が全体の約５割で「重要度が高い」と評価され、最も高い割合を示し

た。加えて、「治し支える医療」「災害・感染症等に強い医療・ケア体制」

「社会参加・共生社会」等、複数のテーマで一定の重要度評価が得られた。 

一般市民においては、EOL ケア／ACP や災害・感染症対応等、一部のテー

マで相対的に高い重要度評価がみられたが、回答数が少ないため、所属区分

別の違いについては記述的な把握にとどめた。 

本結果から、老化分科会が取り上げている主要テーマは、現時点では十分

に認知されていない一方で、重要性自体は高く評価されうる内容を多く含ん

でいることが示唆される。すなわち、「知られていないが、伝われば重要だ

と受け止められる可能性のあるテーマ」が多い状況にあると考えられる。こ

の認知度と重要度のギャップは、テーマそのものの妥当性の問題というより

も、情報の整理や発信方法、提示の仕方に起因している可能性が高い。 

主要テーマが分科会全体の中でどのような位置付けにあるのか、また社会

や現場にとってどのような意味を持つのかを、より簡潔かつ構造的に示すこ

とが、今後の課題であると考えられる。 
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表３．主要テーマの認知（「知っている」） 

主要テーマ 全体 専門職等 一般市民 

治し支える医療 40 (23.4) 37 (23.9) 3 (18.8) 

レジリエント医療・ケ

ア 
23 (13.5) 19 (12.3) 4 (25.0) 

老年学・老年医学教育 23 (13.5) 21 (13.5) 2 (12.5) 

フレイル予防等 54 (31.6) 50 (32.3) 4 (25.0) 

ICT・デジタル 23 (13.5) 19 (12.3) 4 (25.0) 

EOL ケア／ACP 33 (19.3) 29 (18.7) 4 (25.0) 

公衆衛生エビデンス 15 ( 8.8) 11 ( 7.1) 4 (25.0) 

社会参加・共生 42 (24.6) 38 (24.5) 4 (25.0) 

各テーマは最大３つまで選択可とした。数値は、各テーマを選択した者の n

（列％）を示す。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統計学的検定

は行っていない。 

 

表４．主要テーマの重要度（「高い」） 

主要テーマ 全体 専門職等 一般市民 

治し支える医療 80 (46.8) 72 (46.5) 8 (50.0) 

レジリエント医療・ケ

ア 
61 (35.7) 54 (34.8) 7 (43.8) 

老年学・老年医学教育 36 (21.1) 31 (20.0) 5 (31.3) 

フレイル予防等 87 (50.9) 79 (51.0) 8 (50.0) 

ICT・デジタル 57 (33.3) 53 (34.2) 4 (25.0) 

EOL ケア／ACP 37 (21.6) 30 (19.4) 7 (43.8) 

公衆衛生エビデンス 37 (21.6) 33 (21.3) 4 (25.0) 

社会参加・共生 56 (32.7) 56 (36.1) 0 ( 0.0) 

各テーマは最大３つまで選択可とした。数値は、各テーマを選択した者の n

（列％）を示す。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統計学的検定

は行っていない。 
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(5) 自由記述回答の結果 

自由記述回答の整理を表５に示す。自由記述回答の内容分析の結果、老化

分科会の提言・見解に対する意見は、大きく「内容そのものへの評価」「伝

達・実装に関する課題」「今後への期待・改善提案」に整理された。 

まず、提言・見解の内容自体については、「高齢社会における重要な論点

を的確に捉えている」「医療・介護の将来像を示す先導的な内容である」と

いった肯定的な評価が、主として専門職等から一定数認められた。 

一方で、最も多く指摘されたのは「周知・認知の不足」であり、専門職

等・一般市民の双方から、「提言の存在を知らなかった」「日本学術会議から

の発信であると認識していなかった」といった意見が多く寄せられた。ま

た、「広報や情報発信の方法に改善の余地がある」「メディアや SNS 等を活用

して、より広く発信すべきである」といった、発信手段に関する具体的な要

望も多くみられた。さらに、一般市民からは、「専門用語が多く理解しにく

い」「誰に向けた提言なのか分かりにくい」「自分たちの生活とどう関係する

のかが見えない」といった、理解のしやすさや生活との距離感に関する指摘

が多く認められた。一方、専門職等からは、「提言が政策や制度にどのよう

に反映されたのか分からない」「提言後のフォローアップや検証が必要であ

る」といった、実効性や政策反映に関する課題が多く指摘された。このほ

か、提言・見解のテーマの重要性や今後への期待、日本学術会議・老化分科

会が果たすべき社会的役割への期待を示す意見も、専門職等・一般市民を問

わず広く認められた。 

以上の結果から、老化分科会の提言・見解は、その内容の妥当性や重要性

自体は一定程度評価されている一方で、社会に対して十分に「届いていな

い」「伝わり切っていない」状況にあることが示唆された。特に、認知不足

や分かりにくさに関する指摘が多いことから、課題の本質は提言・見解の内

容そのものよりも、情報の整理方法や発信の在り方にあると考えられる。 

また、専門職等と一般市民の自由記述を比較すると、求められている説明

の視点が異なることが明確となった。専門職等は、提言・見解の政策反映や

実効性、検証プロセスといった制度的・構造的側面を重視しているのに対

し、一般市民は、理解のしやすさや生活との接点、心理的距離の近さを重視

している。このことは、単一の発信方法では多様な受け手の期待に十分応え

られない可能性を示している。 

要約すると、老化分科会の今後の活動においては、提言・見解の質を高め

ることに加え、「誰に向けて、何を、どのような意味で伝えるのか」を明確

にした発信戦略の再考が重要であると考えられる。対象者の特性に応じた情

報の要約や表現の工夫、提言・見解公表後のフォローアップや成果の可視化

を通じて、提言・見解の社会的インパクトを高めていくことが求められる。 
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表５．自由記述のコード別整理（頻度＋代表的なコメント） 

コード内容（定義） 延 べ

件数 

主な回答層 代表的なコメント（要約） 

【内容そのものへの評価】    

提言内容の質の高さ（内容自

体を高く評価） 

13 専門職等 「高齢化医療にとどまらず、日本の医

療全体の方向性を示す先進的な内

容だと思う」 

【伝達・実装に関する課題】    

周 知・ 認知不 足（ 存在や発 信

が知られていない） 

28 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「素晴らしい提言だが、日本学術会

議からの発信だと知らなかった」「初

めて存在を知った」 

広 報 手 段 の改 善 要 望 （ メディ

ア・SNS 等） 

22 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「 新 聞 やテレビ、SNS などを活 用 し

て、もっと目に触れる機会を増やして

ほしい」 

専門用語・難解さ（一般には理

解しづらい） 

12 一般市民 「専門用語が多く、本当に一般向け

なのか疑問に感じた。もっと噛み砕い

た説明が必要」 

対象が不明瞭（誰向けの提言

か分かりにくい） 

10 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「政府向けなのか国民向けなのか分

かりにくく、結果的に誰にも届いてい

ない印象」 

情報整理・構造の分かりにくさ 9 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「Web サイトが複雑で、重要度や分野

別整理がなく探しにくい」 

実効性・行動不明（成果・変化

が見えない） 

15 専門職等 「提言後に何が変わったのか分から

ず、有用性を判断しにくい」 

政策反映・検証への要望 11 専門職等 「提言が政策にどう反映されたのか、

検証できる仕組みが必要だと思う」 

【今後への期待・改善提案】    

組織への期待（先導的役割へ

の期待） 

20 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「国民皆保険が揺らぐ中、議論を先

導する役割をぜひ果たしてほしい」 

今後への改善提案（具体的要

望） 

14 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「提言の対象者別に１枚要約や動画

解説があると理解しやすい」 

研 究 ・ エビデンス推 進 への期

待 

8 専門職等 「 在 宅 医 療 や臨 床 疫 学 研 究 を全 国

規模で進めてほしい」 

国民参加・開放性への要望 7 一般市民 「もっと国民に開かれた組織として、

対話の場を作ってほしい」 

委員構成・多様性への言及 6 専門職等 「医師・男性中心ではなく、多分野・

多世代の視点を取り入れてほしい」 

自由記述回答について内容分析を行い、意味内容の類似性に基づきコード化し

た。１回答につき複数コードを付与し、延べ件数を集計した。代表的コメント

（要約）は、肯定的意見及び建設的な改善を中心に匿名化・要約して抜粋し

た。コード化結果は複数名で確認し、解釈が分かれる箇所は原文に戻って協議

した。 
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(6) 提言・見解全体の有用性評価 

提言・見解全体の有用性評価を表６に示す。提言・見解全体について、

「非常に有用」又は「ある程度有用」と回答した割合は、全体で約７割を占

めた。専門職等では約 75％、一般市民では約 63％であった。一般市民の回

答数が限られているため、所属区分別の違いについては記述的な把握にとど

めた。老化分科会の提言・見解は、内容そのものについては概ね肯定的に評

価されていると考えられる。一方で、一般市民では「わからない」とする回

答も一定数見られ、内容にアクセスできていない層の存在が示唆される。こ

れは、有用性以前に「理解・接触の機会」が不足している可能性を反映して

いる。 

 

表６．提言・見解全体の有用性評価 

評価 全体 専門職等 一般市民 

非常に有用 36 (21.1) 33 (21.3) 3 (18.8) 

ある程度有用 91 (53.2) 84 (54.2) 7 (43.8) 

あまり有用でな

い 

19 (11.1) 17 (11.0) 2 (12.5) 

全く有用でない 6 ( 3.5) 6 ( 3.9) 0 ( 0.0) 

わからない 19 (11.1) 15 ( 9.7) 4 (25.0) 

数値は n（列％）で示した。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統

計学的検定は行っていない。 
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４ 総括 

 

本調査では、老化分科会の提言・見解について、その周知状況、理解のされ方、

評価、並びに今後への期待について、記述統計と自由記述の内容分析を組み合わ

せて探索的に検討した。その結果、老化分科会が取り上げてきたテーマや提言・

見解の内容は、その重要性や方向性について一定の評価を得ている一方で、社会

に十分に知られ、理解されているとは言い難い現状がうかがわれた。  

量的分析からは、老化分科会や主要テーマの認知度が全体として低い一方で、

フレイル予防、治し支える医療、EOL ケア／ACP など、社会的関心が高いテーマ

については、認知度は低いものの重要度の評価が高い傾向が見られた。これは、

分科会が扱っているテーマが社会的要請と乖離しているのではなく、むしろ「十

分に伝わっていない」ことに課題がある可能性を示唆している。 

自由記述の質的分析においても、提言・見解の内容そのものに対する否定的評

価は少なく、「重要なテーマを扱っている」「社会にとって必要な取り組みであ

る」といった肯定的評価や期待が多くみられた。一方で、「提言の存在を知らな

かった」「専門用語が多く分かりにくい」「提言後に何が変わったのか見えにく

い」といった意見が複数示され、課題の中心が提言・見解の質ではなく、情報の

整理や発信、社会との接続の在り方にあることが浮き彫りとなった。  

また、専門職等と一般市民の回答傾向からは、老化分科会に求められる役割や

説明の視点が異なる可能性が示唆された。専門職等では、提言・見解の政策反映

や実効性、フォローアップといった制度的・構造的側面を重視する意見が見られ

た一方で、一般市民では、理解しやすさや生活との接点、心理的距離の近さを重

視する意見が見られた。このことは、単一の発信方法では多様な受け手の期待に

十分応えることが難しい可能性を示している。 

なお、本調査にはいくつかの限界がある。第一に、本調査は Web アンケート形

式で実施され、回答は自発的参加に基づくものであったため、老化分科会や高齢

社会問題に関心の高い層が相対的に多く含まれている可能性があり、また一般

市民が少なかったことから、標本の代表性には一定の制約がある。したがって、

本結果をそのまま一般人口全体に一般化することには慎重である必要がある。

第二に、重要度評価や有用性評価は主観的判断に基づくものであり、実際の行動

変容や政策反映の程度を直接測定したものではない。第三に、自由記述の分析に

ついても、内容分析に基づくコード化を行い、複数名で確認・協議を行うことで

信用性の確保に努めたものの、解釈には一定の研究者バイアス（情報及び解釈の

偏り）が含まれうる。これらの点を踏まえ、本結果は老化分科会の提言・見解に

対する社会的受容の「全体像」を示すものではなく、あくまで現時点における探

索的・記述的な参考資料として位置付けられるべきである。  

以上を踏まえると、老化分科会の今後の活動においては、提言・見解の内容の

充実に加え、「誰に向けて、何を、どのような意味で伝えるのか」を明確にした
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情報発信の在り方を再構築することが重要である。提言・見解の要点を分かりや

すく整理し、社会や政策との関係性を可視化するとともに、提言・見解公表後の

フォローアップや成果の共有を通じて、分科会の活動が社会に与える価値をよ

り明確に示していくことが、今後の信頼性と社会的インパクトの向上につなが

るものと考えられる。  

本報告書が、老化分科会の今後の活動の方向性を検討するための基礎資料と

なり、学術と社会をつなぐ取組の深化に資することを期待したい。  
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＜用語の説明＞ 

ICT：情報通信技術（information and communication technology）。インター

ネット、コンピュータ、スマートフォン等を用いて、情報を収集、共有、伝達

する技術。 

EOL ケア： エンド・オブ・ライフ・ケア（end-of-life care）。人生の最終段

階にある人の身体的・心理的・社会的な苦痛を和らげ、本人の価値観や希望を

尊重しながら、その人らしい生活を支える医療・ケア。 

ACP： アドバンス・ケア・プランニング（advance care planning）。将来の医

療・ケアについて、本人が家族や医療・ケア関係者等と繰り返し話し合い、本

人の価値観や希望を共有するプロセス。「人生会議」とも呼ばれる。 

フレイル：年齢とともに心身の予備力が低下し、要介護に近づきやすい状態。 

ポリファーマシー：薬が多く、副作用や飲み間違い等のリスクが増える状態。 

レジリエント：災害や感染症などの非常時でも、医療・介護・地域の支援体制

機能を保ち、混乱を最小限にして早期に回復できる状態。 
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＜参考資料＞審議経過 

 

令和６年 

３月 28 日 老化分科会（第 26 期・第１回） 

 検討課題の方向性について 

７月 30 日 老化分科会 幹事会ミーティング 

 検討課題及び老化分科会からの今までの発出内容につい

て 

10 月 31 日 老化分科会 幹事会ミーティング 

 今までの提言や見解（第 21 期、22 期、24 期、25 期）

に対する多方面へのアンケート実施について 

12 月 25 日 老化分科会（第 26 期・第２回） 

 今までの提言や見解（第 21 期、22 期、24 期、25 期）

に対するアンケート実施の具体的方法について 

令和７年 

４月 21-23 日 老化分科会 幹事会・協力者打ち合わせ 

 アンケート調査打ち合わせについて 

６月 18 日 老化分科会 幹事会・協力者打ち合わせ 

 アンケート調査の最終デザインについて 

 


	見解「教育データの利活用のさらなる促進に向けて」
	報告「Soil Health（土壌の健康）：国民的理解と持続可能な管理のイノベーションの推進」
	報告「老化分科会の提言・見解の認知と評価、そして発信の在り方ー認知・評価に関するアンケート調査報告－」

